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1.  はじめに 

柏崎刈羽原子力発電所６号機については，柏崎刈羽原子力発電所原子炉施設保安

規定（以下「保安規定」という。）第 107 条に基づき策定された特別な保全計画に

従い新潟県中越沖地震（以下「本地震」という。）を受けた設備に関する健全性評

価を鋭意進めているところである。 

本報告書は「新潟県中越沖地震を受けた柏崎刈羽原子力発電所の設備の健全性に

係る点検・評価計画について（経済産業省 平成 19・11・06 原院第 2 号 平成 19

年 11 月 9 日）」を受け，原子力安全・保安院に提出した「柏崎刈羽原子力発電所

６号機 新潟県中越沖地震後の設備健全性に係る点検・評価計画書」（以下「点検・

評価計画書」という。）における原子炉安全上重要な設備※を含む対象設備の設備点

検および地震応答解析が概ね終了したことから，これらの結果について取り纏める

とともに，総合評価を実施したものである。 

※原子炉安全上重要な設備： 

重要度分類クラス 1 の設備および重要度分類クラス 2 の設備であって，耐震安全上重要

度が高い設備（耐震クラスが As，A のものおよびその他動的地震動による耐震評価の対

象としているもの）を指す。



2.  地震の概要 

2.1 新潟県中越沖地震の概要 

平成 19 年 7 月 16 日午前 10 時 13 分頃，新潟県中越沖において，大きな地震が

発生し，新潟県と長野県で 大震度 6 強を観測した他，北陸地方を中心に東北地

方から近畿・中国地方にかけて広い範囲で地震動が観測された。気象庁発表（平

成 19 年 7 月 地震・火山月報（防災編））によれば，マグニチュードは 6.8，震

源の深さは 17km であり，震央距離 16km，震源距離約 23km に位置していた柏崎

刈羽原子力発電所は地震発生により大きな地震動を受けた。 
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図-2.1.1：平成 19 年新潟県中越沖地震の震央と柏崎刈羽原子力発電所の位置 

 

2.2 柏崎刈羽原子力発電所での観測結果 

柏崎刈羽原子力発電所の地震計の配置図を図-2.2.1 に示す。各号機の原子炉建

屋基礎版上の加速度時刻歴波形（東西方向）を図-2.2.2 に示す。 

全号機で顕著なパルス波が発生しており，特に荒浜側（1～4 号機）で時刻歴波

形の後半に大振幅のパルスが見られる。一方，大湊側（5～7 号機）では時刻歴波

形後半に荒浜側のような大振幅のパルスは確認されていない。 

原子炉建屋基礎版上で観測された 大加速度および設計時の 大加速度応答
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値を表-2.2.1 に示す。原子炉建屋基礎版上での 大加速度の中で 大のものは，1

号機東西方向で 680gal である。なお，加速度波形については，記録の主要動を含

む 50 秒間を表記している。 

0 1000m500

5号機地震観測小屋

K1 K2

K3 K4
K5K6K7

サービスホール地盤系

○：既設地震計

●：新設地震計

◎：既設地震計＋新設地震計

1号機地震観測小屋

１号機地盤系

５号機地盤系

６号機地盤系

θ1

θ2

磁北

真北

プラントの南北軸

1θ
2θ =18°54′51″
= 7°10′

◎

◎

◎

◎

◎

 

大湊側荒浜側 

図-2.2.1：柏崎刈羽原子力発電所における地震観測点の配置 
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図-2.2.2：原子炉建屋基礎版上で観測された加速度時刻歴波形（東西方向） 
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表-2.2.1：原子炉建屋基礎版上で観測された 大加速度と設計時の 大加速度応答値 
（単位：gal） 

南北注 1)注 2) 東西注 1)注 2) 上下注 2) 
観測値 

観測 設計 観測 設計 観測 設計注 3)

1 号機 下階（B5F） 311 274 680 273 408 （235）

2 号機 下階（B5F） 304 167 606 167 282 （235）

3 号機 下階（B5F） 308 192 384 193 311 （235）

4 号機 下階（B5F） 310 193 492 194 337 （235）

5 号機 下階（B4F） 277 249 442 254 205 （235）

6 号機 下階（B3F） 271 263 322 263 488 （235）

267 263 356 263 355 7 号機 下階（B3F） （235）
注1） 静的水平地震力は， 3Ci= 0.48G  
注2） スクラム設定値：水平方向 120gal，上下方向 100 gal 
注3） 上下方向については，(  )内の値を静的設計で用いている。 

 

2.3 6 号機での観測結果 

6 号機原子炉建屋の地震計の配置を図-2.3.1 に，基礎版上で観測された加速度時

刻歴波形を図-2.3.2 に示す。また，観測された記録に基づく加速度応答スペクト

ルを，設計時の基準地震動 S2 に基づく床応答スペクトルと比較したものを図

-2.3.3 に示す。原子炉建屋基礎版上の 大加速度値は，設計時の基準地震動 S2 に

よる 大応答加速度 263gal に対し東西方向で 322gal であった。 
３階（T.M.S.L+23.5ｍ）
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図-2.3.1：6 号機原子炉建屋地震計配置図（赤星部） 
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図-2.3.2：6 号機 原子炉建屋基礎版上で観測された加速度時刻歴波形（6-R2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2.3.3 6 号機 原子炉建屋基礎版上の加速度応答スペクトル（6-R2） 
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2.4 6 号機の状況 

地震発生当時，柏崎刈羽原子力発電所６号機は定期検査のため冷温停止中であ

った。定期検査末期のため，燃料は炉心に装荷され，制御棒は全挿入していた。 

また，タービン本体は組込みを完了させていた。プラントは，地震波が到達し

た後も冷温停止状態を維持していた。 
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た。 

3.  本報告書の概要 

3.1 本報告書の位置づけ 

柏崎刈羽原子力発電所は設計基準地震動を上回る地震動を観測したため，設備

の健全性を確認する目的で「点検・評価計画書」に基づき機器レベルでの点検・

評価を実施してきた。 

本報告書の位置づけは， 

 

 「点検・評価計画書」対象設備の基本点検のうち，目視点検ならびに現時

点で実施可能な作動試験および漏えい試験等について，概ね終了したこ

と 

 予め計画する追加点検が概ね終了したこと 

 地震応答解析※１がすべて終了したこと 

 

から，設備の健全性について機器レベルの評価を行うものである。 

 

※1：平成２０年９月２６日に耐震・構造設計小委員会へ提示した「柏崎刈羽原子力発電所

６号機新潟県中越沖地震後の設備健全性に係わる点検・評価報告書（建物・構築物編）

（案）」に記載の建屋応答解析により得られた建屋応答加速度を用いて評価を実施し

 

3.2 点検・評価に関する基本的な考え方 

3.2.1 機器レベルの点検･評価 

点検・評価とは，設備点検，地震応答解析による評価および両者の結果を踏

まえた設備健全性の総合評価をいう。 

設備点検では各設備の特徴に応じて各設備が受けた地震による影響を点検・

試験等によって確認し，地震応答解析では本地震の観測波に基づく各設備の解

析的な評価を実施する。 

設備点検は，各設備に共通的に実施する目視点検，作動試験等の基本点検お

よび基本点検の結果や地震応答解析結果等に応じて実施する分解点検，非破壊

試験等の追加点検からなる。 

 

 



点検・評価に関しては，以下の基本的な考え方に従った（図-3.2.1 参照）。 

 

 原子炉安全上重要な設備については，基本点検とあわせて地震応答解

析を実施し，さらに，基本点検において異常が確認された設備および

地震応答解析により裕度が比較的少ないと判断された設備について

は追加点検を実施する。 

 その他の設備については，設備点検を主体に実施し，基本点検におい

て異常が確認された設備に対し追加点検を実施する。 

 また，異常が確認されなかった設備に対しても，さらなる設備の健全

性の確保および知見拡充の観点から念のために，予め計画する追加点

検を実施する。 

 設備点検および地震応答解析による評価の両者の結果を踏まえ，設備

健全性の総合評価を行う。 

 

3.2.2 系統レベルの点検・評価 

系統レベルの点検・評価とは，系統レベルの健全性を確認する試験（以下，「系

統機能試験」という）および系統レベルの健全性の評価（以下，「系統健全性の

評価」という）をいう。 

系統機能試験では，系統の運転等によって，インターロック，警報の作動，

弁の作動，系統流量等の状況を確認し，系統健全性の評価では，系統機能試験

の結果から，系統全体の機能が正常に発揮されることを総合的に評価する。 

なお，系統機能試験は，試験に係わる設備の健全性が，機器レベルの点検・

評価によって確認された後に実施する（図-3.2.1 参照）。 
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機器レベルの点検・評価の範囲 

 

 

 
 

図-3.1 点検・評価の全体フロー 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-3.2.1 点検・評価の全体フロー 
 
 
 

【系統健全性の評価】 

【系統機能試験】 

【地震応答解析】 【設備点検】 

地震応答解析結果※2 基本点検

系統レベルの点検・評価の範囲 

【設備健全性の総合評価】※4 

裕度が比較 
異常あり 的少ない 

追加点検
※3

良好 異常なし 

※2：重要度分類クラス１の設備および重要度分類クラス２の設備であって，耐震安全上重

要度が高い設備（耐震クラスがＡｓ，Ａのものおよびその他動的地震動による耐震評

価の対象としているもの）を対象として実施。 
※3：地震応答解析の結果，評価基準値を満足するものであっても，解析の妥当性を確認す

るため，必要に応じ追加点検を実施。 
※4：ここで実施する設備健全性の総合評価は，個別の設備（機器レベル）を対象として実

施。 
 

赤太枠内が今回の報告範囲
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3.3 品質保証 

品質保証活動は，保安規定において適用している 「原子力発電所における安

全のための品質保証規程」（JEAC4111-2003）に基づき行っている。 

 

3.4 実施体制 

点検・評価の主要な体制を図-3.4.1 に，第三者による点検・評価の確認体制を

図-3.4.2 に示す。また，点検・評価に係る実施者の力量確認および各機種の設備

点検結果等について，発電所品質安全部門並びに社外機関が抜取確認を行ってい

る。 

柏崎刈羽原子力発電所  
本店 原子力

新潟県中越沖地震対策

設備管理部 
センター

日立 GE 
ﾆｭｰｸﾘｱ･ 
ｴﾅｼﾞｰ 
株式 
会社 

株式 
会社 
東芝 

株式会社
ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ･
ﾆｭｰｸﾘｱ･
ﾌｭｴﾙ・ 
ｼﾞｬﾊﾟﾝ 

原子燃料
工業 
株式 
会社 

 東電 
工業 
株式 
会社 

株式会社
東京エネ
シス 

株式会社
関電工

東電 
設計 
株式 
会社 

東電環境
ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝ
ｸﾞ株式
会社 

図-3.4.1 点検・評価体制 

設備所管グループによる 
設備の点検・評価 

柏崎刈羽原子力発電所 

（定期検査，立入検査，保安検査） （定期検査，立入検査等）

（委員会による審議） （立入調査等） 

（抜取確認） 

原子力安全基盤機構 原子力安全・保安院 

発電所品質安全部門による確認 
社外機関による確認 
（点検実施状況等） 

原子力安全委員会 地元自治体 

図-3.4.2 第三者による点検・評価の確認体制 
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4.  設備点検 

4.1 対象設備 

対象設備は，電気事業法に基づく事業用電気工作物の工事計画書本文に記載の

あるすべての設備とした。耐震上考慮している支持構造物等については，工事計

画書本文に記載がない場合も点検対象とした。廃棄設備等の他号機との共用設備

に関しては，各設備の工事計画を申請している号機にて結果を報告する。 

なお，必要に応じて，以下の考え方に基づき代表設備または代表部位を選定し，

点検を実施した。（「4.4 各機種の設備点検結果」参照） 

 
 同一の設備が複数存在する場合は，地震応答の観点から，対象設備を選定

する。 

 配管系のように類似設備が多数存在する場合は，設計時の余裕度（算出値

と許容値の余裕度等），仕様，使用条件等を考慮して対象設備を選定する。 

 

4.2 点検方法の策定 

4.2.1 対象設備の分類 

各設備の種類，設置方法等により地震時に想定される損傷の形態が異なるこ

とから，「原子力発電所耐震設計技術指針」(JEAG4601)における機種分類を参考

にして，対象設備を地震による機能・構造への影響が類似していると考えられ

る機種に分類した。（表-4.2.1 参照） 

 



表-4.2.1 点検対象設備分類一覧 

動的機器 静的機器 
19） 原子炉圧力容器および付属機器 
20） 炉内構造物 
21） 配管 
22） 燃料ラック類 
23） 熱交換器 
24） 復水器，給水加熱器，湿分分離

加熱器 
25） プールライニング 
26） 変圧器 
27） 蓄電池 
28） 遮断器 
29） 計器，継電器，調整器，検出器，

変換器 
30） 原子炉格納容器および付属機器 
31） アキュムレータ 
32） ろ過脱塩器 
33） ストレーナ／フィルタ 
34） 空気抽出器 
35） 除湿塔 
36） タンク 
37） 計装ラック 
38） 制御盤・電源盤 
39） 空調ダクト※1 
40） 燃料体（燃料集合体およびチャ

ンネルボックス） 
41） 再結合装置 
42） 電気ヒータ 
43） ボイラ 
44） 特殊フィルタ 
 

1）  立形ポンプ 
2）  横形ポンプ 
3）  往復動式ポンプ 
4）  ポンプ駆動用タービン 
5）  電動機 
6）  ファン 
7）  冷凍機※1 
8）  空気圧縮機 
9）  弁 
10） ダンパ※1 
11） 非常用ディーゼル発電機 
12） 制御棒 
13） 制御棒駆動機構 
14） 主タービン 
15） 発電機 
16） インターナルポンプ 
17） 燃料取替機 
18） クレーン 

支持構造物等 
45） 基礎ボルト 
46） 支持構造物 

※1：6 号機 対象機器なし 
 

 

4.2.2 各機種の点検方法 

設備点検では，各設備が大きな地震動を受けたことに鑑み，本地震による各

設備への影響を整理し，それに応じた点検方法を策定することが重要である。 

すなわち，地震による設備の損傷形態を整理した上で，それぞれの損傷形態
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に応じた点検方法を選定した。また，整理した損傷部位において，特に地震力

による影響を受けやすいと考えられる箇所を「発生の可能性が高いと想定され

るもの」とし，重点的に点検すべき箇所として明確にした。（添付資料 1 参照） 

なお，具体的な設備の点検については，地震による設備への影響を整理した

機種ごとの点検方法を参考に，要領書等を定めて実施している。 

 

（1） 動的機器 

動的機器は，立形ポンプ，ファン等の機器がこれに該当し，回転機能および水

力性能等が要求されている。 

地震力によるこれら機能の喪失要因としては，各部材の損傷，変形が想定され

る。これらの損傷の検出には，外観による目視点検や作動試験が有効と考えられ

る。 

 

 基本点検：目視点検，作動試験，漏えい試験 等 

 追加点検：分解点検 等 

 

なお，作動試験等の評価にあたっては，定期事業者検査等における作動試験の

判定基準を用いて，評価を実施することを基本とするが，診断技術の活用※2，過

去の作動試験時の記録（地震前データ）との比較も可能な範囲で実施することに

より，地震による影響の有無を確認するとともに，機器の健全性を確認する。 

 
※2：診断技術の活用にあたっては，「原子力発電所の設備診断に関する技術指針－回転機

械振動診断技術」(JEAG4221-2007)を参考に振動診断（振動速度値の管理と異常な振

動周波数の有無）を実施し，設備の状態を評価する。 

 
（2） 静的機器 

静的機器には，配管，熱交換器等の機器がこれに該当し，内部に流体を保持す

る機器に対しては耐圧，強度等が要求されている。また，制御盤，電源盤，計器

等の電気・計装設備に対しては電路の健全性等が要求されている。 

地震力によるこれら機能の喪失要因としては，各部材の変形，割れ等の損傷が

想定される。これらの損傷の検出には，外観による目視点検や漏えい試験等が有
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効と考えられる。 

 

 基本点検：目視点検※3，漏えい試験，機能確認 等 

 追加点検：非破壊試験，分解点検 等 

 
※3：目視点検が困難な箇所については，漏えい試験，機能試験において健全性を確認す

るか，代替試験等を実施することで健全性を確認する。 

添付資料 5 に目視点検困難で代替試験を実施した箇所を示す。 

  
 

（3） 支持構造物等 

各機器の支持構造物は，地震力による影響が特に大きいと考えられることから，

機器本体とは別に損傷形態および点検方法について検討を行った。 

耐震上考慮している支持構造物は，主に機器基礎部，支持脚，静的レストレイ

ント，動的レストレイント等から構成され，これらには，機器の支持機能が要求

されている。 

地震力によるこれら機能の喪失要因としては，支持構造物本体の変形やコンク

リート定着部の損傷（基礎ボルトの損傷，コンクリートの割れ）等が想定され，

これらの検出には，変形や移動痕に対する目視点検等が有効と考えられる。 

 

 基本点検：目視点検※3，打診試験 

 追加点検：非破壊試験，低速走行試験 等 

 

※3：目視点検が困難な箇所については，漏えい試験，機能試験において健全性を確認す

るか，代替試験等を実施することで健全性を確認する。 

添付資料 5 に目視点検困難で代替試験を実施した箇所を示す。 

 

機種ごとの具体的な点検方法については添付資料 1 に示す。 

 

- 4-4 - 



 

4.3 予め計画する追加点検 

基本点検にて異常が確認された場合には追加点検を実施するが，これ以外にも

知見拡充の目的およびプラント停止中は基本点検の実施が困難な設備について

以下のとおり予め追加点検を計画し実施した。 

【Ⅰ】基本点検と地震応答解析による評価により，十分に健全性の確認が可能で

あるものと考えられるが，機能上影響のない微細なきず等についても把握し，

設備健全性の確保および知見拡充を行う目的で，予め計画する追加点検（以

下「知見拡充のために実施する追加点検」という）を実施した。 

 一般的に地震力による影響が大きいと考えられる部位 

（配管，基礎部，支持構造物等を選定） 

 地震による相対変位の影響が大きいと考えられる部位 

  （ノズル，建屋間貫通部等） 

 構造が複雑でかつ性能に対する地震力の影響が懸念される動的機器 

 

【Ⅱ】プラント停止中は基本点検の実施が困難な設備について，予め計画する追

加点検（分解点検）を実施し，プラント停止中において，健全性を事前に確

認した（以下「基本点検を代替する追加点検」という）。 

 駆動源が蒸気である等の理由により，プラント停止中に作動試験の実施

が困難な設備（ポンプ駆動用蒸気タービン等） 

 内包する流体が蒸気である等の理由により，プラント停止中に運転圧に

よる漏えい確認ができない設備（主蒸気系配管，復水器等） 

  

具体的な点検範囲とその理由については，「表-4.3.1 予め計画する追加点検範囲

と実施理由」に，また具体的な対象設備については，「表-4.3.2 予め計画する追加

点検対象機器一覧表」に記載する。 
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表-4.3.1 予め計画する追加点検範囲と実施理由 

種 別 追加点検理由 予め計画する 
追加点検範囲 

【Ⅰ】基本点検での確認が困難な，機能上影響の

ない微細なきずおよび変形の有無を確認すること

により，地震による影響をより精緻に確認し知見

を拡充するため 

機種および建屋ごとに代表 1 機器 動的機器 

【Ⅱ】基本点検の実施が困難な機器に関して，健

全性を事前に確認するため 
駆動源が蒸気である等の理由によ

り，作動試験が実施出来ない機器 
【Ⅰ】地震応答解析の結果，評価基準値※4 を下回

る箇所に対しても異常が発生していないことを確

認するため 

地震応答解析の結果，他の箇所に比

べて地震の影響が比較的大きい箇所

【Ⅰ】地震によって相対変位が生じる可能性が高

いと考えられる建屋間貫通部近傍において，配管

に異常が発生していないことを確認するため 

建屋間貫通部に施設される箇所 

配管 

【Ⅱ】基本点検の実施が困難な機器に関する健全

性を事前に確認するため 
内包する流体が蒸気である等の理由

により，現時点で運転圧による漏え

い確認ができない箇所 
復水器等 【Ⅱ】基本点検の実施が困難な機器に関する健全

性を事前に確認するため 
内包する流体が蒸気である等の理由

により，現時点で運転圧による漏え

い確認ができない箇所 
原子炉 

圧力容器 
【Ⅰ】地震によって相対変位が生じる可能性が高

いと考えられる箇所（ノズル部）における異常が

発生していないことを確認するため 

ノズルセーフエンド 

基礎部 【Ⅰ】地震力が直接伝搬される部分であり，基礎

ボルトにおいて，塑性変形による伸びやせん断応

力による緩み等の異常が発生していないことを確

認するため 

機種ごとに代表 1 機器および原子炉

建屋フロアごとに代表１機器 

【Ⅰ】一般的に地震による影響が大きいと考えら

れる支持構造物に異常が発生していないことを確

認するため（配管系点検箇所と同様箇所） 

建屋間貫通部に施設される配管近傍

のサポート等 
支持構造物等 

【Ⅱ】基本点検の実施が困難な機器に関して，健

全性を事前に確認するため 
メカニカルスナバ 
 

※4：構造強度評価の評価基準値は，「原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG4601-補・1984，

JEAG4601-1987，JEAG4601-1991 追補版」に規定される許容応力状態ⅢAS における許容応

力を基本とした。 

 



表-4.3.2 予め計画する追加点検対象機器一覧表（1/2） 

種 別 点検方法 実施範囲 

分解点検 ・ 原子炉補機冷却海水系ポンプ 【Ⅰ】機種および建屋

ごとに代表1機器を選

出 

・ ほう酸水注入系ポンプ 

・ 燃料プール浄化系ポンプ 

・ 非常用ガス処理系排風機 

・ 主蒸気逃し安全弁 

・ 非常用ディーゼル機関 

合計 55 機器

動的 

機器 

 

 

分解点検 ・ 原子炉隔離時冷却系ポンプ背圧

式蒸気タービン 

【Ⅱ】駆動源が蒸気で

ある等の理由により，

作動試験が実施でき

ない機器 

・ 原子炉給水系ポンプ駆動用蒸気

タービン           

合計 13 機器 

68 機器

詳細目視点検 ・ 不活性ガス系 【Ⅰ】地震応答解析の

結果，他の箇所に比べ

て地震の影響が比較

的大きい箇所 

 

（解析範囲で 3 カ所） 

浸透探傷試験 

（解析範囲で 1 カ所） 

超音波探傷試験※5 

（解析範囲で 1 カ所） 

硬さ試験※5 

（解析範囲で 1 カ所）  

 

・ ほう酸水注入系 

・ 原子炉冷却材浄化系  

・ 非常用ガス処理系 

・ 高圧炉心注水系 

・ 残留熱除去系 

等 As，A クラス配管

 合計 12 系統
（※5は代表を選定して実施）

配管 

・ 主蒸気系 詳細目視点検 【Ⅰ】建屋間貫通部に

施設される箇所 ・ 復水給水系 浸透探傷試験 

・ 原子炉補機冷却系   

・ 制御用空気圧縮系  

・ 高電導度廃液系 等  

合計 563 箇所

・ 主蒸気系 詳細目視点検 【Ⅱ】内包する流体が

蒸気である等の理由

により，現時点で運転

圧による漏えい確認

ができない箇所 

・ 原子炉隔離時冷却系  

・ 抽気系  

・ 補助蒸気系  等  

      合計 8 系統 

 

分解点検 ・ 復水器 復水器等 【Ⅰ】内包する流体が

蒸気である等の理由

により，現時点で運転

圧による漏えい確認

ができない箇所 

・ 湿分分離加熱器 

・ 第１～第６給水加熱器 

・ グランド蒸気復水器 等 

         合計 40 箇所
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表-4.3.2 予め計画する追加点検対象機器一覧表（2/2） 

種 別 点検方法 実施範囲 

浸透探傷試験※6 ・ 原子炉停止時冷却材出口ノズルセ

-フエンド（Ｎ８）等 

原子炉 【Ⅰ】地震によって相

対変位が生じる可能

性が高いと考えられ

る箇所（ノズルセーフ

エンド） 

超音波探傷試験※5 圧力容器 

10 箇所 
（※6は可能な範囲で実施） 
（※5は解析結果を踏まえて

代表を選定して実施）

基礎部 ・ 原子炉圧力容器（12 本/120 本） 詳細目視点検 【Ⅰ】機種ごとに代表

1 機器および原子炉建

屋フロアごとに代表 1

機器 

・ ほう酸水注入系貯蔵タンク 基礎ボルトの締付トルク

確認 （2 本/20 本） 

・ 主蒸気逃し安全弁逃し弁自動減圧

機能付アキュムレータ 

（全数の 10%） 

超音波探傷試験  

 ・ 燃料プール冷却浄化系ポンプ （全数の 10%） 

（2 本/14 本）  

 ・ 非常用ディーゼル発電機（2 本/10

本） 

・ 残留熱除去系熱交換器（2 本/12

本）    等 

代表機器基礎ボルトの約 10%

浸透探傷試験 【Ⅰ】建屋間貫通部に

施設される配管近傍

のサポート等 

（配管に準ずる箇所） 

 

・ 主蒸気系 

・ 純水補給水系 

・ 不活性ガス系 

・ 制御棒駆動水系 等  

51 箇所

支持構造物等 

低速走行試験 ・ メカニカルスナバ 【Ⅱ】地震応答解析の

結果，他の箇所に比べ

て地震の影響が比較

的大きい箇所 

  

 

41 台
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4.4 各機種の設備点検結果 

各機種の設備点検結果について，設備点検で異常が確認されたものを中心に，

以下にその考察を行う。 

なお，機器ごとの点検結果の詳細を添付資料 2 に示し，予め計画する追加点

検の結果については添付資料 3に示した。また， 7) 冷凍機，10) ダンパ，39) 空

調ダクトについては，６号機点検・評価計画書の対象設備に含まれないため，本

報告書の対象外とした。 

また，支持構造物等の 45)基礎ボルトならびに 46)支持構造物についての点検

については，各機種毎の点検方法（添付資料１）と点検結果（添付資料２）にお

いては，設備分類の区別で示す。また，地震影響については機器単位でまとめて

いることから，総合評価（添付資料４）ならびに設備点検により異常が確認され

た設備一覧表（表 4.4.2）と設備点検で異常が確認された設備に関する総合評価

一覧（表 6.2.1）では，支持する設備（横型ポンプ，配管等）で評価を行う。 

 

4.4.1 設備点検の進捗状況  

設備点検の進捗状況は，基本点検については全体の 90%（このうち原子炉安

全上重要な機器については 86%）完了している（表-4.4.1 参照）。基本点検・追

加点検が未完了の設備のうち系統機能試験に係わる設備については，系統機能

試験前に必要な基本点検・追加点検及びその評価を実施し，設備の健全性を確

認する。 

なお，現時点（12 月 2 日現在）で点検が完了していない設備は，以下の(1)，

(2)，(3)の点検項目等に該当する設備である。 

 

（1） 燃料が炉内に装荷された状態で実施する作動，漏えい試験等（約 110 機器） 

 原子炉圧力容器漏えい試験（運転圧）に関わる配管，弁等の設備 

 核計装系・制御棒駆動系の設備 

（2） 主タービン復旧後でなければ実施できない作動，漏えい試験等（約 60 機器） 

 給復水系のポンプ・配管・弁等の設備     

（3） 予め計画する追加点検の一部（約 20 機器） 

 主蒸気系，給水系，抽気系等の配管設備 



 原子炉圧力容器ノズルセーフエンドの一部 

 配管支持構造物（メカニカルスナバ）の一部 
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表-4.4.1 設備点検の進捗状況  （下段は原子炉安全上重要な機器の状況） 

項 目 進捗状況 備 考 

1380／1540 機器 約
基本点検の進捗  540／ 620 機器 約

1540／1540 機器 
620／ 620 機器 

約
目視点検※7 完了 

約

1070／1150機器 約
作動試験・機能試験※8 

約 410／ 430 機器   

580／  720 機器 約
漏えい確認  270／  350 機器 約

追加点検 約 160／ 190 機器  

基本点検において異常 約 20／20 機器 
完了 

が確認された設備         約 10／10 機器 

原子炉隔離時冷却
系配管の支持構造
物（メカニカルス
ナッバ） 

地震応答解析の結果，比較的裕
度が少ないと判断された設備 １／１機器 約  

約 150／170 機器 
予め計画する追加点検  

約  70／70 機器    
 

※7：目視点検が困難な箇所については，漏えい試験，機能試験において健全性を確認す

るか，代替試験等を実施することで健全性を確認した。 

添付資料 5 に目視点検困難で代替試験を実施した箇所を示す。 

※8：ポンプ，ファン等の回転機器については，作動試験時の振動データ（ポンプ，ファ

ンの軸受等の温度がほぼ安定した状態で採取した振動値）の状態変化を確実に検

出するため，地震前直近 5 回程度の測定値の履歴を確認し，バラツキを考慮しつ

つ異常の有無の確認を行った結果，異常は見られていない。（添付資料 2） 

また，プラント起動時に定例試験を実施している弁に関しては，地震前に実施

した定例試験の作動時間との比較を行い，大きい変化がないことを確認している。 
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設備点検の結果 

これまでの設備点検（基本点検および追加点検）の結果から，「異常あり（不

適合）」と判定された事象について整理した。（表-4.4.2 参照） 

点検対象設備のうち，「異常あり（不適合）」と判定された機器は 83 機器であ

るが，このうち，原子炉安全上重要な機器については，構造強度や機能を阻害す

るような重要な損傷は確認されていない。ここでは，主な点検結果について記載

するが，これらの事象に対する地震による影響の有無，原因分析等の検討は，「6.

総合評価」において実施する。 

 

（4） 動的機器の追加点検 

① 機種および建屋ごとに代表機器を選定し実施した分解点検 

機能上影響のない微細な傷等の有無を確認するため，念のためポンプ， 

弁，ファン等の分解点検を実施した結果，原子炉冷却材再循環ポンプＭＧセ

ット用電動機，発電機において発電機軸受のオイルリングにねじれ量の許容

値逸脱等※9 軽微な損傷は確認されたが，他の代表機器の固定子，回転子，羽

根車，軸および軸受等の内部部位に地震影響による損傷は確認されなかった。 

② 駆動源が蒸気である等の理由で作動試験が実施できない機器の分解点検 

作動試験が実施できない機器（主タービン等）については分解点検を実施

した。主タービンの翼（動翼と静翼），車軸に接触痕・傷等，発電機の軸受

けメタルに欠陥等，地震の影響と思われる損傷等※9 を確認している。 

※9：詳細については，表-4.4.2 参照のこと。また，主タービンについては添付資料

6-2-1 参照のこと。 

 

（5） 配管の追加点検 

① 他の箇所に比べて地震の影響が比較的大きい箇所（地震応答解析の結果） 

詳細な目視点検（維持規格 VT-1※10 相当），外表面の浸透探傷試験および

硬さ試験による塑性ひずみ測定を実施している。現在のところ異常は確認さ

れていない。引き続き点検を実施する。硬さ試験による塑性ひずみ測定につ

いては，点検評価方法ならびにこれまでの詳細結果を添付資料１２に示す。 

※10：維持規格 VT-1：機器表面の磨耗，き裂，腐食，浸食等の強度に影響を与える

- 4-12 - 



異常を検出するために行う試験。（眼から被験面までの距離は 600ｍｍ以下） 

発電用原子力設備規格 維持規格 2004 年版より抜粋 

 

② 建屋間貫通部に施設される箇所 

異なる建屋間を貫通する配管について，貫通部からそれぞれ第一支持構造

物までの範囲の配管および支持構造物すべてに対し，保温材を取外した状態

での目視点検（維持規格 VT-3※11相当），溶接箇所における外表面の浸透探傷

試験を実施した結果，異常は認められなかった。 

※11：維持規格 VT-3：機器の変形，心合せ不良，傾き，隙間の異常，ボルト締付部

の緩み，部品の破損，脱落および機器表面における異常の検出するために行

う試験。（眼から被験面までの距離は 1200ｍｍ以内）（直接目視試験の場合） 

発電用原子力設備規格 維持規格 2004 年版より抜粋 

 

③ 内包する流体が蒸気である等の理由により，現時点で運転圧による漏えい

確認が出来ない箇所 

保温材を取外した状態での目視点検（維持規格 VT-3 相当）を実施してい

る。現在のところ異常は確認されていない。引き続き点検を実施する。 

 

（6） 復水器等の追加点検 

非破壊試験を実施した結果，復水器(c)内混合ドレン配管のサポート溶接部近

傍に運転中の疲労によると考えられる損傷※12 を確認した。 

なお，復水器では基本点検において，地震影響によると思われる整流板の浮

き上がり※12 が確認されている。 

  ※12：詳細については，表-4.4.2 参照のこと 

 

（7） 原子炉圧力容器の追加点検 

相対変位が生じる可能性が高いと考えられるノズルセーフエンド９箇所に

ついて，詳細な目視点検（維持規格 VT-1 相当）および外表面の浸透探傷試験

を実施し，異常のないことを確認した。 

今後，原子炉停止時冷却材出口ノズルセーフエンド（Ｎ１０Ａ）について，

点検を実施する。 
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（8） 基礎部の追加点検 

全ての基礎部について基本点検である目視点検・打診試験を実施した結果，

基礎・グラウト部に微細なひびは確認されたものの，その他の異常は確認され

なかった。（「4.4 各機種の設備点検結果」参照） 

知見拡充のために実施する追加点検として，原子炉建屋の各階ごとおよび機

種ごとに代表設備を選定し，基礎ボルトの締付トルク確認（以下「トルク確認」

という）および超音波探傷試験（設備に応じて，トルク確認のみ実施）を実施

した。追加点検においても異常は確認されなかった。 

 

 

（9） 支持構造物等の追加点検 

① 建屋間貫通部に施設される配管近傍のサポート等 

建屋間貫通部近傍第一支持構造物までの範囲内で，配管とラグの溶接部お

よび支持構造物鋼材と金物溶接部に対し浸透探傷試験を実施した。その結果，

き裂等の異常は確認されなかった。 

  

② メカニカルスナバ 

設計時の評価で比較的裕度の小さいメカニカルスナバについて，定格荷重

ごとに代表を選定し低速走行試験を実施している。また，地震応答解析の結

果，比較的裕度が小さいメカニカルスナバについても，低速走行試験をあわ

せて実施している。 

これまでに内部ボールネジの固着したメカニカルスナバが３台確認され

た。分解点検の結果からこれらは地震の影響ではないと評価した。 添付資

料 6-1-2 参照）引き続き点検

（

を実施する。 

 

 

 

4.4.2 回転機器の振動診断評価について 

地震後の振動診断において，地震影響と見られる異常兆候も含めて，現状，異

常は確認されていない。また，地震前の測定結果と比較した結果，有意な変化は
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確認されなかった。さらに，定期的に振動測定を実施している結果からも，本地

震後において振動値が上昇傾向を示す等の異常兆候も確認されていない。 
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表-4.4.2 設備点検により異常が確認された設備一覧表（1/13）

基本点検 基本点検結果 考察
追加点検

要否
追加点検 追加点検結果

1
高電導度廃液系
収集ポンプ

K13-C001A 否 - -

2
高電導度廃液系
蒸留水ポンプ

K13-C002 否 - -

3 K13-C003A 否 - -

4 K13-C003B 否 - -

5
原子炉冷却材再
循環ポンプＭＧ
セット（Ａ）

C81-C002A
目視点検
作動試験
漏えい確認

目視：永久磁石発電機（C81-C008A）出力
ケ-ブル用フレキシブルチュ-ブの被覆に亀
裂を発見した。
作動：未実施
漏えい：未実施

永久磁石発電機出力ケ-ブル用フレキシブ
ルチュ-ブの被覆亀裂箇所は，本格点検時
に養生が繰り返される部分であり，原因が
経年劣化と判断できることから，追加点検
は不要である。なお，予め計画する追加点
検として分解点検を実施した。

-
分解点検
（予め計画する
追加点検）

・分解点検において，発電機用軸
受オイルリングのねじれ量が許
容値を逸脱していた。
許容値が0.3mmに対し，発電機
（電動機側，機内側）：0.50mm，
発電機（励磁機側，機内側）：
0.65mm，発電機（励磁機側，機
外側）：0.55mm
・ロ-タ-バ-緩み検査において電
動機の１９本（全１０４本）の緩み
を確認した。またその内の１本は
緩みが大きな状態であった。

6
原子炉冷却材再
循環ポンプＭＧ
セット（B）

C81-C002B
目視点検
作動試験
漏えい確認

目視：電動機反フライホイ-ル側軸受の排油
配管サポ-トに軽微な変形が確認された。
作動：未実施
漏えい：未実施

サポ-ト取付部，配管および他の同様のｻﾎﾟ
-ﾄに変形等の異常は確認されないことか
ら，変形はメンテナンス上の締め過ぎによ
るものと推定されることから追加点検は不
要と判断した。

否 - -

7 補助ボイラ
補助ボイラに付属
する給水設備

給水ポンプ電動
機

P62-C001D ノンクラス Ｃ 目視点検

目視：電動機ファン側下部の床面に微量の
油溜まりを確認した。
作動：異常なし
漏えい：異常なし

電動機本体の目視点検の結果，油のにじ
み等は確認されなかった。作動試験を実施
した結果，電動機に異常は確認されなかっ
た。以上から，追加点検は不要と判断した。

否 - -

電動機

クラス３

廃棄物処理設備

計測制御系統設
備

液体廃棄物処理
系
高電導度廃液系

原子炉冷却材再
循環ポンプ電源
装置

高電導度廃液系
サンプルポンプ

横形ポンプ

追加点検

Ｎｏ
安全

重要度
機器名称設備区分（２）

設備区分
（１）

機器番号 種類分類
耐震

重要度

基本点検

漏えいは微量であり，地震発生時のみに地
震力がシャフトやシ-ル面に加わったことに
よる一時的な漏えいの跡であり，外観点検
及び機能確認（運転状態）では異常なく，同
様の不適合は発生していないことから構造
強度・機能維持に影響はないと判断した。
従って追加点検は不要とした。

目視：地震後のパトロ-ルにおいて軸封部に
微量の漏えい跡が確認された。
機能：異常なし
漏えい：異常なし

Ｂ
目視点検
機能確認
漏えい確認

Ｃ

クラス３
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表-4.4.2 設備点検により異常が確認された設備一覧表（2/13）

基本点検 基本点検結果 考察
追加点検

要否
追加点検 追加点検結果

追加点検

Ｎｏ
安全

重要度
機器名称設備区分（２）

設備区分
（１）

機器番号 種類分類
耐震

重要度

基本点検

8 N22-C002A
目視：地震後のパトロ-ルにおいて基礎部
(グラウト部)にひび割れを確認した。
打診：異常なし

電動機本体脚部据付用基礎架台間の空間
モルタル部に微小ひびを確認したが，グラ
ウト部であり構造強度に影響を及ぼさない
部材（設計上はグラウトは考慮していない）
であって，剥落に至るようなひびの形状で
はない。現状の目視点検や打診試験の結
果によって，地震による影響評価が可能で
あるため，追加点検不要とした。

否 - -

9 N22-C002B
目視：地震後のパトロ-ルにおいて基礎部
(グラウト部)にひび割れを確認した。
打診：異常なし

電動機本体脚部据付用基礎架台間の空間
モルタル部に微小ひびを確認したが，グラ
ウト部であり構造強度に影響を及ぼさない
部材（設計上はグラウトは考慮していない）
であって，剥落に至るようなひびの形状で
はない。現状の目視点検や打診試験の結
果によって，地震による影響評価が可能で
あるため，追加点検不要とした。

否 - -

10 N22-C002C
目視：地震後のパトロ-ルにおいて基礎部
(グラウト部)にひび割れを確認した。
打診：異常なし

電動機本体脚部据付用基礎架台間の空間
モルタル部に微小ひびを確認したが，グラ
ウト部であり構造強度に影響を及ぼさない
部材（設計上はグラウトは考慮していない）
であって，剥落に至るようなひびの形状で
はない。現状の目視点検や打診試験の結
果によって，地震による影響評価が可能で
あるため，追加点検不要とした。

否 - -

11 U41-C101A

12 U41-C101B

13 U41-C101C

14 U41-C101D

15 U41-C702A

16 U41-C702B

17 U41-C901A

18 U41-C901B

低圧ドレンポンプ

廃棄物処理建屋
送風機

クラス３

放射線管理設備

原子炉冷却系統
設備

低圧ドレンポン
プ

サ-ビス建屋ホッ
トラボ送風機

換気空調系

原子炉区域・タ-
ビン区域送風機

目視点検
作動試験
漏えい確認

Ｃ

Ｂ

クラス３

電動機
（基礎ボルト）

ファン
（基礎ボルト）

目視確認
超音波探傷検査

基礎ボルトの目視確認，超音波
探傷検査を実施し，異常のない
ことを確認した。

目視点検の結果，微細なひび割れを確認し
た。ひび割れによる損傷の程度を確認する
ため，念のため基礎ボルトについては超音
波探傷検査等の追加点検を実施した。

否 - -

基礎ボルトの目視確認，超音波
探傷検査を実施し，異常のない
ことを確認した。

目視確認
超音波探傷検査

目視点検
打診点検

目視点検の結果，微細なひび割れを確認し
た。ひび割れによる損傷の程度を確認する
ため，念のため基礎ボルトについては超音
波探傷検査等の追加点検を実施した。

地震後のパトロ-ルにより基礎部（グラウト
部）にひび割れを確認した。ひび割れの状
況は微細であり，剥離，剥落に至るようなひ
びの形状ではないため，追加点検は不要と
した。

目視：基礎部（グラウト部）に軽微なひび割
れを確認した。
作動：異常なし
漏えい：異常なし

目視：地震後のパトロ-ルにおいて基礎・グ
ラウト部にひび割れを確認した。
機能確認：異常なし
漏えい確認：異常なし

要

要
目視点検
機能確認
漏えい確認

目視：地震後のパトロ-ルにおいて基礎・グ
ラウト部にひび割れを確認した。
機能確認：異常なし
漏えい確認：異常なし

目視点検
機能確認
漏えい確認
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表-4.4.2 設備点検により異常が確認された設備一覧表（3/13）

基本点検 基本点検結果 考察
追加点検

要否
追加点検 追加点検結果

追加点検

Ｎｏ
安全

重要度
機器名称設備区分（２）

設備区分
（１）

機器番号 種類分類
耐震

重要度

基本点検

19 原子炉格納施設 不活性ガス系 主要弁 T31-F001 クラス１ Ａｓ
目視点検
作動試験

目視：異常なし
漏えい：未実施
作動試験：駆動部上部パッキン箱よりエアリ
-クを確認した。

原因究明のため分解点検が必要と判断し，
追加点検として，駆動部上部パッキン箱の
分解点検を実施した。

要 分解点検

駆動部上部パッキン箱の分解点
検を実施した結果，ロッドパッキ
ン溝部にグリスの混入を確認し
た。他に異常は認められなかっ
た。

20
原子炉冷却系統
設備

原子炉隔離時冷
却系

主要弁 E51-F039 クラス１ Ａｓ
目視点検
作動試験
漏えい確認

目視：異常なし
作動：異常なし
漏えい：弁間漏えい試験において許容値を
超えるシ-ト漏えいが確認された。

原因究明のため分解点検が必要と判断し，
追加点検（分解点検）を実施した。

要 分解点検

・目視によりシ-ト面にスラッジの
付着等が確認された。
・弁体弁座について，変形や損傷
等の異常のないことを確認した。

21 蒸気タ-ビン設備 減圧装置
グランド蒸気減
圧弁

N33-F002 クラス3 Ｂ
目視点検
作動試験
漏えい確認

目視：異常なし
作動：弁駆動部より異音がするのを確認し
た。
漏えい：未実施

原因究明のため分解点検が必要と判断し，
弁本体及び駆動部の追加点検（分解点検）
を実施した。

要 分解点検
駆動部，弁各部において，変形
や損傷等異常は確認されなかっ
た。

22 補助ボイラ 減圧装置
所内温水系バッ
クアップ熱交換
器入口減圧弁

P61-F202 クラス3 C
目視点検
作動試験
漏えい確認

目視：異常なし
漏えい：グランド部より微量な熱水の漏えい
を確認した。
作動：異常なし

グランドパッキンの異常である可能性が高
いことから，追加点検（分解点検）を実施し
た。

要 分解点検

・分解点検を実施した結果，グラ
ンドパッキンの経年劣化が確認さ
れた。
・その他グランド部漏えいに関係
する異常は認められなかった。

23 K11-F003

24 K11-F004

廃棄設備 主要弁
液体廃棄物処理
系

弁

分解点検要

・目視によりシ-ト面にスラッジの
付着等が確認された。
・弁体弁座について，変形や損傷
等の異常のないことを確認した。

原因究明のため分解点検が必要と判断し，
追加点検（分解点検）を実施した。

目視点検
作動試験
漏えい確認

クラス１ Ａｓ

目視：異常なし
作動：異常なし
漏えい：弁間漏えい試験において許容値を
超えるシ-ト漏えいが確認された。
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表-4.4.2 設備点検により異常が確認された設備一覧表（4/13）

基本点検 基本点検結果 考察
追加点検

要否
追加点検 追加点検結果

追加点検

Ｎｏ
安全

重要度
機器名称設備区分（２）

設備区分
（１）

機器番号 種類分類
耐震

重要度

基本点検

目視：当直員の日常パトロ-ルにおいて燃
料噴射ポンプの入口配管フランジより燃料
油のにじみを確認した。
機能確認：異常なし
漏えい確認：異常なし

漏えい箇所のパッキンに割れが認められ
た。当該部位は未だ点検時期に達していな
いため建設時に取付けたパッキンが使用さ
れている箇所であったことから，原因は建
設時の施工不良と推定し追加点検は不要
と判断した。

否 - -

目視：地震後のパトロ-ルにおいて基礎・グ
ラウト部にひび割れを確認した。
機能確認：異常なし
漏えい確認：異常なし

基礎コンクリ-ト部の点検結果から，構造ワ
-キングにて評価されている１ｍｍの開口幅
を持つひび割れは確認されていない。ま
た，基礎ボルトから発生するコ-ン状破壊が
想定される箇所にひび割れは確認されな
かった。
現状の目視点検の結果によって地震による
影響評価が可能であるため追加点検は不
要とした。

否 - -

目視：地震後のパトロ-ルにおいて発電機ブ
ラシカバ-用ホルダ-のバックルに変形を確
認した。
作動：異常なし
漏えい：異常なし

開閉の繰り返しが原因のバックルの変形で
あるため，追加点検は不要とした。

否 - -

目視：地震後のパトロ-ルにおいて基礎・グ
ラウト部にひび割れを確認した。
機能確認：異常なし
漏えい確認：異常なし

基礎コンクリ-ト部の点検結果から，構造ワ
-キングにて評価されている１ｍｍの開口幅
を持つひび割れは確認されていない。ま
た，基礎ボルトから発生するコ-ン状破壊が
想定される箇所にひび割れは確認されな
かった。
現状の目視点検の結果によって地震による
影響評価が可能であるため追加点検は不
要とした。

否 - -

目視：非常用ディ-ゼル発電機(C)発電機軸
受けの排油側配管にあるフランジ部から，
油の滲みを発見した。
作動：異常なし
漏えい：異常なし

原因究明のため分解点検が必要と判断し，
追加点検（分解点検）を実施した。

要 分解点検
当該フランジ部を分解した結果，
取付不良によるOリングの損傷
が確認された。

目視：地震後のパトロ-ルにおいて基礎・グ
ラウト部にひび割れを確認した。
機能確認：異常なし
漏えい確認：異常なし

基礎コンクリ-ト部の点検結果から，構造ワ
-キングにて評価されている１ｍｍの開口幅
を持つひび割れは確認されていない。ま
た，基礎ボルトから発生するコ-ン状破壊が
想定される箇所にひび割れは確認されな
かった。
現状の目視点検の結果によって地震による
影響評価が可能であるため追加点検は不
要とした。

否 - -

25

クラス１ Ａｓ
非常用ディ-ゼル
発電機
（基礎ﾎﾞﾙﾄ含）

目視点検
作動確認
漏えい確認

26 R43-C001B

27 R43-C001C

ディ-ゼル機関
ディ-ゼル発電
機

非常用予備発電
装置

非常用ディ-ゼル
発電設備

R43-C001A
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表-4.4.2 設備点検により異常が確認された設備一覧表（5/13）

基本点検 基本点検結果 考察
追加点検

要否
追加点検 追加点検結果

追加点検

Ｎｏ
安全

重要度
機器名称設備区分（２）

設備区分
（１）

機器番号 種類分類
耐震

重要度

基本点検

28 R43-A004A-1

目視：異常なし
漏えい確認：当直員の日常パトロ-ルにより
当該タンクの圧力降下が他のタンクに比べ
て早いことを確認した。漏えい箇所を調査し
た結果，始動弁フランジ部より微少な漏え
いを確認した。

始動弁フランジ部より微少な漏えいを確認
した。原因はパッキンの経年劣化と推定さ
れた。

従って，追加点検は不要とした。

否 - -

29 R43-A004B-1

目視：異常なし
漏えい確認：当直員の日常パトロ-ルにおい
て当該タンクの圧力降下が他のタンクに比
べて早いことを確認した。漏えい確認の結
果，空気圧縮機出口のフランジより漏えい
を確認した。

空気圧縮機出口のフランジからの漏えいを
確認した。原因はパッキンの経年劣化と推
定された。

従って，追加点検は不要とした。

否 - -

30
C12-D005
(26-43)

31
C12-D005
(38-43)

32 制御材駆動装置
C12-D005
(18-19)

目視点検
作動試験
漏えい確認

目視：異常なし
作動：１体　（ロケ-ション№ 18-19）において
アンカップリング事象が確認された。
漏えい：未実施

原因究明のため分解点検が必要と判断し，
追加点検（分解点検）を実施した。

要 分解点検
中空ピストンカップリング部の点
検を行い，損傷・異常は確認され
なかった。

33 制御棒駆動系
水圧制御ユニッ
ト（スクラム弁）

C12-D004-
126

目視点検
作動試験
漏えい確認

目視：異常なし
作動：異常なし
漏えい：スクラム弁（ロケ-ション№ ：06-
31/22-31)のリ-クテストにてシ-ト漏えいが
確認された。

スクラム弁（ロケ-ション№ ：06-31/22-31）
については，原因究明のため，分解点検を
実施した。なお，予め計画する追加点検で
も分解を計画していた。
（予め計画する追加点検として，原子炉建
屋の配置を考慮し，東西各エリア４体ずつ
（合計８体）分解点検を実施。）

要 分解点検

スクラム弁（ロケ-ション№  ：06-
31/22-31)の分解点検を実施した
結果，弁棒シ-ト部に腐食，弁座
シ-ト部に欠損部が確認された。

制御棒駆動機構

非常用予備発電
装置

制御棒駆動機構

分解点検

内部部品である中空ピストン，
バッファ-スリ-ブ，ガイドチュ-ブ，
ボ-ルナットに損傷・変形の無い
ことを確認した。

要

目視点検
漏えい確認

目視点検
作動試験
漏えい確認

目視：異常なし
作動：２体　（ロケ-ション№ 26-43，38-43）
地震直後の燃料移動時に引き抜き不良が
確認された。
漏えい：未実施

作動確認にてスクラムによる高圧水の通水
を行ったところ，スム-ズに引抜完了したた
め，クラッド等の一時的な干渉による動作
不良であると判断したが，原因を特定する
ため，念のため追加点検（分解点検）を実
施した。

クラス１ Ａｓ

非常用ディ-ゼル
発電設備

非常用ディ-ゼル
発電機
（基礎ﾎﾞﾙﾄ含）

クラス１ Ａｓ空気だめ

計測制御系統設
備

制御棒駆動機構
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表-4.4.2 設備点検により異常が確認された設備一覧表（6/13）

基本点検 基本点検結果 考察
追加点検

要否
追加点検 追加点検結果

追加点検

Ｎｏ
安全

重要度
機器名称設備区分（２）

設備区分
（１）

機器番号 種類分類
耐震

重要度

基本点検

目視：地震の荷重を直接受け持つ中間軸
受台基礎部コンクリ-ト（グラウト部）に割れ
が確認された。

基礎部の割れ状況記録をもとに影響評価を
実施した結果，当該部はグラウトの乾燥収
縮によるひび割れ及び剥落であり，地震に
よるものではないことから，追加点検は不
要とした。

否 - -

目視：軸受の油切りにロ-タとの接触による
損傷及び接触の痕等が確認された。

原因究明のため分解点検が必要と判断し，
追加点検（分解点検）を実施した。また，駆
動源が蒸気のため予め計画する追加点検
を実施した。

要

分解点検
非破壊試験
　（予め計画する
追加点検）

・翼（動翼と静翼）及び車軸の接
触の痕・傷を確認した。
・中間軸受台キ-の変形，オイル
シ-ルリングの割れ等を確認し
た。
　（７号機で確認された事象と同
様）

35 N31-C002A

36 N31-C002B

37 N31-C002C

38 電気設備 発電機 主発電機本体 - 発電機 クラス３ Ｃ - -
目視点検は追加点検（分解点検）にて実施
した。

-
分解点検
（予め計画する
追加点検）

※1：軸受メタルに回転子シャフト
との接触キズを確認した。また，
浸透探傷検査にて部分的な欠陥
を確認した。
※2：ブラシホルダ-廻りの構成品
と回転子コレクタ廻りとの接触，
界磁電路接続ボルト緩み・ロッカ
-部のノックピンの変形等が確認
された。
※3：センタ-キ-の変形，アライメ
ントキ-の傷，アライメント調整座
取付ボルトの緩み，ライナ-飛び
出し，発電機据付ボルトワッシャ-
ずれを確認した。

39 燃料取替機 F15-E001 燃料取替機 クラス２ B
目視点検
作動試験

目視：給電レ-ルが変形していることを確認
した。※１
　　　　地震後に「制御系異常」警報が確認
された。※２
作動：異常なし

※１仮置中のウェルシ-ルドプラグが地震に
よって移動し，燃料取替機給電レ-ルに干
渉した事により当該レ-ルが変形したことは
明らかであることから，追加点検は不要とし
た。
※２「制御系異常」警報は，基本点検結果
に異常がなかったことから，地震により燃料
取替機台車が揺れたために発生したものと
推定されたため，追加点検は不要とした。

否 - -

高圧タ-ビン

低圧タ-ビン

蒸気タ-ビン蒸気タ-ビン設備 Ｂクラス3主タ-ビン

・翼（動翼と静翼）及び車軸の接
触の痕・傷を確認した。
・低圧タ-ビン第１４段から第１６
段まで磁粉指示模様を確認し
た。　　　　　　　　（第14段：１３７
枚／９１２枚，第１６段：５枚／７８
０枚）

分解点検
非破壊試験
　（予め計画する
追加点検）

要

原因究明のため分解点検が必要と判断し，
追加点検（分解点検）を実施した。また，駆
動源が蒸気のため予め計画する追加点検
を実施した。

目視：軸受の油切りにロ-タとの接触による
損傷及び接触の痕等が確認された。

目視点検

目視点検

N31-C00134

-4-21-



表-4.4.2 設備点検により異常が確認された設備一覧表（7/13）

基本点検 基本点検結果 考察
追加点検

要否
追加点検 追加点検結果

追加点検

Ｎｏ
安全

重要度
機器名称設備区分（２）

設備区分
（１）

機器番号 種類分類
耐震

重要度

基本点検

40
原子炉建屋クレ
-ン

U31-E001 クレ-ン クラス２ Ｂ
目視点検
作動試験

目視：走行伝動用継手（ﾕﾆﾊﾞ-ｻﾙｼﾞｮｲﾝﾄの
ｸﾛｽﾋﾟﾝ）に破損が確認された。ｶﾞ-ﾀ-側面に
設置の15ｔﾎｲｽﾄﾘﾐｯﾄｽｲｯﾁ用ﾚﾊﾞ-に軽微な
曲がりが確認された。走行用架線（ｸﾚ-ﾝ作
動電源供給用部品）に多少の曲がりが確認
された。
作動：異常なし。

走行伝動用継手（ユニバ-サルジョイント）に
ついては破損の状況把握及び原因究明の
ため追加点検（分解点検）を行なった。
１５ｔホイストリミットスイッチ用レバ-の軽微
な曲がりについてはストライカ-との接触に
よるものであり，レバ-の交換により対応で
きることから追加点検は行わないこととし
た。また走行用架線（クレ-ン作動電源供給
用部品）の曲がりについては機能上問題が
無く，建設当初の据付時からのものと考え
られることから追加点検は不要とした。

要
分解点検
作動試験

・走行伝動用継手（ユニバ-サル
ジョイント）４箇所のうち３箇所（北
側駆動輪側，南側駆動輪側，南
側電動機側）に破損を確認した。
・取外後，グリ-スを除去して確認
した結果，腐食痕，有意な傷，異
物の噛み込み痕は確認されな
かった。

燃料設備 燃料取扱装置
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表-4.4.2 設備点検により異常が確認された設備一覧表（8/13）

基本点検 基本点検結果 考察
追加点検

要否
追加点検 追加点検結果

追加点検

Ｎｏ
安全

重要度
機器名称設備区分（２）

設備区分
（１）

機器番号 種類分類
耐震

重要度

基本点検

41
SNM-MS-
T033-1

42
SNM-MS-
T033-3

43
主配管２
（メカニカルス
ナッバ）

SNM-MS-
T034-1

44
主配管
（レストレント）

RE-MS-T011 目視点検
目視：レストレント（RE-MS-T011）の脚部溶
接部に割れが確認された。

原因究明のため，ひび割れ部に対して，追
加点検として破面観察を実施した。

要 破面観察

破面観察の結果，破面には腐食
性生物が確認されており，疲労
破面の特徴であるストライエ-ショ
ン状模様が確認された。

45
ＳＮＯ-ＨＶ-Ｔ１
０５

46
ＳＮＯ-ＨＶ-Ｔ１
０７

47
ＳＮＯ-ＨＶ-Ｔ１
０９

48
SNO-HV-
T186

否 - -

給水加熱器ドレ
ンベント系の管
（オイルスナッ
バ）

主蒸気系

蒸気タ-ビン設備

主配管１
（メカニカルス
ナッバ）

クラス２

目視点検

配管
（配管支持構造
物）

クラス３

-

目視：給水加熱器ベント系オイルスナッバ
のタ-ンバックルに曲がりが確認された。

目視：異常なし
基本点検では異常が確認されなかった。
なお，予め計画する追加点検（低速走行試
験）を実施した。

-

地震による影響が明確なことから，追加点
検は不要とした。

-否

予め計画する追加点検として，低
速走行試験を実施した結果，メカ
ニカルスナッバ３台にスティック
（固着）が確認された。
工場にて分解点検を実施した結
果，ボ-ルネジの固着が確認され
たが，地震によると考えられる破
損は確認されなかった。

低速走行試験
（予め計画する
追加点検）

分解点検

目視点検

Ｂ

給水加熱器ドレン
ベント系
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表-4.4.2 設備点検により異常が確認された設備一覧表（9/13）

基本点検 基本点検結果 考察
追加点検

要否
追加点検 追加点検結果

追加点検

Ｎｏ
安全

重要度
機器名称設備区分（２）

設備区分
（１）

機器番号 種類分類
耐震

重要度

基本点検

49 補助ボイラ
補助ボイラに付属
する管

主配管 - 配管 クラス3 C
目視点検
漏えい確認

目視：異常なし
漏えい：弁P61-TCV-F207付近の配管より
蒸気の漏えいを確認した。

蒸気漏洩の原因究明のため追加点検とし
て保温材を外し非破壊点検を実施した。 要 非破壊試験

分解点検の結果，P61-F207弁出
口側レデュ-サ溶接部周辺に漏
えい痕，滲みならびに浸透探傷
試験で指示模様が確認された。

50 N61-B001A
各部に損傷等確認されなかっ
た。

51 N61-B001B
各部に損傷等確認されなかっ
た。

52 N61-B001C

非破壊検査にて，復水器（Ｃ）内
混合ドレン配管のサポ-ト溶接部
近傍に損傷を確認した。損傷部
について更に追加点検として破
面観察を行なった結果地震の影
響ではなく疲労による損傷である
ことを確認した。

53 N35-B001Ａ

54 N35-B001Ｂ

55
原子炉冷却系統
設備

給復水系 第１給水加熱器 N21-B001A

復水器，給水加
熱器，湿分分離
加熱器
（基礎ボルト）

クラス３ Ｂ
目視点検
打診点検

目視：地震後のパトロ-ルにおいて第1給水
加熱器（A)基礎・グラウト部にき裂が確認さ
れた。
打診：異常なし

地震後のパトロ-ルにより基礎部（グラウト
部）にひび割れを確認した。ひび割れの状
況は微細であり，剥離，剥落に至るようなひ
びの形状ではないため，追加点検は不要と
した。なお，基礎ボルトについて，予め計画
する追加点検として，トルク確認等実施し
た。

-

目視点検
トルク確認
非破壊検査
（予め計画する
追加点検）

基礎ボルトの目視確認，トルク確
認及び非破壊検査を実施し，異
常のないことを確認した。

復水器 復水器

復水器，給水加
熱器，湿分分離
加熱器

蒸気タ-ビン設備

目視点検
漏えい

クラス３ Ｂ

分解点検
非破壊試験
　（予め計画する
追加点検）

基本点検では異常はないが，蒸気が発生し
なければ漏えい確認ができないことから追
加点検として非破壊試験，分解点検を実施
した。

基本点検にて確認された水室フランジ部の
漏えい痕，海側水室フランジ蓋パッキンの
はみ出し・千切れ，水室フランジ部ボルト・
ナットのズレが確認されたが，ズレにさびが
確認される等，経年劣化によるものと判断
できることから追加点検は不要と判断した。
また，整流板の浮き上がり及び変形につい
ては，地震の揺れにより整流板と下部ﾎﾙ
ﾀﾞｰが接触し発生した事象と推定される為
追加点検は不要と判断した。
ただし，内部流体が蒸気のため，予め計画
する追加点検として非破壊検査等実施し
た。

分解点検
非破壊検査
（予め計画する
追加点検）

浸透探傷試験の結果，溶接部に
指示模様が確認された。

-

-

異常なし目視点検

目視：水室フランジ部に漏えい痕，海側水
室フランジ蓋パッキンにはみ出し・千切れ及
び，水室フランジ部ボルト・ナットのズレ跡を
確認した。また，伸縮継手コ-ナ-部の整流
板に浮き上り及び変形を確認した。
漏えい：未実施

蒸気タ-ビンに附
属する熱交換器

湿分分離加熱器
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表-4.4.2 設備点検により異常が確認された設備一覧表（10/13）

基本点検 基本点検結果 考察
追加点検

要否
追加点検 追加点検結果

追加点検

Ｎｏ
安全

重要度
機器名称設備区分（２）

設備区分
（１）

機器番号 種類分類
耐震

重要度

基本点検

56 主変圧器
主変圧器
（中性点接地含）

Ｓ１１-ＭＴＲ - -
目視点検は追加点検（分解点検）にて実施
した。

-
分解点検
（予め計画する
追加点検）

主変圧器放圧装置より油漏れを
確認した。

・工場内部点検にて，巻線部の
絶縁物の一部にズレが確認され
た。

57 低起動変圧器 低起動変圧器
Ｓ１２-ＬＳＴＲ-
６ＳＢ

目視点検
機能確認

目視：低起動変圧器放圧装置より油漏れを
確認した。

地震の影響により放圧装置が動作したため
油漏れが確認された。機器保護のための
動作であり機器の損傷ではない。

従って，追加点検は不要とした。

否 - -

58 R11-HTR-6A

59 R11-HTR-6B

目視：本体下部に発錆を確認した。
機能：異常なし

変圧器下部板の肉厚測定で強度上問題な
い厚さが残っていることを確認した。経年劣
化により本体下部に発錆したものあること
から，追加点検は不要とした。

否 - -

目視：油面計指示の固着を確認した。
機能：異常なし

地震の前後で指示に著しい変化はなく，ま
た計器に外観上の損傷もないことから経年
劣化によるものと考えられるが，地震の影
響を完全には否定できないと判断した。漏
油や油面の変動は確認されておらず，計器
単品の故障であるため追加点検は不要とし
た。

否 - -

61
低起動変圧器
（保護継電装置の
種類）

低起動変圧器温
度高検出装置
(警報用）

26DA 計器 クラス３ Ｃ
目視点検
機能確認

目視：異常無し
機能：接点動作不良が確認された。

経年劣化により温度指示計のカムとマイク
ロスイッチとのクリアランスが増加し接点の
動作不良に至ったと判断される。
従って，追加点検は不要とした。

否 - -

変圧器

ノンクラス60

クラス３

所内変圧器 Ｃ

P62-J004C
補助ボイラ用変
圧器

-
・工場内部点検にて，巻線部の
絶縁物の一部にズレが確認され
た。

分解点検
(予め計画する追
加点検）

-
目視点検は追加点検（分解点検）にて実施
した。

目視点検
機能確認

-所内変圧器

変圧器

電気設備
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表-4.4.2 設備点検により異常が確認された設備一覧表（11/13）

基本点検 基本点検結果 考察
追加点検

要否
追加点検 追加点検結果

追加点検

Ｎｏ
安全

重要度
機器名称設備区分（２）

設備区分
（１）

機器番号 種類分類
耐震

重要度

基本点検

62 起動領域モニタ
起動領域モニタ

C51-Z601G 計器 クラス１ Ａ
目視点検
機能確認
漏えい確認

目視：信号ケ-ブルのコネクタにゆるみが確
認された。
機能：未実施
漏えい確認：未実施

過去の点検における取り外し・取付に伴う
経年劣化が原因のコネクタのゆるみである
ことから追加点検は不要とした。

否 - -

63 出力領域モニタ
平均出力領域モ
ニタ（検出器）

C51-LPRM
（対象：36-37A
／60-45C）

クラス１ Ａ
目視点検
機能確認
漏えい確認

目視：局部出力領域モニタ検出器信号コネ
クタ２個（ケ-ブル側）にゆるみが確認され
た。（対象はロケ-ション№36-37A／60-
45C）
機能：異常なし（ロケ-ション№36-37A／60-
45Cの検出器を除く）
漏えい：未実施

過去の点検における取り外し・取付に伴う
経年劣化が原因のコネクタのゆるみである
ことから追加点検は不要とした。

否 - -

64 D23-RE005A クラス２ Ａ
目視点検
機能確認

目視：格納容器内雰囲気放射線モニタ検出
器(ドライウェル)のコネクタ部目視点検にお
いて，高圧電源用コネクタの芯線抜けを確
認した。
機能：検出器，モニタについては異常なし
（当該コネクタ部除く）

検出器，モニタの機能は正常であり問題な
かった。
コネクタについては過去の点検における取
り外し・取付に伴う経年劣化が原因であるこ
とから追加点検は不要とした。

否 - -

65 D23-RE005Ｂ クラス２ Ａ
目視点検
機能確認

目視：格納容器内雰囲気放射線モニタ検出
器(ドライウェル)のコネクタ部目視点検にお
いて，高圧電源用コネクタの芯線抜けを確
認した。
機能：検出器，モニタについては異常なし
（当該コネクタ部除く）

検出器，モニタの機能は正常であり問題な
かった。
コネクタについては過去の点検における取
り外し・取付に伴う経年劣化が原因であるこ
とから追加点検は不要とした。

否 - -

66
排気筒放射線モ
ニタ（ＩＣ）

D11-RE043B クラス3 C
目視点検
機能確認

目視：検出器の信号用コネクタピン（プリア
ンプ側）に芯線抜けを確認した。
機能：検出器，モニタについては異常なし
（当該コネクタ部除く）

検出器の機能として直線性確認，線源校正
については異常なかった。コネクタについて
は過去の点検における取り外し・取付に伴
う経年劣化が原因であることから追加点検
は不要とした。

否 - -

67
気体廃棄物処理
系設備ｴﾘｱ排気
放射線ﾓﾆﾀ

D11-RE111A ノンクラス Ｃ
目視点検
機能確認

目視：異常なし
機能：気体廃棄物処理系設備ｴﾘｱ排気放
射線ﾓﾆﾀＡの検出器の校正機能の確認を
実施したところ，校正回路における模擬信
号の上昇時間が他の検出器と比べて長い
状態であった。

当該モニタの直線性，線源校正等の機能に
は異常なかった。当該検出器内部の校正
回路のみの故障と推定し，追加点検を実施
した。

要
検出器校正回路
点検

検出器校正回路を点検した結
果，回路の校正パルスを生成し
ている素子の故障を確認した。

68
R/B　3F　南東
側ｴﾘｱ

D21-RE008 クラス3 C
目視点検
機能確認

目視：異常なし
機能：ｴﾘｱﾓﾆﾀ検出器の校正機能の確認を
実施したところ，校正回路における模擬信
号の上昇時間が他の検出器と比べて長い
状態であった。

当該モニタの直線性，線源校正等の機能に
は異常なかった。当該検出器内部の校正
回路のみの故障と推定し，追加点検を実施
した。

要
検出器校正回路
点検

検出器校正回路を点検した結
果，回路の校正パルスを生成し
ている素子の故障を確認した。

69
R/B　2F　南東
側ｴﾘｱ

D21-RE010 クラス3 C
目視点検
機能確認

目視：異常なし
機能：ｴﾘｱﾓﾆﾀ検出器の校正機能の確認を
実施したところ，校正回路における模擬信
号の上昇時間が他の検出器と比べて長い
状態であった。

当該モニタの直線性，線源校正等の機能に
は異常なかった。校正信号の上昇時間が
長い事象については，他の検出器において
も確認されていることから，制御回路の経
年的な故障であり，地震の影響によるもの
ではないと判断した。検出器については交
換を実施し問題ないことを確認した。

否 - -

検出器

検出器

エリアモニタリン
グ設備
（原子炉建屋放射
線モニタ）

プロセスモニタリ
ング設備

計測制御系統設
備

放射線管理設備

格納容器（Ｄ／
Ｗ）内雰囲気放
射線モニタ
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表-4.4.2 設備点検により異常が確認された設備一覧表（12/13）

基本点検 基本点検結果 考察
追加点検

要否
追加点検 追加点検結果

追加点検

Ｎｏ
安全

重要度
機器名称設備区分（２）

設備区分
（１）

機器番号 種類分類
耐震

重要度

基本点検

70 電気設備

非常用ディ-ゼル
発電機用6.9ＫＶ
遮断機（保護継電
装置の種類）

発電機比率差動 R43-87DC 継電器 クラス1 As
目視点検
機能確認

目視：異常なし
機能：ディ-ゼル発電機（Ｃ）比率作動継電
器の 小動作値の管理値逸脱を確認した。

当該継電器内部の可変抵抗器が経年劣化
により増加したことが原因で，当該抵抗を新
品と交換して動作試験を実施したところ管
理値内で動作することを確認したため，追
加点検は不要とした。

否 - -

71
計装用圧縮空気
系

計装用圧縮空気
系除湿装置除湿
塔

P52-A004 除湿塔 クラス３ Ｃ
目視点検
漏えい確認

目視：異常なし
漏えい：漏えい試験のため起動した際，「除
湿塔出口圧力　低」警報が発生し，トリップ
する事象が発生した。

原因は，付属する弁の異物噛込みであった
ことから，当該弁の点検を実施し，再度漏
えい試験を行い異常の無いこと確認した。
従って追加点検は不要とした。

否 - -

72 安全保護系 安全保護系盤 H11-661-4 クラス１ Ａｓ
目視点検
機能確認

目視：異常なし
機能：制御装置のエラ-ログ採取のために，
H11-P661-4 ユニット内の基板に保守ツ-ル
を接続したが，インタ-フェ-ス不良によりエ
ラ-ログ採取が出来なかった。

使用した保守ツ-ル及びケ-ブルについては
異常は無かった。
警報が発生していないこと及び当該制御基
板前面ＬＥＤ表示及びＦＤ表示より，制御装
置は正常に動作していることを確認した。
以上より保守ツ-ルのインタ-フェ-ス部の故
障と推定し，追加点検を実施した。

要 基板点検
基板の点検を実施した結果，イン
タ-フェ-ス用部品の故障を確認し
た。

73 圧力制御 主タ-ビンEHC盤 H12-P685 クラス３ Ｃ
目視点検
機能確認

目視：主タ-ビンＥＨＣ盤の内扉開放用ストッ
パ-が盤外に落ちていたため取付けようとし
たところ，ストッパ-が収納出来なかった。ス
トッパ-を確認したところ，変形が確認され
た。
機能：異常なし

地震発生時に扉が開放中であったためス
トッパ-が変形したものである。制御盤筐体
及び内扉の開閉に異常はなかった。
以上より追加点検は不要とした。

否 - -

74
原子炉冷却材再
循環ポンプ電源
装置

原子炉冷却材再
循環ポンプ可変
周波数電源装置
（Ｆ）

C81-P002F クラス3 C
目視点検
機能確認

目視：異常なし
機能：アイソレ-タの単体試験にて判定基準
逸脱が確認された。

地震前に他号機のアイソレ-タで同様の事
象が確認されていることから，地震の影響
ではなく部品単品の経年にともなう不適合
と考えられたため，追加点検は不要とした。

否 - -

75
直流250V充電
器盤

R42-P007 クラス3 Ｃ
目視点検
機能確認

目視：継電器取り付けフックの破損が確認
された。
機能：異常なし

同一電源盤に取り付けられている他の継電
器のフックに異常は見られなかった。また，
同様の事象は過去に他の継電器でも確認
されていることより，フックの破損は地震発
生前からのものと考えられるため，追加点
検は不要とした。

否 - -

76
直流125V充電
器盤 6C

R42-P002C クラス1 As
目視点検
機能確認

目視：異常なし
機能：動作確認試験にて過電流継電器に
動作不良を確認した。

同一電源盤に取り付けられている他の継電
器に異常は見られず，過去に他号機の同
型継電器でも動作不良による交換を行って
いるため，地震により発生したものではなく
経年劣化が原因と考えられたことから，追
加点検は不要とした。

否 - -

77
直流125V充電
器盤 6D

R42-P002D クラス1 As
目視点検
機能確認

目視：異常なし
機能：電流計の誤差の管理値逸脱が確認
された。

電流計の誤差率の管理値逸脱は過去にも
発生しており，経年劣化によるものと考えら
れる。
以上から追加点検不要と判断した。

否 - -

78
直流125V充電
器盤 6C･6D予
備

R42-P011 クラス３ As
目視点検
機能確認

目視：異常なし
機能：動作確認試験にて過電流継電器に
動作不良を確認した。

同一電源盤に取り付けられている他の継電
器に異常は見られず，過去に他号機の同
型継電器でも動作不良による交換を行って
いるため，地震により発生したものではなく
経年劣化が原因と考えられたことから，追
加点検は不要とした。

否 - -

制御盤，電源盤

蓄電池及び充電
器

その他の発電装
置

計測制御系統設
備
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表-4.4.2 設備点検により異常が確認された設備一覧表（13/13）

基本点検 基本点検結果 考察
追加点検

要否
追加点検 追加点検結果

追加点検

Ｎｏ
安全

重要度
機器名称設備区分（２）

設備区分
（１）

機器番号 種類分類
耐震

重要度

基本点検

79
所内母線負荷用
６．９ｋＶ遮断器

６．９ｋＶ　メタク
ラ６Ａ-１

Ｍ／Ｃ６Ａ-１ クラス３ Ｃ
目視点検
機能確認

目視：５Ｂユニット真空遮断器のシャフト支
えブッシュのずれを確認した。
機能：異常なし

原因は劣化によりｼｬﾌﾄとﾌﾞｯｼｭ間の摺動性
が低下したこと，またﾌﾞｯｼｭとﾒｲﾝｼｬﾌﾄ支え
間の寸法公差が許容値内ではあるが少な
かったことにより，開閉動作を繰返すうちに
ｼｬﾌﾄ支えﾌﾞｯｼｭがズレたものと推定される。
従って，追加点検は不要とした。

否 - -

80 変圧器
補助ボイラ（４Ｃ）
電気盤

H21-P472C ノンクラス Ｃ 目視点検
目視：盤扉ストッパ-金具等が変形し，扉が
閉まらない事を確認した。
機能：異常なし

盤扉ストッパ-金具等の変形であり盤の機
能に影響がなかったことから，追加点検は
不要とした。

否 - -

81
その他の発電装
置

バイタル交流電
源設備

バイタル交流電
源装置

R46-P002B クラス1 As
目視点検
機能確認

目視：地震後のパトロ-ルにおいて盤内に吊
り下げられていた乾燥剤の袋が破れ内容
物の一部が盤内に散乱してるのを確認し
た。
機能確認：異常なし

乾燥剤の袋が，地震の影響により制御盤内
の機器と接触し破れたものと思われる。清
掃して機能確認を実施したところ異常はな
く，機能への影響はなかったことから追加
点検は不要とした。

否 - -

82 補助ボイラ 補助ボイラ（４Ｃ） 胴 P62-D001Ｃ ボイラ クラス３ Ｃ
目視点検
機能確認
漏えい確認

目視：水面計ユニオン部より漏えい跡を，フ
-ド開閉機グランド部からの蒸気リ-クを，缶
体側給水ラインフランジ部からのリ-クをそ
れぞれ確認した。※１

機能確認：給水流量計の動作に異常が確
認された。※２
漏えい確認：異常なし

※１グランドパッキン，フランジガスケット等
の経年劣化による漏えいであると判断し
た。

※２給水流量計不具合により機能確認異常
が確認された。地震後の運転は異常なく，
今回起動時に生じたことから地震の影響で
はないと考えられる。

従って，追加点検は不要とした。

否 - -

目視：フィルタ-装置内部底面に，軽微な発
錆及び塗装の剥離を確認した。
機能確認：異常なし
漏えい確認：異常なし

　地震の影響ではなく塗膜の部分的な劣化
による錆の発生であることから，追加点検
は不要とした。

否 - -

目視：端子箱取付ボルトの一部に緩みが認
められた。
作動・機能：異常なし
漏えい確認：異常なし

ボルトに伸び等の異常が認められないこと
及び端子箱に損傷がないことから地震の影
響によるものではなく，締め付け不良と推
定されることから追加点検は不要とした。

否 - -

クラス１

制御盤，電源盤

Ａ特殊フィルタ放射線管理設備
非常用ガス処理
系

主配管３（非常
用ガス処理系
フィルタ装置）

T22-D00283

電気設備

目視点検
機能確認
機能試験
漏えい確認
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経年

4.4.3 配管減肉 

（1） 目的 

配管減肉は，配管材料と内部流体との化学的作用による腐食要因および機械

的作用による浸食要因との相互作用によって発生・進展する経年劣化事象であ

り，地震荷重（外荷重）によってその発生・進展が助長されるものではないが，

配管減肉が顕在化した配管系に過大な地震荷重が作用した場合には，構造強度

への影響が考えられる。 

耐震安全上重要な配管系は，内部流体の湿り度が低い系統（主蒸気系），酸

素注入により減肉の発生を抑制している系統（給水系），通常運転時は「待機」

である系統（非常用炉心冷却系）等により構成されており，減肉が顕著に進行

する可能性は低いと考えられているが，6 号機における同配管系の配管肉厚測

定実績の充実の観点も含め，サンプル箇所を選定して配管板厚測定を実施し，

顕著な減肉が確認された場合は構造強度への影響について検討を行うこととし

た。なお，6 号機の同配管系については，前回の定期検査（第 7 回定期検査）

における測定実績があることから，これら実績についても減肉傾向有無の判断

材料として使用することとした。 

 
（2

① サンプル箇所の選定 

サンプル箇所の選定にあたっては，減肉形態として流れ加速型腐食（FAC）

に着目し，下記の観点から対象系統および測定箇所を選定した。 

 鋼種（炭素鋼製配管を対象） 

 内部流体（水単相，蒸気単相または気液二相の範囲を対象） 

 通常運転状態（「待機」を除く） 

 偏流部要素（エルボ，ティ，レジューサ等）の代表性 

 作業性（放射線量等） 

 

対象系統には，通常の配管減肉管理では管理対象外としている系統も含め

劣化事象の考慮 

） 配管板厚測定の概要 

ることとし，主蒸気系，給水系および残留熱除去系の配管系よりサンプル箇
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所

②

配

，日本工業規格 JIS Z 2355「超音波パルス反射法による厚さ測定方法」

 

測定要員は，日本非破壊検査協会規格 NDIS 0601「非破壊検査技術者

技量認定規程」，日本工業規格 JIS Z 2305「非破壊試験－技術者の資格及び認証」

に基づき認定，認証されている者，またはこれらと同等以上の技術レベルを有

する者により行うことを要件としている。 

 

③ 測定結果の評価 

配管板厚測定値を，技術基準上

の必要 小厚さ，詳細測定判定基準厚さ※15 と比較評価するとともに，余寿命※

16 を算出し，次回測定時期または配管取替時期を決定することとしている。今

回の調査においては,製作時からの減肉の進行状況を確認する目的から，製作寸

法（製作公差内でのばらつき，開先加工※17の影響）を考慮した評価を加えるこ

ととした。（添付資料１３図６参照） 

 
（3） 配管板厚測定結果 

第7回定期検査における測定実績及び今回測定を行った各測定箇所におけ

る配管板厚測定結果を表 1 に示す。 

いずれの測定ポイントにおいても必要 小板厚及び詳細測定判定基準厚

さを十分満足していることを確認した。また，公称板厚を若干下回る測定値

が得られた測定ポイントが見られたが，いずれも製作時の寸法精度内であり，

顕著な減肉が進行していると判断される箇所は確認されなかった。 

上記より，新潟県中越沖地震による配管構造強度への影響については，こ

れまで実施している地震応答解析の結果をもって代表されるものと考える。 

 
※15：NISA 文書「原子力発電所の配管減肉管理に対する要求事項について（平成 17 年 2

を選定した。（添付資料 13 図 1-1～4-1 参照） 

 
 測定方法 

配管減肉管理に関する社内指針に基づき，偏流部要素およびその下流部に，

管口径に応じた測定ポイント（周方向，流れ方向）を設定し（添付資料１３

図５参照）

に準拠して超音波厚み計により配管板厚を測定した。

なお，

配管減肉管理に関する社内指針においては，
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月 18 日）」に示される，減肉の進展状況把握のための「詳細測定」実施の判定厚さ 

小厚さ）×2/3 

に施す加工であり，一般的に，配管溶接部近傍

4.4.4 粒界型応力腐食割れ（IGSCC） 

IGSCC 発生の可能性がある炉内構造物については，通常の保全プログラムに

き

ラウド等に IGSCC IGSCC

のひび等は確認されていない。

IGSCC

らないと判断できることから

とした。

判定基準厚さ＝必要 小厚さ＋（管の製造上の 小厚さ－必要

※16：測定厚さから必要 小厚さに至るまでの時間を減肉率に基づき算出 

※17：配管を溶接接合するために配管端部

には一般部に比して薄肉の範囲が存在する 

 

基づ 発生・進展について管理を行っており，６号機の至近の点検では炉心シュ

は確認されていない。なお，今回の設備点検においても

 

以上より，６号機においては，地震発生時点において が顕在化してお

，地震による設備の構造強度等への影響は考慮不要
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4.5 6 号機以外で確認された不適合事象に関する点検の状況 

図るべき事象は１件（変圧器関連の不適合）であった。

6 号機における現在までの水平展開の実施および検討の結果は，以下のとおりで

 

 

4.5.1 所内変圧器 3B火災（3 号機），励磁変圧器基礎部のズレ・電源母線ダクトの

ズレ（1～3 号機），主変圧器基礎部のズレ（2 号機），所内変圧器基礎部のズレ・

電源母線ダクトのズレ（1 号機）（変圧器関連 

地震発生直後，3 号機所内変圧器で火災が発生した。原因は，所内変圧器の基

礎と電源母線ダクトの基礎の不等沈下に伴い，落下したダクトと接続端子が接触

したことにより発生した短絡・地絡電流による火花が，変圧器から漏れ出た絶縁

油に引火したものと考えられる。また，1～3 号機の励磁変圧器，主変圧器，所内

変圧器においては，基礎部のずれ，電源母線ダクトのズレが確認された。 

６号機については，変圧器基礎及び電源母線ダクト基礎は同一の人工岩盤上に

設置しているため，変圧器・ダクト間のズレは発生しない。 

なお，基礎の対策以外に漏油防止対策として，変圧器と電源母線との取合部の

変位吸収量増加と電源母線の接続位置変更，短絡・地絡防止対策として，電源母

線ダクト内面の絶縁強化を実施した。 

6 号機以外で確認された主な不適合事象のうち，「点検・評価計画書」対象設備

に関する不適合事象は 8 件であった。 

このうち，水平展開を

ある。

6 件） 
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力量管理 

点検実施者の力量管理については，下記の方法により目視点検要員延べ2327人，

非破壊試験（目視点検を除く）要員延べ 493 人について，力量が要件を満たして

いることを確認した。 

 
4. 確認 

確認した。 

 

れる日本工業規格 JIS Z2305「非破壊試験－技術者

 3 年以上であること。経験年数が 3

年未満の場合は，目視点検に関する教育を行い，結果を報告されている

こと。 

を確認し

によって影響を受け破損しやすい箇所等については，必要に

 
4.

放射線透過試験，超音波探傷試験，磁粉探傷試験，浸透探傷試験，渦流探傷試験

など資格を必要とする非破壊試験を実施する場合には，原則として日本工業規格 JIS 

Z2305 に定める NDT レベル 2 以上もしくは（社）日本非破壊検査協会認定資格 NDI 2

種以上の資格を有する者またはその者が所属する社内認定制度の NDT レベル 2 以上

もしくは NDI 2 種相当以上の資格を有する者がこれにあたっていることを確認した。 

 

 
4.6 

6.1 目視点検要員の力量

基本点検のうち，目視点検に従事する者については，以下の項目を

 日本非破壊検査協会規格 NDIS 3413「非破壊試験技術者の視力及び色覚の

試験方法」にて準用さ

の資格及び認証」にて非破壊試験員に要求される近方視力の確認が行わ

れていること。 

当該設備または機器点検の経験年数が

 「各機器について想定される損傷および損傷に対する点検方法」

た者が従事していること。 

 

加えて，地震

応じ設計者に意見を求めることが可能な体制を整えていること。 

6.2 非破壊試験（目視点検を除く）要員の力量確認 



5.  地震応答解析について 

解析評価方針

1 の設備および重要度分類クラス 2 の設備であって，耐震

安全上重要度が高い設備（耐震クラスが As，A のものおよびその他動的地震動

による耐震評価の対象としているもの）について構造強度評価および動的機能

維持評価を実施した。 

なお，評価にあたり，下記の観点から解析対象設備を選定した。 

 

替機および原子炉建屋クレーン

は

クラスはノンクラス

であるが，崩壊熱除去可能な形状の維持の観点から，燃料被覆管に対する評価

 

5.1  

重要度分類クラス

 同一の設備が複数存在する場合は，据付床の床応答等を考慮して解析対

象設備を選定した。 

 配管系のように類似設備が多数存在する場合は，設計時の余裕度（算出

値と許容値の余裕度等），仕様，使用条件等を考慮して解析対象設備を

選定した。 

 
具体的には，表-5.1 に示す主要設備に属するポンプ，タービン，容器，熱交

換器等の機器，配管系，および電気計装設備である。 

また，耐震クラスが B の設備のうち，燃料取

，その破損が As，A クラス設備に波及的破損を生じさせるおそれがあるため

評価を実施した。 

炉内に装荷されている燃料体のうち，燃料集合体の耐震

を行うことが適切であるため，燃料集合体については評価を実施した。
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5.2 解析評価方法 

5.2.1 地震応答解析の概要 

新潟県中越沖地震（以下「本地震」という。）に対する設備の地震応答解析

によることを基本とし，機器・配管系の応答性状を適切に表現できるモデルを

設定した上で応答解析を行い，その結果求められた応力値，または応答加速度

をもとに評価した。 

原子炉建屋内の大型機器である原子炉格納容器，原子炉圧力容器および炉内

構造物等の評価にあたっては，水平地震動と上下地震動による建屋・機器連成

応答解析を行った。また，それ以外の機器・配管系の評価については，当該設

備の据付床の水平方向および上下方向それぞれの床応答を用いた応答解析等

水平地震動と上下地震動の応答結果の組合せについては二乗和平方

根（SRSS）等により行う。（表-5.2 参照） 

構造強度評価に際しては，設備の評価部位として，地震力の影響が大きいと

考えられる部位（固定部等），設計時の評価にて余裕度の小さい部位（許容値

に対して算出値が厳しい部位）を選定した。 

地震時に動的機能が要求される動的機器を選

定した。 選定した動的機器の据付床における応答加速度と機能確認済加

速度との比較を基本として動的機能維持評価を行った。 

（1） 地震応答解析に用いる建屋応答加速度 

①原子炉建屋応答加速度 

本地震が観測された階（3 階:TMSL+23.5mおよび基礎版上:TMSL-8.2m（TMSL: 

東京湾平均海面））については観測記録を用い，それ以外の階については，観測

記録をもとに建屋応答解析で算出された建屋応答加速度を用いた。建屋応答加

速度は，総合資源エネルギー調査会原子力安全・保安部会耐震・構造設計小委

員会（以下「耐震・構造設計小委員会」という。）にて審議された値を用いた。 

なお，設計時の床応答スペクトルの作成においては，建屋の地震応答の不確

かさ（地盤物性，建屋剛性，地盤ばね定数の算出式および減衰定数，模擬地震

は，本地震時に観測した水平方向および上下方向の地震記録を用いた動的解析

を行った。

動的機能維持評価に際しては，

また，
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波の位相特性等）を考慮して拡幅が行われるが，本評価では，観測記録，また

は

②タービン建屋およびコントロール建屋の応答加速度 

トロール建屋（コントロール建屋は7号機と共用）に

設

軸であるため，同じフロアの多数の

応答解析結果を包絡して設備評価用の床応答スペクトルを作成した。 

また， ントロール建屋の 大床加速度を表-5.5 に示す。（コントロール建屋

の設備についてはすべて剛であるため床応答スペクトルを用いない） 

 

6 号機原子炉建屋，タービン建屋およびコントロール建屋の配置図を図-5.3

に示す。 

 

（2） 建屋・機器連成応答解析モデル 

原子炉建屋内の大型機器（原子炉圧力容器，原子炉格納容器および炉内構造

物等）は，建屋から各点で支持されているため，建屋と連成した解析モデルに

より本地震による地震応答解析を時刻歴応答解析で実施する。解析は水平方向

および上下方向について実施した。建屋・機器連成応答解析モデルを図-5.4 に

示す（水平方向については NS 方向を例示）。これらのモデルのうち建屋側につ

いては設計時から一部見直しが考慮されており，耐震・構造設計小委員会にて

審議されている。（表-5.2 参照） 

 

観測記録にもとづく建屋応答解析による応答加速度を用いるため拡幅は行わ

ない。（表-5.2 参照） 

原子炉建屋各階の床応答スペクトルの例（減衰定数 1％）を図-5.1(1)～図

-5.1(16)に示す。 

タービン建屋およびコン

置される設備については，平成20年9月26日に耐震・構造設計小委員会へ提示

した「柏崎刈羽原子力発電所６号機新潟県中越沖地震後の設備健全性に係る点

検・評価報告書（建物・構築物編）(案)」に記載の建屋応答解析により得られ

た建屋応答加速度を用いて評価を実施した。 

タービン建屋各階の床応答スペクトルの例（減衰定数 1%）を図-5.2(1)～図

-5.2(10)に示す。タービン建屋のモデルは多

コ
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（3） 地震応答解析に用いる減衰定数 

 

（1） 簡易評価（応答倍率法による評価） 

大型機器である原子炉格納容器，原子炉圧力容器および炉内構造物等につい

ては，本地震にもとづく地震力（加速度，せん断力，モーメント，軸力）と設

計時における地震力との比を求め，設計時の応力に乗じることにより算出値を

求め，評価基準値と比較した。 

設

（2） 設計時と同等の評価 

設計時と同等の評価を行い算出値を求め，評価基準値と比較した。 

配管系は，スペクトルモーダル解析法による評価を行い算出値を求め，評価

基準値と比較した。 

 

機器・配管系の地震応答解析に用いる減衰定数を表-5.3および表-5.4に示す。

原則として「原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG4601-1991 追補版」に規定さ

れた値を用いたが，既往の試験・検討等で妥当性が確認された値も評価に用い

た。（表-5.2 参照） 

5.2.2 構造強度評価の方法 

地震応答解析のうち構造強度評価は，設計時と同等の評価（スペクトルモー

ダル解析法等）を実施することを基本とした。また，余裕度（評価基準値※1に

対する算出値の余裕度）の大きな設備については，簡易評価（応答倍率法等）

の結果を算出値とした。評価の手順を図-5.5 に示す。 

なお，疲労による影響が比較的大きいと考えられる設備については，構造強

度評価にあわせて疲労評価も実施した。 

※1：下記（C）参照 

 

また，それ以外の機器については，本地震にもとづく床の 大応答加速度と

計時における床の 大応答加速度の比，またはそれぞれの床応答スペクトル

の比を求め，設計時の応力に乗じることにより算出値を求め，評価基準値と比

較した。 
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（3

構造強度評価の評価基準値は，「原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG4601-

補・19

態ⅢAS における許容応力を基本とし，また，「発電用原子力設備規格 設計・

建設規格 JSME S NC1‐2005」で規定されている値を用いた。 

 

5.2.3

動 設備の本地震による応答加速度を求

め， ことを確認した。なお，機能確

認済 横形ポンプ，ポンプ駆動用タービン等，機種ご

とに試験あるいは解析により，動的機能維持が確認された加速度である。 

機能確認済加速度は，「原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG4601-1991 追補

版」に準拠するとともに，試験等で妥当性が確認された値も用いた。（参考文

献 6 参照） 

制御棒の地震時挿入性（制御棒およびチャンネルボックスの健全性）につい

ては，6 号機は本地震時には停止中であったため制御棒の挿入動作はなかった

が，本地震による燃料集合体の相対変位を求め，その相対変位が，試験により

挿入性が確認された相対変位以下であることを確認した。（参考文献 7 参照） 

 

 

5.2.4 地震応答解析で用いた条件について 

基本的には設計時と同じ条件を適用しているが，点検・評価計画書にて必要

に応じて考慮するとした条件のうち，地震応答解析に適用したものを表-5.2 に

示す。 

また，6 号機は本地震時には停止中であったため，設計時に考慮していた機

械的荷重のうち実際には作用していないものがあり，それらについては本評価

に反映した。（下記①）さらに，原子炉圧力容器内の核計装装置、原子炉建屋

クレーン、燃料取替機については，本地震時の状態を評価に反映した。（下記

②） 

 

） 評価基準値 

84，JEAG4601-1987，JEAG4601-1991 追補版」に規定される許容応力状

 動的機能維持の評価方法 

的機能維持に関する評価は，評価対象

その加速度が機能確認済加速度以下である

加速度とは，立形ポンプ，
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①機械的荷重に対する考慮 

入 

る機械的荷重を考慮しな

い 

 主蒸気逃がし安全弁の吹出しなし 

⇒主蒸気系配管の解析に吹出しによる機械的荷重を考慮せず 

 

価に反映した設備 

器内の核計装装置 

⇒本地震時のクレーンの位置及び吊り荷状況を解析に反映 

 燃料取替機 

 

 

 

 

 

 

 制御棒挿

⇒制御棒駆動系配管の解析に制御棒挿入によ

②本地震時の状態を評

 原子炉圧力容

 ⇒本地震時の温度を評価基準値に反映 

 原子炉建屋クレーン 

⇒本地震時の燃料取替機の位置を解析に反映 
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5.3 解析結果

5.3.1 解析の状

解析対象設備のすべてについて評価を終了した。

  構造強度評価  ・・・97 設

 

 

5.3.2 造

1） 構

構造強度の評価結果を表

全て 対象設備で評価基準値以下であること

原子炉隔離時冷却系配管の支持構造物（メカニカルスナッバ）については，

算出値は 超

値を試験 参考 算

出値が評 た

（2） 疲

疲労評価の結果は，追って報告する。 

 

.3 動的

動 機 す。 ，いずれも

機能確認済加速度以下であることを確認した

6 号機は本地震中に停止しており地震による制御棒の挿入動作はなかったが，

本地震による燃料集合体の 大相対変位が， 性が確認された相

制御棒の地震時挿入性に問題のないことを確

認した

 

 

 況 

 

備 

動的機能維持評価 ・・・37 設備 

構 強度評価結果 

造強度評価 （

-5.5，および表-5.6 に示す。機器・配管系の算出値は，

の を確認した。 

設計荷重（定格荷重の 1.5 倍）を

により確認された実耐荷重:20kN（

えるが，詳細評価により評価基準

文献 8）とすることにより，

価基準値を満足することを確認し

労評価 

。 

機能維持評価結果 

能維持の評価結果を表-5.7 に示

5.3

的 各機器の応答加速度は

。 

試験により挿入

対変位以下であることを確認し，

。 
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表-5.1 柏崎刈羽 6 号機 As，A クラス主要設備一覧 

   主要設備 Ａｓ，Ａクラスの定義

原子炉冷却材圧力バウン

ⅰ 成する機器・配管系 ・ 原子

ダリを構 ・ 原子炉圧力容器 
炉

属する ※2
冷却材圧力バウンダリに

系統  

ⅱ 使用済燃料を貯蔵するための設備 ・ 使用済燃料貯蔵設備 
 

ⅲ るための設

備，および原子炉の停止状態を維

・ 制御棒 
・ 制御棒

・ 制御棒

原子炉の緊急停止のために急激に

駆動機構 負の反応度を付加す

駆動水圧系 
持するための設備 

ⅳ 

 
炉

留熱除去系 
レ

原子炉停止後，炉心から崩壊熱を ・ 原子炉隔離時冷却系

除去するための設備 ・ 高圧

・ 残

心注水系 

・ サプ ッションチェンバ 

As 

ⅴ 事故の際に圧力障壁となり，放射

性物質の拡散を直接防ぐための設

格納容器

 原子炉

する系

原子炉冷却材圧力バウンダリ破損 ・ 原子炉

・

 
格納容器バウンダリに属

統※3 
備 
原子

ⅰ 
事故後，炉心から崩壊熱を除去す

るための設備 
・ 原子炉隔離時冷却系

・ 残留

・ 自動

炉冷却材圧力バウンダリ破損 ・ 高圧炉心注水系 
 

熱

減圧系 
・ サプレッションチェンバ 

除去系 

放射性物質の放

ⅱ ための施設で上記ⅴ以外の設備 ・ 非常用ガス処理系

出を伴うような事

故の際にその外部放散を抑制する

・ 残留熱除去系 
・ 可燃性ガス濃度制御系 

 
置 

 
・ 原子炉格納容器圧力抑制装

・ サプレッションチェンバ

A 

燃料プール水補給設備 
注入系 

・ 炉内構造物 
ⅲ ・ ほう酸水

その他 ・ 

 
※ 2：主蒸気系，復水給水系，原子炉冷却材再循環系，原子炉冷却材浄化系， 

残留熱除去系，原子炉隔離時冷却系，高圧炉心注水系，ほう酸水注入系 
※ 3：主蒸気系，復水給水系，原子炉冷却材浄化系，残留熱除去系， 

原子炉隔離時冷却系，高圧炉心注水系，不活性ガス系， 
非常用ガス処理系，可燃性ガス濃度制御系，放射性ドレン移送系， 
ほう酸水注入系 
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表-5.2 地震応答解析に用いた設計時と異なる条件 

建屋応答解析，床応答スペクトル 

①建屋・機器連成応答解析モデルの建屋側に下

算出に実剛性を適

・耐震壁に加え補助壁の剛性も考慮 

圧力容器，炉内構造物の

解析に適用 

記の見 原子炉格納容器，原子炉

直しを適用 
用 ・コンクリートのヤング率の

② 床置き設備，

配管系の解析に適用 

床応答スペクトルの拡幅なし  

試験・研究等により妥当性が確認された評価手法 ラメータの取込 ，パ

①水平と上下方向の応答を二乗和平方根で組合せ（上

震力は動的に扱う）（参考文献 1 参

配管系の解析に適用 
照） 下方向地

② ーン類の評価について検討された

適用（表-5.3, 5.4，参考文献 2,3,4
配管系，ク 燃料

取替機，R/B ーン)の

レーン類(配管系，クレ 減衰

定数の見直しを 参照） クレ

解析に適用 
③疲労評価における新 の適用（参考文

献 5 参照） 
配管の疲労評価に適用 Ke（割増係数）

④形状係数α(全断面降伏荷重と初期降伏荷重の比ま

たは 1.5 のいずれか小さい 用（参考文献 5
容器に適用 

ほう)の適

参照） 

現実の運転状態の反映※4 

：制御棒挿入による機械的荷重なし ①制御棒駆動系配管 

②主蒸  気系配管   ：主蒸気逃がし安全弁の吹出しによる機械的荷重なし

③原子炉建屋クレーン：吊り荷荷重なし，本地震時のクレーン位置を反映 
④燃料取替機：本地震時の燃料取替機位置を反映 
⑤原子炉圧力容器内の核計装装置：本地震時の温度を反映 

※4：その他の荷重条件，温度条件，圧力条件等は設計時と同一 
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表-5.3 機器・配管系の減衰定数 

減衰定数(%) 
対象設備 

水平方向 上下方向 

溶接構造物 1.0 1.0※5 

ボルトおよびリベット構造物 2.0 2.0※5 

ポンプ・ファン等の機械装置 1.0 1.0※5 

4.0 1.0※5 電気盤 

燃料集合体 7.0 1.0※5 

制御棒駆動装置 3.5 1.0※5 

配管系 0.5～3.0※5 0.5～3.0※5 

燃料取替機 2.0※5 1.5～2.0※5 

天井クレーン 2.0※5 2.0※5 
※5：試験・研究等にて妥当性が確認された値。参考文献 2,3,4 参照。また配管系の減衰定数

の詳細を表-5.4 に示す。 

表-5.4 配管系減衰定数 
減衰定数(%)※6 

 
 

配管区分 
保温材有 保温材無

Ⅰ スナバおよび架構レストレイント支持主体の配管系で，その支

持具（スナバまたは架構レストレイント）の数が 4 個以上のも

の 
3.0（2.5） 2.0 

Ⅱ スナバ，架構レストレイント，ロッドレストレイント，ハンガ

等を有する配管系で，アンカおよび U ボルトを除いた支持具の

数が 4 個以上であり，配管区分Ⅰに属さないもの 
2.0（1.5） 1.0 

Ⅲ U ボルトを有する配管系で，架構で水平配管の自重を受ける U
ボルトの数が 4 個以上のもの 

3.0 
（―） 

2.0 
（－） 

Ⅳ 配 いもの 管区分Ⅰ，ⅡおよびⅢに属さな 1.5（1.0） 0.5 
※6：「原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG4601-1991 追補版」から変更した箇所を下線で

示す。また，変更前の値を括弧内に示す。変更内容は下記の 2 点。 
・無機多孔質保温材の付加減衰定数を 0.5％から 1.0％に変更。ただし，金属保温が混

在する場合は，配管全長に対する金属保温材の割合が 40％以下の場合に限り 1.0％
の付加減衰を適用できる。 

・配管自重を受けるＵボルト支持具を４個以上有する配管系に対しては，減衰定数を

2.0％に設定。 
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図-5.1(16) 基礎版上（TMSL－8.2 m）

図-5.1(12) 地下 1 階（TMSL+4.8 m） 

図-5.1(10) １階（TMSL+12.3m） 

炉建屋水平方向床応答スペクトル 
 

原子炉建屋上下方向床応答スペクトル
（減衰 0%

図-5.1(13) 地下 2 階（TMSL 図-5.1(14) 地下 2 階（TMSL－1.7m） 

KK-6 R/B TMSL ＋12.3

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

0.

m （減衰1.0%)

1.00

加
速

度
（

G
）

建屋応答解析（NS,EW包絡） 建屋応答解析（上下）

建設時Ｓ１（NS）

01 0.10
周期(秒)

建設時静的震度（上下）
建設時Ｓ１（EW）

建設時Ｓ２（NS）

建設時Ｓ２（EW）

0.01 0.10
周期(秒)

1.00

加
速

度
（

G
）

KK-6 R/B TMSL ＋4.8m （減衰1.0%)

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

0.01 0.10 1.00
周期(秒)

加
速

度
（

G
）

KK-6 R/B TMSL ＋4.8m （減衰1.0%)

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

0.01 0.10 1.00
周期(秒)

加
速

度
（

G
）

建屋応答解析（NS,EW包絡） 建屋応答解析（上下）

建設時Ｓ１（NS） 建設時静的震度（上下）
建設時Ｓ１（EW）

建設時Ｓ２（NS）

建設時Ｓ２（EW）

KK-6 R/B TMSL －1.7m （減衰1.0%)

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

0.01 0.10 1.00
周期(秒)

加
速

度
（

G
）

建屋応答解析（上下）

建設時静的震度（上下）

KK-6 R/B TMSL -1.7m

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

0.01 0.10
周期(秒)

加
速

度
（

G
）

 （減衰1.0%)

1.00

建屋応答解析（NS,EW包絡）

建設時Ｓ１（NS）

建設時Ｓ１（EW）

建設時Ｓ２（NS）

建設時Ｓ２（EW）

KK-6 R/B TMSL －8.2m （減衰1.0%)

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

0.01 0.10 1.00
周期(秒)

加
速

度
（

G
）

KK-6 R/B TMSL -8.2m （減衰1.0%)

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

0.01 0.10 1.00
周期(秒)

加
速

度
（

G
）

観測波（NS,EW包絡） 観測波（上下）
建設時Ｓ１（NS） 建設時静的震度（上下）
建設時Ｓ１（EW）

建設時Ｓ２（NS）

建設時Ｓ２（EW）

- 5-12 - 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

6号機T/B床応答スペクトル TMSL-7.9m

0

2

4

加
速

度
(

6

8

10.01 0.1
周期(s)

G
)

建屋応答解析
（上下，減衰1%）

6号機T/B床応答スペクトル TMSL+12.3m

0

2

4

6

0.01 0.1 1
周期(s)

加
速

度
(G

)

8

建
（

屋応答解析
上下，減衰1%）

6号機T/B床応答スペクトル TMSL+4.9m

0

2

4

6

8

0.01 0.1 1
周期(s)

加
速

度
(G

)

建屋応答解析（上下，減衰1%）

6号機T/B床応答スペクトル TMSL-1.1m

0

2

4

6

8

0.01 0.1 1
周期(s)

加
速

度
(G

)

建屋応答解析（上下，減衰1%）

6号機T/B床応答スペクトル TMSL-5.1m

0

2

4

8

0.01 0.1 1
周期(s)

加
速

度
(G

)

6

建屋応答解析（上下，減衰1%）

図-5.2(9)  地下 2 階（TMSL－5.1m）

タービン建屋水平方向床応答スペクトル タービン建屋上下方向床応答スペクトル

図-5.2(10)  地下 2 階（TMSL－5.1m）

TMSL+20. .2(2) 2 階 SL+20.4 m） 

SL+12.3 m） 図-5.2(4) 1 階（TMSL+12.3 m） 

TMS 図- 1 階（TMSL+4.9 m）

階（TMSL－1.1m） 図-5.2(8) 地下中 2 階（TMSL－1.1m）

図-5.2 (1) （2 階 4 m） 図-5 （TM

図-5.2(3) 1 階（TM

図-5.2(5) 地下 1 階（ L+4.9 m） 5.2(6) 地下

図-5.2(7) 地下中 2
6号機T/B床応答スペクトル TMSL-5.1m

0

2

4

6

8

0.01 0.1 1
周期(s)

加
速

度
(G

)

建屋応答解析（NS，減衰1%）

建屋応答解析（EW，減衰1%）

6号機T/B床応答スペク

0

2

4

6

8

0.01 0.1
周期

加
速

度
(G

)

トル TMSL-1.1m

1
(s)

建屋応答解析（NS，減衰1%）

建屋応答解析（EW，減衰1%）

6号機T/B床応答スペク

0

2

4

6

8

0.01

トル TMSL+4.9m

1
周

加
速

度
(G

)

0.1
期(s)

建屋応答解析（NS，減衰1%）

建屋応答解析（EW，減衰1%）

6号機T/B床応答スペクトル TMSL+12.3

0

2

4

6

8

0.01 0.1 1

周期(s)

加
速

度
(G

)

m

建屋応答解 衰1%）析（NS，減

建屋応答解 %）析（EW，減衰1

6号機T/B床応答スペク

0

2

4

6

8

0.01 0.1
周期(

加
速

度
(G

)

トル TMSL+20.4m

1
s)

建屋応答解析（NS，減衰1%）

建屋応答解析（EW，減衰1%）

- 5-13 - 



 
 

表-5.5 コントロール建屋 大床加速度 
床加速度×1.2（G） 高さ 

TMSL(m) NS 方向 EW 方向 上下方向 
24.1 0.92 0.80 0.94 
17.3 0.78 0.73 0.88 
12.3 0.67 0.69 0.83 
6.5 0.58 0.62 0.75 
1.0 0.52 0.55 0.67 
-2.7 0.48 0.52 0.62 
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図-5.3 6 号機各建屋
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図-5.4 建屋・機器連成応答解析モデル
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 大型機器地震応答
 
 
 
 
 

 
 

図-5.5 地震応答解析の手順 

解析 建屋地震応答解析 
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ルモーダル解析法等）（スペクト
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・拡幅なし 
・本地震が観測された階は観測記録を適用

詳細評価 

※7：設備によっては，簡易評価を行わず設計時と同等の評価に移行する場合もある 
※8：次ページに詳細説明を記載 
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※8：応答倍率法による評価
  
  地震観 震力による算 方  
 

① 地震観測記録にもとづく地震力 ＝   設計時の応力      × 
によ        （地震および地震以 よる 力） 

 
② 地震観測記録にもとづく地震力 ＝ 設計時の応力 ＋ 設計時の応力  ×

によ         震以外による ）（地震による応
 
上記の応答 る。 

（a） 原子炉圧力容器や炉内構造物等，算出値を求めるにあたり，加速度，

を用

応答比 1 ：地震観測記録にもとづく地震力と設計時の地震力との比（加速度

 

測記録にもとづく地 出値は，以下の 法で求める。

応答比 

 応答比 

力） 

せん断力，

，せん

る算出値   外に 応

る算出値    （地 応力

比は以下によ

いる機器 モーメント，軸力

断力，モーメント，軸力ごとに応答比を算定） 
 

（b） ポンプの基礎ボポンプの基礎ボルト等，算出値を求め にあ り，水 加速 ，上下加 度を

 

応答比 2  ：地震観測記録にもとづく水平加速度と上下加速度の二乗和平方根と設

b） ルト等，算出値を求め にあ り，水 加速 ，上下加 度を

 

応答比 2  ：地震観測記録にもとづく水平加速度と上下加速度の二乗和平方根と設

るる たた 平平 度度 速速

用いる機器用いる機器

計時の水平加速 速 二乗和平方根との比 
 
 
 

度と上下加 度の
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表-5.6 構造強度評価結果（1/9） 

評価基準値
（ⅢAS）発生応力

評価対象設備 評価部位 応力分類

MPa MPa 

評価 
手法 備考 

ＲＰＶ円筒胴 胴板 膜 178 303 A  

下部鏡板 球殻部 膜 188 303 A  

制御棒駆動機構
ハウジング貫通孔

 
 99 ｽﾀﾌﾞﾁｭｰﾌﾞ 62 A  軸圧縮

原子炉冷却材再循
ポンプ貫通孔(N1) 

環 ｹｰｼﾝｸﾞ側 418 
付 け 根 R
部  膜+曲げ 202 A  

支持スカート  
座屈に対する評価式に

より，発生値 定基準

に対する比率で示す 
座屈 0.1 1 A スカート は判

原子炉圧力容器 
基礎ボルト 基礎ボルト 引張 136 499 A  

主蒸気ノズル（  N3） ﾉｽﾞﾙｾｰﾌｴﾝﾄﾞ 膜 95 303 A  

給水ノズル（N4） ﾉｽﾞﾙｾｰﾌｴﾝﾄﾞ 膜+曲げ 153 252 A  

低圧注水ノズル(N6) ﾉｽﾞﾙｾｰﾌｴﾝﾄﾞ膜+曲げ 174 252 A  

原子炉停止時冷却材 
出口ノズル(N10) ﾉｽﾞﾙｾｰﾌｴﾝﾄﾞ 膜+曲げ 135 252 A  

原子炉圧力容器 
スタビライザ ロッド 引張 211 513 A  

制御棒駆動機構ハウジン
グレストレントビーム ﾚｽﾄﾚﾝﾄﾋﾞｰﾑ 曲げ 42 176 

175 A JSME S NC1-2005 を適

用して見直し 

原子炉冷却材 
再循環ポンプ ﾓｰﾀｹｰｼﾝｸﾞ 軸圧縮 95 165 

123 A JSME S NC1-2005 を適

用して見直し 

原
子

原
子
炉
圧
力
容
器 

ブラケット類 
RPV ｽﾀﾋﾞﾗｲ
ｻﾞ支持ﾌﾞﾗｹｯ

膜+曲げ
曲げ

炉
本
体 

ﾄ  A 19 454 誤記訂正 

注）評価  A：簡易評価，B：設計時と同等の評価 

 
手法

黒文字：今回新たに報告する評価結果 
青文字：7 月 14 日に報告した評価結果 
赤文字：7 月 14 日に報告した評価結果の 

訂正箇所と訂正の理由 
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表  -5.6 構造強度評価結果（2/9）

評価基準値
（ⅢAS）発生応力

評価対象設備 評価部位 応力分類

MPa MPa 

評価 
手法 備考 

耐震用ブロ
純せん断蒸気乾燥器 21 181 A  

ック 

シュラウドヘッド 膜+曲げ 38 139 A  鏡板 

ｽﾀﾝﾄﾞﾊﾟｲﾌﾟ 膜+曲げ 33 128 A  気水分離器 

給水スパージャ ヘッダ 膜＋曲げ 25 214 A  

低圧注水 
ヘッダ 膜＋曲げ 21 214 A  

スパージャ 

高圧炉心
スパージャ 

注水 
ヘッダ 膜＋曲げ 38 214 A  

高圧炉心注水系配管
(原子炉圧力容器

 
部) 膜＋曲げ 22 214  パイプ 

内
A 

炉
内
構
造
物 

 中性子束計
膜+曲げ 11 139 A  中性子束計測案内管

測案内管 

炉心シュラウド 下部胴 膜 16 128 A  

シュラウドサポート レグ 軸圧縮 29 243 A  

上部格子板 ｸﾞﾘｯﾄﾞﾌﾟﾚｰ
ﾄ  膜＋曲げ 20 214 A 

炉心支持板 補強ビーム 膜＋曲げ 63 214 A  

燃料支持金具 燃料支持金
具 膜 5 85 B  

炉
心
支
持
構
造
物 

制御棒案内管 下部溶接部 膜 6 92 A  

アンカボルト ｱﾝｶﾎﾞﾙﾄ 引抜力
2968 

(kN/4.5°)
4507 

(kN/4.5°) A 
本地震による地震力が

設計時地震力を下回る

ため工認値を記載 

原
子
炉

原
子
炉
本
体 

の
基
礎 

圧力容器ブラケット ﾌﾞﾗｹｯﾄ せん断応
力度 157 246 A 

本地震による地震力が

設計時地震力を下回る

ため工認値を記載 

本
体 

注）評価手法 A：簡易評価，B：設計時と同等の評価 

 

黒文字：今回新たに報告する評価結果 
青文字：7 月 14 日に報告した評価結果 
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表-5.6 構造強評価結果（3/9） 

評価基準値
（ⅢAS）発生応力

評価対象設備 評価部位 応力分類

MPa MPa 

評価 
手法 備考 

制
御
棒
駆
動

水
圧
系

 組水圧制御ユニット 15 241 A  フレーム 合せ

 

ほう酸水注入系ポンプ 
ボルト せん断 16 122 A  ポンプ取付ほ

う
酸
水
注
入
系

ほう酸水注入系貯蔵 
タンク 基礎ボルト せん断 34 133 A  

 

局部出力領域モニタ 
検出器集合体 ｶﾊﾞｰﾁｭｰﾌﾞ 膜＋曲げ 79 200 B  

起動領域モニタ 
ドライチューブ パイプ 膜＋曲げ 80 308 B  

現場盤 
原子炉系（Ⅰ系）計装 
ラック 

ト 引張 3 173 A  取付ボル

ベンチ形制御
運転監視補助盤

盤 
1 せん断 コントロール建屋 取付ボルト 5 133 A 

計
測
制
御
系
統
設
備 

盤 区分Ⅰ ルト 屋 

核
計
測
装
置 

垂直自立形制御盤 
引張 9 173 A 取付ボ コントロール建

安全保護系

注 評 時 価

注 ﾀｰﾋﾞﾝまたはｺﾝﾄﾛｰﾙ建屋応答加 価した設備は備考 建屋の場合は記載なし） 

 

 

1）

2）

価手法 A：簡易評価，B：設計 と同等の評

速度で評

 

に記載（原子炉

黒文字：今回新たに報 する

青文字：7 月 14 日に報告した評価結果 
価結果 告 評
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表-5.6 構造強度評価結果（4/9） 

評価基準値
（ⅢAS）発生応力

評価対象設備 評価部位 応力分類

MPa MPa 

評価 
手法 備考 

残留熱除去系熱交換器 胴板 一次 136 373 A  

原動機 
取

残留熱除去系ポンプ 
付ボルト

せん断 9 350 A  

残
留
熱
除
去
系 

  一次 9 181 B  残留熱除去系ストレーナ フランジ

原子炉隔離時冷却系 
引張 29 169 A  

ポンプ 基礎ボルト
原
子
炉
隔
離
時
冷

 

却
系

原子炉隔離時冷却系ポン
気タービン 引張 23 169 A  基礎ボルト

プ駆動用蒸

原動機取付
せん断 10 350 A  高圧炉心注水系ポンプ 

ボルト 
高
圧
炉
心
注
水
系 

高圧炉心注水系 
ストレーナ 一次 7 181 B フランジ  

原子炉補機冷却水系 
熱交換器 一次 175 415 A タービン建屋 胴板 

原
子

原子炉補機冷却水ポンプ 原動機取付
ボルト せん断 5 122 A タービン建屋 

炉
補
機
冷
却

水
系 

原子炉補機冷却海水 原動機取付
引張 7 475 A タービン建屋 

ポンプ ボルト 

原
子
炉
補
機
冷
却 

海
水
系 原子炉補機冷却海水系 

ストレーナ 基礎ボルト せん断 4 133 A タービン建屋 

原
子
炉
冷
却

材
再
循
環
系 

原子炉冷却材再循環 
ポンプ ｽﾀｯﾄﾞﾎﾞﾙﾄ 引張 158 300 A  

主蒸気逃がし安全弁逃が
し弁機能用アキュームレ
ータ 

U ﾊﾞﾝﾄﾞ及び
ﾘﾌﾞ 組合せ 8 203 A  

原
子
炉
冷
却
系
統
設
備 

主
蒸
気
系 主蒸気逃がし安全弁自動

減圧機能用アキュームレ
ータ 

U ﾊﾞﾝﾄﾞ及び
ﾘﾌﾞ 組合せ 132 203 A  

注 1）評価手法 A：簡易評価，B：設計時と同等の評価 

注 2）ﾀｰﾋﾞﾝまたはｺﾝﾄﾛｰﾙ建屋応答加速度で評価した設備は備考に記載（原子炉建屋の場合は記載なし） 

 

黒文字：今回新たに報告する評価結果 
青文字：7 月 14 日に報告した評価結果 
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表-5.6 構造強度評価結果（5/9） 

評価基準値
（ⅢAS）発生応力

評価対象設備 評価部位 応力分類

MPa MPa 

評価 
手法 備考 

ドライウェル上鏡 曲げ 16 264 A  ﾌﾗﾝｼﾞﾌﾟﾚｰﾄ

下部ﾄﾞﾗｲｳｪﾙｱｸｾｽﾄﾝﾈﾙｽﾘｰ
ｴｱﾛｯｸ

ｶﾞｾﾞｯﾄﾌﾟﾚｰ
せん断ﾌﾞ及び鏡板(所員用 54 132 A  

ﾄ 
付) 

ｺﾝｸﾘｰﾄ 圧縮 21.4 

X-81 
本地震による地震力が

設計時地震力を下回る

ため工認値を記載 

配管貫通部 21.5 A 

電気配線貫通部 ｶﾞｾﾞｯﾄﾌﾟﾚｰ
せん断 94 132 A X-101~105 

ﾄ 

ベント管 垂直管との
結合部 

一次 77 127 A  
ﾘﾀｰﾝﾗｲﾝの

サプレッションチェンバ
スプレイ管 スプレイ管 一次 69 219 B  

原
子

ダイヤフラムフロア 力伝

達用シアプレ
曲げ  

力が

設計時地震力を下回る

ため工認値を記載 

炉
格
納
施
設 

原
子
炉
格
納
施
設

原子炉本体基

礎側水平
本地震による地震

 111 492 A 

ート 

可燃性ガス濃度制御系可
搬式再結合装置ブロワ ブレース 圧縮 5 178 A  

 

可
燃
性
ガ
ス
濃

度
制
御
系 

系可
取付ボルト せん断 34 350 A  可燃性ガス濃度制御

搬式再結合装置 

注）評価手法 A：簡易評価，B：設計時と同等の評価 

 

結果 
結果 

黒文字：今回新たに報告する評価

月青文字：7 14 日に報告した評価
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表-5.6 構造強度評価結果（6/9） 

評価基準値
（ⅢAS）発生応力

評価対象設備 評価部位 応力分類

MPa MPa 

評価 
手法 備考 

15 130 A  非常用ガス処理系排風機 基礎ボルト せん断

非常用ガス処理系 
乾燥装置 引張 23 169 A  基礎ボルト

非
常
用
ガ
ス
処
理
系非常用ガス処理系 

フィルタ装置 取付ボルト せん断 120 342 A  

 

放
射
線
管
理
用

計
測
装
置 

燃料取替エリア排気 
放射線モニタ 

検出器 
取付ボルト

引張 3 180 A  

中央制御室送風機 コントロール建屋 引張 31 173 A 基礎ボルト

中央制御室排風機 
ボルト コントロール建屋 原動機取付

引張 7 173 A 

中央制御室再循環送風機 付
ボルト 1  原動機取

引張 10 73 A コントロール建屋 

放
射
線
管
理
設
備 

 
 せ コントロール建屋 

中
央
制
御
室
換
気
空
調
系 

中央制御室再循環
フィルタ装置

27 133 A 基礎ボルト ん断

注 1）評価手法 A：簡易評価，B：設計時と同等の評価 

注 2）ﾀｰﾋﾞﾝま 答加 し 備考 記載（原 建 ） 
 

たはｺﾝﾄﾛｰﾙ建屋応 速度で評価 た設備は に 子炉 屋の場合は記載なし

黒文字：今回新たに報告する評価結果 
青文字：7 月 14 日に報告した評 結果 価
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表-5.6 構造強度評価結果（7/9） 

発生応
A

力
評価基準
（Ⅲ

値
S）評価対象設備 

MPa MPa 

 
  評価

手法
評価部位 応力分類 備考

燃料取替機 構造物 
フレー

組合 112 231 B  せ
ム 

原子炉建屋クレー 曲げ 161 09 ン クレ
体ガ

ーン本  3 B  
ーダ 

使用済燃料貯蔵ラック ラック本体 組合せ 106 205 A   

制御棒・破損燃料貯蔵 
ラック ラック本体 組合せ 18 205 A  

燃
料
設
備 

燃
料
設
備 

ール・キャス
クピット 

プールライ
ひずみ 0.0015 .003 

ひずみの評価であり，発

ず
使用済燃料プ 0 A 生ひずみ及び許容ひ

ニング 
みを記載 

ディーゼル機関 基礎ボ せん断 23 195 A  ルト

空気だめ 基礎ボルト 引張 10 173 A  

燃料ディタンク スカート 座屈 0.08 1 は判定基準

に対する比率で示す 
A 

座屈に対する評価式に

より，発生値

非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
設
備 発電機 

機関側軸受
台下部
取付ボルト

引張 38 180 A   ﾍﾞｰｽ

１２５V 系充電器 取付ボルト せん断 6 133 A コントロール建屋 

１２５V 系蓄電池 取付ボルト せん断 11 133 A コントロール建屋 

附
帯
設
備

そ
の

電
装
置 

バイタル交流電源設備 取付ボルト せん断 4 133 A コントロール建屋 

 
他
発

注１）評価手法 A：簡易評価，B：設計時と同等の評価 

注 2 評価基準値には，発電用原子力設備規格コンクリート製

（JSME S NEI-2003）にお 許容 （膜） 記載

注 3）ﾀｰﾋﾞﾝまたはｺﾝﾄﾛｰﾙ建屋応答加速度で 設備は備考に記載（原子炉建屋の場合

）プールライニングの 原子炉格納容器規格

けるライナープレートの ひずみ の値を  

は記載なし） 評価した

 

黒文字：今回新たに報告する評価結果 
青文字：7 月 14 日に報告した評価結果 
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表-5.6 構造強度評価結果（8/9） 

評価基準値
（ⅢAS）発生応力 

評価対象設備 評価部位 応力分類

MPa MPa 

評価
手法

備考 

主蒸気逃がし安全弁吹き
出しによる機械荷重を考配管 一次 175 281 B
慮せず 主蒸気系 

支持構造物 
耐荷重

36 kN 88 kN B  
（定格荷重×1.5） 

スナッバ 評価基準値は設計荷重

配管 一次 127 281 B  
給水系 

支持構造物 スナッバ
耐荷重

102kN 147 kN B  
（定格荷重×1.5） 
評価基準値は設計荷重

配管 一次 118 274 B  
原子炉冷却材浄化系 

支持構造物 スナッバ
耐荷重

14 kN 44 kN B  
（定格荷重×1.5） 
評価基準値は設計荷重

配管 一次 72 199 B  
放射性ドレン移送系 

支持構造物 26 217 B  組合せ

配管 一次  74 243 B
制御棒駆動系

支持構造物 組合せ

制御棒挿入による機械荷
  

 48 245 
重を考慮せず

B

配管 一次  53 112 B
ほう酸水注入系 

支持構造物 組合せ

ほう酸水注入による機械
 

 82 235 
荷重を考慮せず

B

配管 一次 104 274 B  

残留熱除去系 
支持構造物 スナッバ

重
20 kN 88 kN B  

（定格荷重×1.5） 
評価基準値は設計荷重

耐荷

配管 一次 148 182 B  

配
管 

原子炉隔離時冷却系 

支持構造物 スナッバ
耐荷重

9 kN 20 kN C

評価基準値は，試験により
確認された実耐荷重。 
設計荷重（定格荷重×1.5）
は，4kN 

注 1) 配管系：減衰定数を表-5.4 により見直し 

注 2) 配管系：上下，水平の地震動の組合せは S

注 3) 評価手法 A：簡易評価，B：設計時と同等の評価, 詳細評価 

注 4) ﾀｰﾋﾞﾝまたはｺﾝﾄﾛｰﾙ建屋応答加速度で評価した設備は備考に記載（原子炉建屋の場合は記載な

し） 

 

 

RSS 法を適用 

黒文字：今回新たに報告する評価結果 
青文字：7 月 14 日に報告した評価結果 
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表  

発

-5.6 構造強度評価結果（9/9）

生応力 評価基準値
（ⅢAS）評価対象設備 評 分類

Pa 

評価
価部位 応力 備考 

手法
MPa M

配管 一次 81 274 B  
高圧炉心注水系 

支持構造物 一次荷重 11 kN 28 kN B  

配管 一次 91 188 B  
燃料プール冷却浄化系 

支持構造物 組合せ 55 245 B  

配管 一次 37 220 B  
非常用ガス処理系 

支持構造物 組合せ 78 245 B  

配管 一次 74 211 B  

可燃性ガス濃度制御系 
支持構造物 スナッバ

耐荷重
4 kN 10 kN B 評価基準値は設計荷重 

（定格荷重×1.5） 

配管 一次 137 201 B  
不活性ガス系 

支持構造物 組合せ 91 245 B  

配管 一次 109 233 B  
原子炉補機冷却水系 

支持構造物 組合せ 96 245 B  

配管 一次 111 241 B タービン建屋 

配
管 

原子炉補機冷却海水系 
支持構造物 組合せ 135 245 B  

注 1) 配管系：減衰定数を表-5.4 により見直し 

注 2) 配管系：上下，水平の地震動の組合せは SRSS 法を適用 

注 3）評価手法 A：簡易評価，B：設計時と同等の評価 

注 4）ﾀｰﾋﾞﾝまたはｺﾝﾄﾛｰﾙ建屋応答加速度で評価した設備は備考に記載（原子炉建屋の場合は記載なし） 

 
 

黒文字：今回新たに報告する評価結果 
青文字：7 月 14 日に報告した評価結果 
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表-5.7 燃料集合体の評価結果 

過渡時の 大設計比 
（95％確率上限値） 評価対象設 評価応力

中

評価基準 
（Ⅲ  

備 評価部位  
AS）

寿命初期 寿命 期 寿命末期 

燃料集合体 

可能な形状の
管 一次 0.35 0.21 0.22 0.7Ｓｕ（引張強さ）

（崩壊熱除去
燃料被覆

維持） 
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表-5.8 動的機能維持評価結果(1/4) 

機能確認済加速度との比較 
水平加速度（G） 上下加速度（G） 備考 評価対象設備 
応答 
加速度

応答 
加速度

機能確認済 
加速度 

機能確認済
加速度 

ほう 系ポンプ  0.6 1.6  0.6 1.0  酸水注入

残留 ポンプ 10.0  0.4   0.5 1.0  熱除去系

原子 時冷却系ポンプ 0.4 1.4  0.6 1.0   炉隔離

原子炉隔離時冷却系 
ポン ン 0.4 2.4  0.6 1.0   プ駆動用蒸気タービ

高圧炉心 0.4 10.0  0.5 1.0   注水系ポンプ 

非常用ガ 風機 0.6 2.3  0.7 1.0   ス処理系排

非常用デ 関 0.5 1.1  0.7 1.0   ィーゼル機

原子炉補機冷却水ポンプ 0.5 1.4 0.6 1.0  

原子炉補機冷却海水ポンプ 1.4 10.0 0.6 1.0  

中央制御室送風機 0.7 2.6 0.8 1.0  

中央制御室排風機 0.7 2.6 0.8 1.0  

中央制御室再循環送風機 0.6 2.6 0.7 1.0  

可燃性ガス濃度制御系 
可搬  

0.5 2.6 0.7 1.0  
式再結合装置ブロワ

※1
※2 ，「原子力発電所耐震設計技術指針 JE 01-199 版」に

験等を 上下方 機能確 速度を ると

の機能確認済加速度についても見直された値を用いた（参考文献 5 参照）。 
 

   G = 9.80665(m/s2) 
AG46
認済加

1 追補

定め

地震時機能確認済加速度は 水平方向のみ

ともに水平方向しか規定されていない。既往の試 もとに 向の

黒文字：今回新たに報告する評価結果 
青文字：7 月 14 日に報告した評価結果 
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表-5.8 動的機能維持評価結果(2/4) 

機能確認済加速度との比較 
水平加速度（G） 上下加速度（G） 

備考 評価対象設備 
応答
加速度

 機応答 
加速度

機能確認済
加速度 

能確認済
加速度 

主蒸気系 
(主蒸気

 B1.5 10.0 2.5 6.2  21-F002D 
隔離弁) 

主蒸気系 
(主蒸

 6.1  B21-F001R 3.3 9.6 1.7 
気逃がし安全弁) 

給
(原
水系 
子炉給水 ) 1.2 6.0  2.7 6.0  B21-F052A 

ﾗｲﾝ内側隔離弁

原
(C
子炉冷却
U 1.0 6.0  2.1 6.0  G31-F018材浄化系  W 系ﾍｯﾄﾞｽﾌﾟﾚｲ逆止弁) 

放
(ﾄ
射性
ﾞﾗｲｳｪﾙ L 離弁) 0.9 6.0  0.6 6.0  K11-F003 ドレン移送系 

CW ｻﾝﾌﾟ内側隔

ほう酸水注
(SLC 系内側

1.2 6.0  1.6 6.0  C41-F008 入系 
隔離弁) 

残
(RHR 1.1 6.0  3.0 6.0  E11-F006C 留熱除去系 

系 LPFL 試験可能逆止弁) 

原子
(RC

炉隔離時冷却系 
IC タービ ) 1.3 6.0  1.1 6.0  E51-F037 

ン止め弁
弁 

高圧炉心注水系 
(HPCF 系試験可能逆止弁) 1.1 6.0  3.2 6.0  E22-F004C 

非常
(SG

用
TS 入口

T22-F001A ガス処理系 
隔離弁) 1.0 6.0  1.2 6.0  

可燃性ガス濃度制御系 
FC 1.8 6.0  T49-F007A ( S 出口第二隔離弁) 2.1 6.0  

不活性ガス系 
(HVAC 側 PCV ﾍﾞﾝﾄ用隔離弁) 3.2 6.0  2.8 6.0  T31-F021 

原子炉補機冷却水系 
(非常用 弁) 6.0 P21-F05 F 2.1 6.0 0.7 5D/G 冷却水出口

原子炉補機冷却海水系 
(RSW 1.3 6.0 1.2 6.0 41-F006E P

海水ｽﾄﾚｰﾅﾌﾞﾛｰ弁) 

燃料プール冷却浄化系 
系燃料ﾌﾟｰﾙ側第二出口弁) 1.9 6.0 0.9 6.0 E11-F015 (RHR

※1   G = 9.80665(m/s2) 
※2 地震時機能確認済加速度は，「原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG4601-1991 追補版」に水平

方向のみしか規定されていない。既往の試験等を る

とともに水平方向の機能確認済加速度について  
 

もとに上下方向の機能確認済加速度を定め

も見直された値を用いた（参考文献 5 参照）

黒文字：今回新たに報告する評価結果

青文字：7 月 14 日に報告した評価結果- 5-29 - 
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表-5.8 動的機能維持評価結果(3/4) 
機能確認済加速度との比較 

水平加速度（G※1） 上下加速度（G※1） 
評価対象設備 

加速度 加速度※2 加速度 加速度※2 

備考 
応答 機能確認済 応答 機能確認済 

モニタ計器 

（起動領域モニタ用） 
0.65 3.0 0.74 2.0 

コントロール

建屋 

加速度検出器 

（水平方向地震加速度検出 0.57 3.0 0.59 1.5  

器（Ｒ／Ｂ上部）用） 

圧力変換器 

（ドライウェル圧力用） 
0.57 3.0 0.59 3.0  

位置スイッチ 

気止め弁原子炉保護 0.50 6.0 0.62 6.0 
タービン 

建屋 
（主蒸

インターロック用） 

圧力スイッチ 

ービン蒸気加減弁 0.66 3.0 0.71 （タ

急速閉用） 

3.0 
タービン 

建屋 

計
測
制
御
系
統
設
備 

（主蒸気
0.50 10 0.66 10  

温度検出器 

管区域周囲温度用）

非
常
用
予
備

発
電
装
置 

（発電機

継電器 

界磁地絡用） 
0.50 3.0 0.66 1.2  

電
源
設

備 （6.9kV ﾒﾀﾙｸﾗｯﾄﾞｽｲｯﾁｷﾞﾔ 0.35 2.04 0.54 1.2  

真空遮断器 

6C,6D,6E 用） 

※1   G = 9.80665(m/s2) 
※2 地震時機

注） ﾀｰﾋﾞﾝまたはｺﾝﾄﾛｰﾙ建屋応答加速度で評価した設備は備考に記載（原子炉建屋の場合は記載なし） 
 
 

評価対
燃料集合体の地震時

確認済相対変位（mm） 

能確認済加速度は，既往の試験等をもとに定めた。 

表-5.8 動的機能維持評価結果(4/4) 

象設備 
 

相対変位（mm） 

制御棒 5.9 40※1 
（地震時の挿入性） 

 

※1 確認済相対変位とは，加振時の挿入性試験により，目安時間内に制御棒が挿入されたこと

が確認

 

 

 

された値である（参考文献７）。 

黒文字：今回新たに報告する評価結果 
青文字：7 月 14 日に報告した評価結果 



 
6.  総合評価 

6.1 総合評価の方法 

「４．設備点検」および「５．地震応答解析」の結果を踏まえ，構造強度が

要求される静的機器と動的機能が要求される動的機器について，それぞれ設備

健全性の総合評価を行う。（図-6.1.1 および図-6.1.2 参照） 

6 が確認されなかった場合 

（1）

①

ついては，設備健全性を満足するものと評価する。 

② 設備点検結果が良好にもかかわらず，地震応答解析において評価基準値

結果が得られた設備については， 

が把握できない可能性 

を考慮し，モックアップ試験，構造強度解析の合理化（規格基準の範疇

に対し，より現実的な計算結果を与える合理的解析の実施）等により当

該設備が十分な構造強度を有することが確認できる場合には，設備健全

性を満足するものと評価する。 

なお，当該設備の補修または取替を実施する場合は，この限りではない。 

 

※1：構造強度評価の評価基準値は，「原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG4601-

補・1984，JEAG4601-1987，JEAG4601-1991 追補版」に規定される許容応力

状態ⅢAS における許容応力を基本とした。 

 

（2） 動的機能維持評価 

動的機能維持に関する総合評価は，「原子力発電所耐震設計技術指針

JEAG4601－1991 追補版」に準拠し，下記のように実施する。 

① 設備点検（分解点検，作動試験等）結果が良好で，かつ，応答加速度が

機能確認済加速度を満足する設備については，設備健全性を満足するも

 

.1.1 設備点検で異常

 構造強度評価 

 設備点検結果が良好で，かつ，地震応答解析において評価基準値※1 を満

足する設備に

を満足しないとの

 地震応答解析が裕度を有している可能性，もしくは， 

 実施可能な設備点検手法によっては，地震による設備への微小な

影響

- 6-1 - 



のと評価する。 

② 応答加速度が機能確認済加速度を満足しない場合，基本点検（目視試験，

作動試験）に加え，前述のように追加点検（分解点検）を実施する。損

傷箇所が確認されない場合，当該設備は機能確認済加速度を超えて機能

維持が可能であると考え，設備は健全性を確保しているものと評価する。 

 
6.1.2 設備点検で異常が確認された場合 

（1） 構造強度評価 

設備点検結果が良好ではない設備については，損傷原因の究明を行うとと

もに補修，補強，取替ないしは，損傷の設備健全性に与える影響の検討等の

対策を講じる。 

 

（2） 動的機能維持評価 

設備点検（作動試験，分解点検等）において異常が認められた場合には，

原因の究明を実施するとともに，損傷箇所があれば補修，補強または取替等

を実施する。 
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基本点検

（例） ・目視点検

・漏えい試験

・機能試験

A:簡易評価

B:設計と同等の評価

C:詳細評価

設備点検設備点検 地震応答解析地震応答解析

異常あり？

異常あり？

算出値＜ⅢAS

算出値＜Ⅲ SA

追加点検

・PT，UT

N

N

Y

N

Y

N

合評価合評価

（例）・分解点検Y

Y

総総 設備点検，地震応答解析の結果に応じて以下のような判断を行う

・モックアップ試験

実的な計算結果を与える合理的解析の実施）
・追加評価（規格基準の範疇に対し，より現

評価基準を満足
しない

・損傷原因の究明

・補修，補強，取
替の要否判断

評価終了良好

異常あり異常なし
点検

解析

・モックアップ試験

実的な計算結果を与える合理的解析の実施）
・追加評価（規格基準の範疇に対し，より現

評価基準を満足
しない

・損傷原因の究明

・補修，補強，取
替の要否判断

評価終了良好

点検
解析 異常なし 異常あり

図-6.1.1 点検・解析評価の流れ（構造強度評価） 

 設備点検設備点検 地震応答解析地震応答解析
解析による応答加速
度と機能確認済加速
度との比較

基本点検

・作動試験

異常あり？

異常あり？

応答加速度＜
機能確認済加速度

追加点検

N

N

Y

Y

N
・分解点検

総総

Y

合評価合評価

評価終了（当該設備は機能確認済加速度を超え
て機能維持が可能であると判断）※

機能確認済み加速
度を満足しない

・損傷原因の究明

替の要否判断
・補修，補強，取

評価終了良好

異常あり異常なし
点検

解析

評価終了（当該設備は機能確認済加速度を超え
て機能維持が可能であると判断）※

機能確認済み加速
度を満足しない

・損傷原因の究明

替の要否判断
・補修，補強，取

評価終了良好

点検
解析 異常なし 異常あり

設備点検，地震応答解析の結果に応じて以下のような判断を行う

※　運転データ採取など行い、継続的に監視を実施する。

図-6.1.2 点検・解析評価の流れ（動的機能維持評価）
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6.2 合評価結果 

価件および動的機能維持評価件を終了し，原子炉隔離時冷却系配管の

（メカニカルスナッバ）については，追加点検の結果より異常が確認されな

はないと考えられる。よって設備点検において

異常が確認された設備（原子炉安全上重要な設備以外も含む）について，総

合評価を実施した。（添付資料 4） 

設備点検で異常が確認された機器については，損傷原因の究明を行い，地

震による影響か否かを検討した。ここで，地震を起因としない事象に対して

は，通常の保全プログラムによる対応が可能と考えられることから，基本的

に原形復旧をもって対応した。また，地震による影響が否定できない事象に

ついては，地震による影響を評価の上，健全性評価を実施するとともに，そ

の結果を踏まえた対応策を検討した。（表-6.2.1 参照） 

 

6.2.1 

（資料 6-1-2 参照）また，コンクリートの微

細なひび，基礎ボルト建設時施工目標値からのトルクの低下については，７

号機に於いて検討した内容で評価した。

総

地震応答解析（構造強度解析および動的機能維持評価）においては，構造

強度評

支持構造物（メカニカルスナッバ）を除いた全ての対象設備で評価基準値を

下回っていることを確認した。また，原子炉隔離時冷却系配管の支持構造物

かったことから健全性に問題

 

損傷原因の究明（地震による影響の評価） 

設備点検により確認された事象について，設備の状況や地震応答解析結果

等を踏まえ，地震を起因として発生したものか否かについて検討を行った。

その結果，地震による影響について以下のとおり分類できた。 

なお，支持構造物の軽微な異常については，地震の影響であるかを検討す

るため，観察された事象をもとに，詳細に検討を行った結果，地震を起因と

する事象ではないと結論付けた。
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ない事

象

① 部構造物の接触事象（横形ポンプ，主タービン，発電機等） 

② 等（燃料取替機，原子炉建屋

③ 

 
（2） 地震に起因しないと考えられる事象 

① 通常の保全活動にて確認される劣化事象 継電器等の

② 異物の噛み込みなど，偶発的な事象 

③ 施工不良に起因する事象 

④ 

⑤

⑥

 
6.2.2 健全性評価（追加評価を含む）ならびに対応策検討 

地震に起因すると考えられる事象ならびに地震による影響が否定できな

い事象で，特にその影響と対策について詳細な説明が必要とされる事象につ

いては，当該事象が構造強度または設備の機能に与える影響の観点で，健全

対応策を検討した。（添付資料 6-2-1～6-2-3 参照） 

以下に示すとおり，主タービン，原子炉建屋クレーン等，重量物で，かつ，

長周期の地震動の影響を受けやすい形状の設備が，健全性への影響を受ける

傾向にあるものと分析した。 

（1） 地震に起因すると考えられる事象（含：地震による影響が否定でき

） 

 動的機器内

 地震力による部品等のずれ，こすれ，損傷

クレーン，復水器，変圧器，制御盤扉，オイルスナッバ等） 

グラウトの微細なひび 

（パッキンの劣化，

抵抗器の劣化等） 

今回の点検前から同一の事象が確認されているもの 

 コンクリートの微細なひび 

 支持構造物の軽微な異常 

性評価を実施するとともに，
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（1

ン（高圧，低圧(A)(B)(C)）の内部構造物の接触・損傷等 

ーサルジョイント）の破損 

（4 機器） 

 

原子炉建屋クレーンの事象については，走行伝動用継手（ユニバーサルジ

であることを確認した。ま

た， イッチ用レバー，

走行用架線（クレーン作動電源供給部品）についても変形等が確認された。 

これ 失に至る不適合であるが，落下等により

二次的な破損をもたらすものでなかったことから，原子炉安全上は重大な事

象と ）ならびに

，新品・同型に交換等に

り，原型復旧を実施した。 

。（添付資料 6-2-1 参照）これらについては，

部品交換・補修を実施することで原形復旧した。 

ォーク部において高サイクル疲労による損傷（非

破

） 地震の影響による事象で健全性に影響を与えると考えられる事象 

以下の事象については健全性評価の結果，機器の機能に影響を及ぼすもの

と判断した。 

 動的機器内部構造物の接触事象（4 機器） 

 主タービ

 

 地震力による部品等のずれ，こすれ，損傷等（5 機器） 

 原子炉建屋クレーン（1 機器） 

・走行伝動用継手（ユニバ

 給水加熱器ドレンベント系

・オイルスナッバ ターンバックル曲がり 

ョイント）が破損し，走行機能に支障がある事象

ガーター側面に設置している 15ｔホイストリミットス

らの事象は，クレーンの機能喪

は考えていない。走行伝動用継手（ユニバーサルジョイント

15ｔホイストリミットスイッチ用レバーについては

よ

主タービンにおいては，通常の点検時にも確認される蒸気による浸食等の

他に，地震の影響による翼（動翼と静翼），車軸の接触の痕・傷ならびに部

品の変形，割れ等が確認された

また，低圧タービンのフ

壊検査による指示模様）が確認されているが，これらについては地震の影

響ではないと結論付けた。（添付資料 6-2-1 参照） 

 給水加熱器ベント系においては，目視点検の結果，オイルスナッバのター
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ンバックルに曲がりが確認された。当該部の曲がりに関しては，配管支持機

能に影響を及ぼす可能性があるため交換を実施した。なお，オイルスナッバ

本体に

点検及び接続

探傷検査を実施し異常のないことから，配管については健全性を有している

と判断した。 

（2） 地震の影響による事象で健全性が確認できたもの 

 地震を起因とする事象または地震による影響が否定できない以下の事象

ついては，いずれも軽微な事象であり，機器の構造強度や機能に影響を与え

るものではないものと判断した。 

・動的機器内部構造物の接触事象 

 横形ポンプの軸封部に確認された漏えい跡 

 主発電機本体の内部構造物等に確認された接触痕（添付資料 6-2-2 参

照） 

・地震力による部品等のずれ，こすれ，損傷等 

 主変圧器の絶縁体のずれ（添付資料 6-2-3 参照） 

 燃料取替機給電レールの変形 

 復水器の整流板の浮上がり 

 制御盤内扉ストッパーの変形等 

 主蒸気系配管支持構造物の損傷（添付資料 6-1-2 参照） 

・グラウト部の微小なひび（添付資料 6-1-1 参照） 

 

これらの事象については，機器の構造強度や機能に影響を与えるものでは

ないものの，一部を除いて念のため手入れ，補修，取替を実施することで，

原形に復旧することとした。 

 

6.2.3 塑性変形に対する評価 

これまで点検・評価された設備に有意な塑性変形のおそれはないと考えら

れるが，さらなる健全性の確度向上のため，原子炉安全上重要な設備を中心

に予め計画する追加点検として実験的に適用の妥当性が確認されている『硬

オイル漏れ等の異常が確認されていないこと，また，当該配管の目視

されている湿分分離加熱器の管台について目視検査及び浸透
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さ測定』による塑性ひずみ検出を代表系統で実施し，有意な塑性変形＊１の痕

跡がないことを確認した。 

＊１：有意な塑性変形とは，低サイクル疲労強度に影響を与えるひず

みを想定しており，試験結果から８％以上の塑性ひずみとして

いる（添付－12 参照）。 



表-6.2.1 設備点検で異常が確認された設備に関する総合評価一覧表(1/15)

損傷原因
地震影響
の有無

構造強度・機能維持
への影響

判定

高電導度廃液系収集
ポンプ

K13-C001 A -

地震後のパトロールにおいて軸封部に
微量の漏えい跡が確認された。
ハンドターニングを実施後、運転確認を
行った結果軸封部からの漏えいは確認
されなかった。

-
地震発生時に地震力がシャフトや軸封部シー
ル面に加わったことにより一時的に漏えいが
発生したものと判断した。

有

漏えいは微量で一時的なもので
あり、目視点検及び機能確認
（運転状態）で異常ないことか
ら，構造強度・機能維持に影響
はないと判断した。

良 不要 その後の処理運転においても同様な不適合は発生していない。

高電導度廃液系蒸留
水ポンプ

K13-C002 - -

地震後のパトロールにおいて軸封部に
微量の漏えい跡が確認された。
ハンドターニングを実施後、運転確認を
行った結果軸封部からの漏えいは確認
されなかった。

-
地震発生時に地震力がシャフトや軸封部シー
ル面に加わったことにより一時的に漏えいが
発生したものと判断した。

有

漏えいは微量で一時的なもので
あり、目視点検及び機能確認
（運転状態）で異常ないことか
ら，構造強度・機能維持に影響
はないと判断した。

良 不要 その後の処理運転においても同様な不適合は発生していない。

A -

地震後のパトロールにおいて軸封部に
微量の漏えい跡が確認された。
ハンドターニングを実施後、運転確認を
行った結果軸封部からの漏えいは確認
されなかった。

-
地震発生時に地震力がシャフトや軸封部シー
ル面に加わったことにより一時的に漏えいが
発生したものと判断した。

有

漏えいは微量で一時的なもので
あり、目視点検及び機能確認
（運転状態）で異常ないことか
ら，構造強度・機能維持に影響
はないと判断した。

良 不要 その後の処理運転においても同様な不適合は発生していない。

B -

地震後のパトロールにおいて軸封部に
微量の漏えい跡が確認された。
ハンドターニングを実施後、運転確認を
行った結果軸封部からの漏えいは確認
されなかった。

-
地震発生時に地震力がシャフトや軸封部シー
ル面に加わったことにより一時的に漏えいが
発生したものと判断した。

有

漏えいは微量で一時的なもので
あり、目視点検及び機能確認
（運転状態）で異常ないことか
ら，構造強度・機能維持に影響
はないと判断した。

良 不要 その後の処理運転においても同様な不適合は発生していない。

永久磁石発電機（C81-C008A）出力
ケーブル用フレキシブルチューブの被
覆に亀裂を発見した。

-

フレキシブルチューブの被覆亀裂箇所は、本
格点検時に養生が繰り返される部分であるこ
とから、経年劣化が原因で地震の影響による
ものではないと判断した。

- - -
フレキシブルチューブの交換を実施した。

発電機用軸受のオイルリングにねじれ
量の許容値逸脱が確認された。

-
通常運転にてオイルリングがメタルカバーに
触れ磨耗したものであり，経年劣化が原因で
地震の影響によるものではないと判断した。

- - - オイルリングの交換を実施した。

電動機ローターバーに緩みが確認され
た。

-
始動停止に伴う熱膨張収縮の繰り返しによる
経年劣化が原因で地震の影響によるもので
はないと判断した。

- - - かしめ補修を実施した。

B -

電動機反フライホイール側軸受の排油
サポートに軽微な変形が確認された。

-

サポート取付部、配管および他の同様なサ
ポートに変形等の異常はないことから、変
形はメンテナンス上の締め過ぎによるものと
推定され、地震の影響によるものではない
と判断した。

無 - 良 不要 サポートの修理を実施した。

補助ボイラに付
属する給水設備

給水ポンプ電動機 P62-C001 Ｄ -

電動機ファン側下部に微量の油溜まり
を確認した。試運転による機能確認を
実施したが、新たなオイルリークは確認
されなかった。

-

電動機ファン側ベアリングはシールドベアリ
ングタイプであり、目視点検の結果、油の漏
えい跡がないこと、また作動試験の結果、
異常が確認されなかったことから、電動機
の地震による影響はないと判断した。

無 - - - -

無

A -

液体廃棄物処理
系
高電導度廃液系

高電導度廃液系サン
プルポンプ

K13-C003

C81-C002

健全性評価（追加評価）
機器名称 地震応答解析結果機器番号 種類

原子炉安
全上重要
な設備

設備点検結果
対応策

設備区分

総合評価

損傷原因の検討
備考

（2）横型ポンプ

（5）電動機
原子炉冷却材再
循環ポンプ電源
装置

原子炉冷却材再循環
ポンプＭＧセット
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表-6.2.1 設備点検で異常が確認された設備に関する総合評価一覧表(2/15)

損傷原因
地震影響
の有無

構造強度・機能維持
への影響

判定

健全性評価（追加評価）
機器名称 地震応答解析結果機器番号 種類

原子炉安
全上重要
な設備

設備点検結果
対応策

設備区分
損傷原因の検討

備考

A -

電動機基礎部(グラウト部）に軽微なひ
び割れを確認した。

-
剥離・剥落等がないことから経年的な事象で
あると考えられるが、地震の影響は否定でき
ない。

有

グラウトは構造強度に影響を
及ぼさない部材（設計上はグ
ラウトは考慮していない）であ
り、基本点検にて確認された
ひびは剥落に至るような形状
ではないこと及び基礎ボルト
の目視点検，打診試験結果に
異常は無かったことから、構
造強度に影響はないと判断し
た。

良 不要
ひび割れの状況は微細であり、念のため硬化剤による補修を実施し
た。

B -

電動機基礎部(グラウト部）に軽微なひ
び割れを確認した。

-
剥離・剥落等がないことから経年的な事象で
あると考えられるが、地震の影響は否定でき
ない。

有

グラウトは構造強度に影響を
及ぼさない部材（設計上はグ
ラウトは考慮していない）であ
り、基本点検にて確認された
ひびは剥落に至るような形状
ではないこと及び基礎ボルト
の目視点検，打診試験結果に
異常は無かったことから、構
造強度に影響はないと判断し
た。

良 不要
ひび割れの状況は微細であり、念のため硬化剤による補修を実施し
た。

C -

電動機基礎部(グラウト部）に軽微なひ
び割れを確認した。

-
剥離・剥落等がないことから経年的な事象で
あると考えられるが、地震の影響は否定でき
ない。

有

グラウトは構造強度に影響を
及ぼさない部材（設計上はグ
ラウトは考慮していない）であ
り、基本点検にて確認された
ひびは剥落に至るような形状
ではないこと及び基礎ボルト
の目視点検，打診試験結果に
異常は無かったことから、構
造強度に影響はないと判断し
た。

良 不要
ひび割れの状況は微細であり、念のため硬化剤による補修を実施し
た。

A -

地震後のパトロールによりグラウト部に
ひび割れを確認した。ひび割れの状況
は微細であり、硬化剤による補修を実
施した。基礎ボルトについては超音波
探傷検査等の追加点検を実施し異常
のないことを確認した。

-
剥落等が見られないことから、機能に影響を
及ぼすものではないが、地震の影響は否定で
きない。

有

グラウトは構造強度に影響を
及ぼさない部材（設計上はグ
ラウトは考慮していない）であ
り、基本点検にて確認された
ひびは剥落に至るような形状
ではないこと及び基礎ボルト
の打診試験、超音波探傷試験
結果に異常は無かったことか
ら、構造強度に影響はないと
判断した。

良 不要
ひび割れの状況は微細であり、念のため硬化剤による補修を実施し
た。

B -

地震後のパトロールによりグラウト部に
ひび割れを確認した。ひび割れの状況
は微細であり、硬化剤による補修を実
施した。基礎ボルトについては超音波
探傷検査等の追加点検を実施し異常
のないことを確認した。

-
剥落等が見られないことから、機能に影響を
及ぼすものではないが、地震の影響は否定で
きない。

有

グラウトは構造強度に影響を
及ぼさない部材（設計上はグ
ラウトは考慮していない）であ
り、基本点検にて確認された
ひびは剥落に至るような形状
ではないこと及び基礎ボルト
の打診試験、超音波探傷試験
結果に異常は無かったことか
ら、構造強度に影響はないと
判断した。

良 不要
ひび割れの状況は微細であり、念のため硬化剤による補修を実施し
た。

N22-C002

U41-C901

（6）ファン

低圧ドレンポンプ 低圧ドレンポンプ

廃棄物処理建屋送風
機

換気空調系
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表-6.2.1 設備点検で異常が確認された設備に関する総合評価一覧表(3/15)

損傷原因
地震影響
の有無

構造強度・機能維持
への影響

判定

健全性評価（追加評価）
機器名称 地震応答解析結果機器番号 種類

原子炉安
全上重要
な設備

設備点検結果
対応策

設備区分
損傷原因の検討

備考

U41-C702 A -

地震後のパトロールによりグラウト部に
ひび割れを確認した。ひび割れの状況
は微細であり、硬化剤による補修を実
施した。基礎ボルトについては超音波
探傷検査等の追加点検を実施し異常
のないことを確認した。

-
剥落等が見られないことから、機能に影響を
及ぼすものではないが、地震の影響は否定で
きない。

有

グラウトは構造強度に影響を
及ぼさない部材（設計上はグ
ラウトは考慮していない）であ
り、基本点検にて確認された
ひびは剥落に至るような形状
ではないこと及び基礎ボルト
の打診試験、超音波探傷試験
結果に異常は無かったことか
ら、構造強度に影響はないと
判断した。

良 不要
ひび割れの状況は微細であり、念のため硬化剤による補修を実施し
た。

U41-C702 B -

地震後のパトロールによりグラウト部に
微細なひび割れを確認した。念のた
め、基礎ボルトの超音波探傷検査等の
追加点検を実施し異常のないことを確
認した。

-
剥落等が見られないことから、機能に影響を
及ぼすものではないが、地震の影響は否定で
きない。

有

グラウトは構造強度に影響を
及ぼさない部材（設計上はグ
ラウトは考慮していない）であ
り、基本点検にて確認された
ひびは剥落に至るような形状
ではないこと及び基礎ボルト
の打診試験、超音波探傷試験
結果に異常は無かったことか
ら、構造強度に影響はないと
判断した。

良 不要
ひび割れの状況は微細であり、念のため硬化剤による補修を実施し
た。

A -

地震後のパトロールにより基礎部（グラ
ウト部）に軽微なひび割れを確認した。

-
剥離・剥落等がないことから経年的な事象で
あると考えられるが、地震の影響は否定でき
ない。

有

グラウトは構造強度に影響を
及ぼさない部材（設計上はグ
ラウトは考慮していない）であ
り、基本点検にて確認された
ひびは剥落に至るような形状
ではないことから、構造強度
に影響はないと判断した。

良 不要
ひび割れの状況は微細であり、念のため硬化剤による補修を実施し
た。

B -

地震後のパトロールにより基礎部（グラ
ウト部）に軽微なひび割れを確認した。

-
剥離・剥落等がないことから経年的な事象で
あると考えられるが、地震の影響は否定でき
ない。

有

グラウトは構造強度に影響を
及ぼさない部材（設計上はグ
ラウトは考慮していない）であ
り、基本点検にて確認された
ひびは剥落に至るような形状
ではないことから、構造強度
に影響はないと判断した。

良 不要
ひび割れの状況は微細であり、念のため硬化剤による補修を実施し
た。

C -

地震後のパトロールにより基礎部（グラ
ウト部）に軽微なひび割れを確認した。

-
剥離・剥落等がないことから経年的な事象で
あると考えられるが、地震の影響は否定でき
ない。

有

グラウトは構造強度に影響を
及ぼさない部材（設計上はグ
ラウトは考慮していない）であ
り、基本点検にて確認された
ひびは剥落に至るような形状
ではないことから、構造強度
に影響はないと判断した。

良 不要
ひび割れの状況は微細であり、念のため硬化剤による補修を実施し
た。

D -

地震後のパトロールにより基礎部（グラ
ウト部）に軽微なひび割れを確認した。

-
剥離・剥落等がないことから経年的な事象で
あると考えられるが、地震の影響は否定でき
ない。

有

グラウトは構造強度に影響を
及ぼさない部材（設計上はグ
ラウトは考慮していない）であ
り、基本点検にて確認された
ひびは剥落に至るような形状
ではないことから、構造強度
に影響はないと判断した。

良 不要
ひび割れの状況は微細であり、念のため硬化剤による補修を実施し
た。

U41-C101

サ-ビス建屋ホットラ
ボ送風機

原子炉区域・タ-ビン
区域送風機

換気空調系
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表-6.2.1 設備点検で異常が確認された設備に関する総合評価一覧表(4/15)

損傷原因
地震影響
の有無

構造強度・機能維持
への影響

判定

健全性評価（追加評価）
機器名称 地震応答解析結果機器番号 種類

原子炉安
全上重要
な設備

設備点検結果
対応策

設備区分
損傷原因の検討

備考

不活性ガス系 T31-F001 - ○

駆動部上部パッキン箱よりエアリークを
確認した。駆動部上部パッキン箱の分
解点検を実施した結果、ロッドパッキン
溝部にグリスの混入を確認した。他に
異常は確認されなかった。

良

エアリークは上部パッキン箱グリス塗布に際し
一部に厚く塗られたグリスがロッドパッキン挿
入時溝部に混入したことが原因で地震の影響
によるものではないと判断した。

無 - - -
通常の保全作業として、パッキン交換、手入れを実施し、漏えい確認
及び作動確認で異常のないことを確認した。

原子炉隔離時冷
却系

E51-F039 - ○

弁間漏えい試験において許容値を超え
るシート漏えいが確認された。
原因究明のため、追加点検（分解点
検）を実施した結果、スラッジの付着等
が確認された。
弁体弁座の手入，浸透探傷及び当たり
確認を行い異常のないことを確認した。

良
シート漏えいはスラッジの付着等によりシート
面の当りが低下したことが原因で地震の影響
によるものではないと判断した。

無 - - -
通常の保全作業として、手入れを実施し、漏えい確認及び作動確認で
異常のないことを確認した。

K11-F003 - ○

弁間漏えい試験において許容値を超え
るシート漏えいが確認された。
原因究明のため、追加点検（分解点
検）を実施した結果、スラッジの付着等
が確認された。
弁体弁座の手入，浸透探傷及び当たり
確認を行い異常のないことを確認した。

良
シート漏えいはスラッジの付着等によりシート
面の当りが低下したことが原因で地震の影響
によるものではないと判断した。

無 - - -
通常の保全作業として、手入れを実施し、漏えい確認及び作動確認で
異常のないことを確認した。

K11-F004 - ○

弁間漏えい試験において許容値を超え
るシート漏えいが確認された。
原因究明のため、追加点検（分解点
検）を実施した結果、スラッジの付着等
が確認された。
弁体弁座の手入，浸透探傷及び当たり
確認を行い異常のないことを確認した。

良
シート漏えいはスラッジの付着等によりシート
面の当りが低下したことが原因で地震の影響
によるものではないと判断した。

無 - - -
通常の保全作業として、手入れを実施し、漏えい確認及び作動確認で
異常のないことを確認した。

減圧装置 グランド蒸気減圧弁 N33-F002 - -

作動試験を実施したところ、弁駆動部よ
り異音がしたことから、念のため、駆動
部の分解点検を実施した。その結果、
異常は確認されなかった。

-

弁の分解点検後､長期にわたり停止している
ため、弁本体内部、操作器内部において部分
的に固着傾向となり、微少な異音が生じたも
ので地震の影響によるものではないと判断し
た。

無 - - - -

減圧装置 所内温水系バック
アップ熱交換器入口
減圧弁

P61-F202 - -

漏えい確認時、グランド部より微量な熱
水の漏えいを確認した。

-

分解点検を実施した結果、グランドパッキンの
劣化が確認され、その他損傷等異常がないこ
とから、パッキンの経年劣化が原因で地震の
影響によるものではないと判断した。

無 - - -
通常の保全作業として、グランドパッキンを交換後、漏えい確認を実
施し、異常のないことを確認した。

主要弁

液体廃棄物処理
系

（9）弁
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表-6.2.1 設備点検で異常が確認された設備に関する総合評価一覧表(5/15)

損傷原因
地震影響
の有無

構造強度・機能維持
への影響

判定

健全性評価（追加評価）
機器名称 地震応答解析結果機器番号 種類

原子炉安
全上重要
な設備

設備点検結果
対応策

設備区分
損傷原因の検討

備考

当直員の日常パトロ-ルにおいて燃料
噴射ポンプの入口配管フランジより燃
料油のにじみを確認した。

良

漏えい箇所のパッキンに建設時の装着不良
によるものと思われる割れが認められたこと
から，建設時の施工不良が原因で地震の影
響によるものではないと判断した。

無 - - -
燃料噴射噴射ポンプの点検に併せて改良型パッキンに交換している
ところであり，当該部を含め未交換箇所のパッキン交換を実施した。

地震後のパトロ-ルにより基礎・グラウト
部にひび割れを確認した。

良

確認されたひびは、形状、発生場所から判断
すると地震時に想定されるコンクリート部の損
傷パターンとは大きく異なるものである。ま
た、地震応答解析では、評価基準値に対し
て、十分に余裕のある結果が得られている。
さらに、コンクリート破壊に対して、基礎ボルト
が先行して破壊するよう設計されているのに
対し、ボルトは目視点検、打診試験、トルク確
認、超音波探傷検査によって健全性が確認さ
れている。以上から、コンクリートの乾燥収縮
に起因したひび割れであり、地震による影響
ではないと考えられるが、地震の影響は否定
できない。

有

グラウトは構造強度に影響を
及ぼさない部材（設計上はグ
ラウトは考慮していない）であ
り、基本点検にて確認された
ひびは剥落に至るような形状
ではないこと及び基礎ボルト
の打診試験、超音波探傷試験
結果に異常は無かったことか
ら、構造強度に影響はないと
判断した。

良 不要 -

ディーゼル発電機
地震後のパトロールにおいて発電機ブ
ラシカバー用ホルダーのバックルに変
形を確認した。

良
ブラシカバーの開閉を繰り返したことが原因で
バックルが変形したものと推定され，地震の影
響によるものではないと判断した。

無 - - - バックルの修理を実施した。

ディ-ゼル機関

地震後のパトロ-ルにより基礎・グラウト
部にひび割れを確認した。

良

確認されたひびは、形状、発生場所から判断
すると地震時に想定されるコンクリート部の損
傷パターンとは大きく異なるものである。ま
た、地震応答解析では、評価基準値に対し
て、十分に余裕のある結果が得られている。
さらに、コンクリート破壊に対して、基礎ボルト
が先行して破壊するよう設計されているのに
対し、ボルトは目視点検、打診試験によって健
全性が確認されている。以上から、コンクリー
トの乾燥収縮に起因したひび割れであると判
断できるが、地震の影響は否定できない。

有

グラウトは構造強度に影響を
及ぼさない部材（設計上はグ
ラウトは考慮していない）であ
り、基本点検にて確認された
ひびは剥落に至るような形状
ではないこと及び基礎ボルト
の打診試験、超音波探傷試験
結果に異常は無かったことか
ら、構造強度に影響はないと
判断した。

良 不要 -

ディーゼル発電機
非常用予備発電装置（C）発電機軸受
けの排油側配管にあるフランジ部か
ら、油の滲みを発見した。

良
当該フランジ部を分解した結果、Oリングの損
傷（過去のOリングの取付不良）が原因で地震
の影響によるものではないと判断した。

無 - - - Oリングの交換を実施した。

ディ-ゼル機関

地震後のパトロ-ルにより基礎・グラウト
部にひび割れを確認した。

良

確認されたひびは、形状、発生場所から判断
すると地震時に想定されるコンクリート部の損
傷パターンとは大きく異なるものである。ま
た、地震応答解析では、評価基準値に対し
て、十分に余裕のある結果が得られている。
さらに、コンクリート破壊に対して、基礎ボルト
が先行して破壊するよう設計されているのに
対し、ボルトは目視点検、打診試験によって健
全性が確認されている。以上から、コンクリー
トの乾燥収縮に起因したひび割れであると判
断できるが、地震の影響は否定できない。

有

グラウトは構造強度に影響を
及ぼさない部材（設計上はグ
ラウトは考慮していない）であ
り、基本点検にて確認された
ひびは剥落に至るような形状
ではないこと及び基礎ボルト
の打診試験、超音波探傷試験
結果に異常は無かったことか
ら、構造強度に影響はないと
判断した。

良 不要 -

R43-A004 A-1 ○
当直員の日常パトロ-ルにおいて当該
タンクの圧力降下が他のタンクに比べ
て早いことを確認した。始動弁フランジ
部より微少な漏えいを確認した。

-
パッキンの経年劣化が原因であり地震の影響
によるものではないと判断した。

無 - - - パッキンの交換を実施した。

R43-A004 B-1 ○
当直員の日常パトロ-ルにおいて当該
タンクの圧力降下が他のタンクに比べ
て早いことを確認した。空気圧縮機出
口のフランジより漏えいを確認した。

-
パッキンの経年劣化が原因であり地震の影響
によるものではないと判断した。

無 - - - パッキンの交換を実施した。

空気だめ

（11）非常用ディーゼル発電機
ディ-ゼル機関

Ｂ

A ○

○

○

Ｃ

非常用ディ-ゼル
発電設備

R43-C001
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表-6.2.1 設備点検で異常が確認された設備に関する総合評価一覧表(6/15)

損傷原因
地震影響
の有無

構造強度・機能維持
への影響

判定

健全性評価（追加評価）
機器名称 地震応答解析結果機器番号 種類

原子炉安
全上重要
な設備

設備点検結果
対応策

設備区分
損傷原因の検討

備考

制御棒駆動系 水圧制御ユニット（ｱ
ｷｭﾑﾚ-ﾀ）（スクラム弁
含む）

C12-D004 126 ○
スクラム弁（ロケーション№ ：06-31/22-
31)の漏えい確認にてシート漏えいが確
認された。
当該弁（ロケーション№ ：06-31/22-31)
は、予め計画する追加点検対象であっ
ため、分解点検を実施した結果、弁棒
には傷、弁座にはシート面の欠損が確
認された。

良

スクラム弁の開閉時の弁のすわりにより，微
小な腐食が発生したものと推定される。
これにより，弁座についても損傷したものと考
えられ，地震の影響でないと判断した。

無 - - 弁棒は予備品と交換、弁座は消耗品のため新品と交換した。

(26-43) ○

燃料移動時に引抜き不良が確認され
た。その後、分解点検及び作動試験を
行い異常のないことを確認した。

良

スクラム水による高圧水の通水により、スムー
ズに引き抜きが可能となった。その後、分解
点検を実施し、内部構造物（中空ピストン、
バッファースリーブ等）に異常の無いことが確
認され、クラッド等の一時的な干渉による動作
不良であり、地震の影響によるものではない
と判断した。

無 - - -
通常の保全作業実施後、スクラム試験などの作動試験を実施し、作
動性能に異常のないことを確認した。

(38-43) ○

燃料移動時に引抜き不良が確認され
た。その後、分解点検及び作動試験を
行い異常のないことを確認した。

良

スクラム水による高圧水の通水により、スムー
ズに引き抜きが可能となった。その後、分解
点検を実施し、内部構造物（中空ピストン、
バッファースリーブ等）に異常の無いことが確
認され、クラッド等の一時的な干渉による動作
不良であり、地震の影響によるものではない
と判断した。

無 - - -
通常の保全作業実施後、スクラム試験などの作動試験を実施し、作
動性能に異常のないことを確認した。

- ○
基本点検における作動確認において、
アンカップリング事象が確認された。原
因究明のため分解点検が必要と判断
し、追加点検（分解点検）を実施した
が、中空ピストンカップリング部に、損
傷・異常は確認されなかった。

良

アンカップリング事象は,  カップリング部に損
傷がなかったことから，地震前の作業におけ
る結合不良であることが確認され，地震の影
響でないと判断した。

無 - - - 終報告内容（対策）についてＮＩＳＡと折衝中。

軸受の油切りの損傷、中間軸
受台キ-の変形、オイルシ-ルリ
ングの割れが確認されており、
これらの機器の損傷は、機能に
影響があるものと判断した。

否

　　　　要

軸受け油切り
歯，オイルシ-
ルリングの取
替、中間軸受
台キ-の修理等
を行う。

-

車軸及び軸受け等の接触痕は
軽微であるため機能には影響
ないと判断した。

良 不要 通常の保全作業として手入れを実施した。

翼（動翼と静翼）の接触痕は軽
微であり、これらは機能に影響
ないと判断した。

良 不要 通常の保全作業として手入れを実施した。

目視点検にて地震の荷重を直接受けも
つ中間軸受台基礎部コンクリート（グラ
ウト部）に割れが確認された。

-
本事象の発生時期は不明であるが、地震の
影響による可能性があると判断した。

グラウトは構造強度に影響を及
ぼさない部材（設計上はグラウ
トは考慮していない）であって、
基礎に至るようなひびではない
ため機能には影響ないと判断し
た。

良 不要 -

蒸気タ-ビン

有

制御棒駆動機構

N31-C001高圧タ-ビン

（13）制御棒駆動機構

（14）主タービン
-

基本点検における目視点検において、
軸受の油切りにロータとの接触による
損傷及び接触の痕等を確認した。ま
た，予め計画する追加点検において
は，翼（動翼と静翼）及び車軸の接触の
痕・傷ならびに地震の荷重を直接受け
保つ中間軸受台キーの変形，オイル
シールリングの割れ等が確認された。

地震により、スラスト軸受及びジャーナル軸受
の揺れがロータに伝わり、ロータが振れたこと
により、軸受の油切りとロータとの接触、翼間
（動翼と静翼）及び車軸の接触等が発生したも
のと考えられ、地震の影響によるものと判断し
た。

C12-D005

-

制御棒駆動機構

-
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表-6.2.1 設備点検で異常が確認された設備に関する総合評価一覧表(7/15)

損傷原因
地震影響
の有無

構造強度・機能維持
への影響

判定

健全性評価（追加評価）
機器名称 地震応答解析結果機器番号 種類

原子炉安
全上重要
な設備

設備点検結果
対応策

設備区分
損傷原因の検討

備考

軸受の油切りにロ-タとの接触
による損傷、動翼に摩耗が確認
されており、これらの機器の損
傷は、機能に影響があるものと
判断した。

否

　　　　要

摩耗の著しい
翼、軸受油切り
歯の取替等を
行う

-

車軸及び軸受け等の接触痕は
軽微であるため機能には影響
ないと判断した。

良 不要 通常の保全作業として手入れを実施した。

翼（動翼と静翼）の接触痕は軽
微であり、これらは機能に影響
ないと判断した。

良 不要 通常の保全作業として手入れを実施した。

動翼については、さらなる追加点検とし
て、翼付け根部の目視点検及び非破壊
検査を行った結果、第１４段に磁粉指
示模様が確認された。
（第14段：１２枚／３０４枚）

-

金属破面の調査等を行った結果，高サイク
ル疲労が原因と考えられ，今回の地震以前
に生じたものと考えられることから地震の影
響によるものでないと判断した。

無 - - - 交換又は修理を実施した。

軸受の油切りにロ-タとの接触
による損傷、動翼に摩耗が確認
されており、これらの機器の損
傷は、機能に影響があるものと
判断した。

否

　　　　要

摩耗の著しい
翼、軸受油切り
歯の取替等を
行う

-

車軸及び軸受け等の接触痕は
軽微であるため機能には影響
ないと判断した。

良 不要 通常の保全作業として手入れを実施した。

翼（動翼と静翼）の接触痕は軽
微であり、これらは、機能に影
響ないと判断した。

良 不要 通常の保全作業として手入れを実施した。

動翼については、さらなる追加点検とし
て、翼付け根部の目視点検及び非破壊
検査を行った結果、第１４段，第１６段
に磁粉指示模様が確認された。
（第14段：９１枚／３０４枚，第１６段：１
枚／２６０枚）

-

金属破面の調査等を行った結果，高サイク
ル疲労が原因と考えられ，今回の地震以前
に生じたものと考えられることから地震の影
響によるものでないと判断した。

無 - - - 交換又は修理を実施した。

軸受の油切りにロ-タとの接触
による損傷、動翼に摩耗が確認
されており、これらの機器の損
傷は、機能に影響があるものと
判断した。

否

　　　　要

摩耗の著しい
翼、軸受油切り
歯の取替等を
行う

-

車軸及び軸受け等の接触痕は
軽微であるため機能には影響
ないと判断した。

良 不要 通常の保全作業として手入れを実施した。

翼（動翼と静翼）の接触痕は軽
微であり、これらは、機能に影
響ないと判断した。

良 不要 通常の保全作業として手入れを実施した。

動翼については、さらなる追加点検とし
て、翼付け根部の目視点検及び非破壊
検査を行った結果、第１４段，第１６段
に磁粉指示模様が確認された。
（第14段：３４枚／３０４枚，第１６段：４
枚／２６０枚）

-

金属破面の調査等を行った結果，高サイク
ル疲労が原因と考えられ，今回の地震以前
に生じたものと考えられることから地震の影
響によるものでないと判断した。

無 - - - 交換又は修理を実施した。

低圧タ-ビン蒸気タ-ビン -

-

-

基本点検における目視点検において，
軸受の油切りにロータとの接触による
損傷及び接触の痕等を確認した。ま
た、予め計画する追加点検においては
翼（動翼と静翼）及び車軸の接触の痕・
傷等が確認された

地震により、スラスト軸受及びジャーナル軸受
の揺れがロータに伝わり、ロータが振れたこと
により、軸受の油切りとロータとの接触、翼間
（動翼と静翼）及び車軸の接触等が発生したも
のと考えられ、地震の影響によるものと判断し
た。

地震により、スラスト軸受及びジャーナル軸受
の揺れがロータに伝わり、ロータが振れたこと
により、軸受の油切りとロータとの接触、翼間
（動翼と静翼）及び車軸の接触等が発生したも
のと考えられ、地震の影響によるものと判断し
た。

-

基本点検における目視点検において，
軸受の油切りにロータとの接触による
損傷及び接触の痕等を確認した。ま
た、予め計画する追加点検においては
翼（動翼と静翼）及び車軸の接触の痕・
傷等が確認された

N31-C002

B

C

Ａ

有

基本点検における目視点検において，
軸受の油切りにロータとの接触による
損傷及び接触の痕等を確認した。ま
た、予め計画する追加点検においては
翼（動翼と静翼）及び車軸の接触の痕・
傷等が確認された

-

有

地震により、スラスト軸受及びジャーナル軸受
の揺れがロータに伝わり、ロータが振れたこと
により、軸受の油切りとロータとの接触、翼間
（動翼と静翼）及び車軸の接触等が発生したも
のと考えられ、地震の影響によるものと判断し
た。

- 有
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表-6.2.1 設備点検で異常が確認された設備に関する総合評価一覧表(8/15)

損傷原因
地震影響
の有無

構造強度・機能維持
への影響

判定

健全性評価（追加評価）
機器名称 地震応答解析結果機器番号 種類

原子炉安
全上重要
な設備

設備点検結果
対応策

設備区分
損傷原因の検討

備考

発電機 主発電機本体 - - -

予め計画する追加点検として軸受廻り
詳細点検を実施した結果，軸受メタル
に回転子シャフトとの接触キズを確認し
た。また，浸透探傷検査にて部分的な
欠陥を確認した。

予め計画する追加点検としてブラシホ
ルダー廻り詳細点検を実施した結果，
ブラシホルダー廻りの構成品と回転子
コレクタ廻りとの接触，界磁電路接続ボ
ルト緩み・ロッカー部のノックピンの変形
等が確認された。

予め計画する追加点検としてキー部，
基礎ボルト詳細点検を実施した結果，
センターキーの変形，アライメントキー
の傷，アライメント調整座取付ボルトの
緩み，ライナー飛び出し，発電機据付
ボルトワッシャーずれを確認した。

-
本事象は地震の影響によるものであると判断
した。

有
主要構成品の大きな損傷には
至っておらず，機能維持に影響
ないと判断した。

良 不要
現在損傷部品の修理を実施中。
修理完了後，発電機の復旧に入り，組立完了後リーク試験にて気密
性の確認を行う。

燃料取替機給電レールの変形が確認
された。

-

仮置中のウェルシールドプラグが地震によっ
て移動し，燃料取替機給電レールに干渉した
事により当該レールが変形したものと推定し
た。

給電レールが変形したものの走
行レールは健全であり、燃料取
替機としての機能に異常ないこ
とを確認した。

良 不要

給電レ-ルを交換し、異常の無いことを確認した。

地震後に「制御系異常」警報が確認さ
れた。

-
基本点検結果に異常がなかったことから，「制
御系異常」警報は地震により燃料取替機台車
が揺れたために発生したものと推定される。

基本点検結果に異常がなかっ
たことから，故障等，健全性に
影響を与えるものではないこと
を確認した。

良 不要 -

燃料取扱装置 原子炉建屋クレ-ン U31-E001 - -

基本点検の結果、走行伝動用継手（ユ
ニバーサルジョイントのクロスピン）が
破損し、動作不可であることを確認し
た。破損は南側（車輪側・電動機側）、
北側（車輪側）で計3箇所に確認され
た。
また、ガーター側面に設置の15tホイス
トリミットスイッチ用レバーに軽微な曲が
りが確認された。走行用架線（クレーン
作動電源供給部品）については多少の
曲がりが確認された。

-

走行伝動用継手（ユニバーサルジョイントのク
ロスピン）は地震動により過大なトルクが発生
し破損に至ったと考えられる。
ガーター側面に設置の15tホイストリミットス
イッチ用レバーの軽微な曲がりについては、
地震時にリミットスイッチ用レバーがストライ
カー作動用の鋼板へ接触したことによるもの
と考えられる。
走行用架線（クレーン作動電源供給部品）の
多少の曲がりについては建設当初の据付時
からのものと考えられる。

有

走行伝動用継手（ユニバーサル
ジョイント）の破損については走
行機能に影響あり。その他は影
響なし。

否

　　　　要

走行伝動用継
手（ユニバーサ
ルジョイントの
クロスピン）に
ついては当該
部品を新品・同
型に交換を実
施した。
また、ガーター
側面に設置の
15tホイストリ
ミットスイッチ用
レバーについて
は当該部品を
新品・同型に交
換を実施した。
走行用架線（ク
レーン作動電
源供給部品）の
多少の曲がり
については作
動試験により問
題ない事を確
認した。

-

有

（15）発電機

（17）燃料取替機

（18）クレーン

燃料取扱装置 燃料取替機 F15-E001 - -
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表-6.2.1 設備点検で異常が確認された設備に関する総合評価一覧表(9/15)

損傷原因
地震影響
の有無

構造強度・機能維持
への影響

判定

健全性評価（追加評価）
機器名称 地震応答解析結果機器番号 種類

原子炉安
全上重要
な設備

設備点検結果
対応策

設備区分
損傷原因の検討

備考

補助ボイラに付
属する管

主配管 - - -

漏えい試験において弁P61-TCV-F207
付近の配管より蒸気の漏えいを確認し
た。当該箇所の保温撤去後、詳細目視
点検、及び浸透探傷試験を実施した結
果、P61-TCV-F207下流側溶接線に指
示模様を確認した。

-

　当該箇所について材料調査を実施した結
果，浸透探傷検査の指示箇所が粒界割れの
様相を呈していることが確認された。Ｆ２０７調
節弁が微開運用を繰り返すことから，原因とし
て弁シート漏洩により弁下流側配管で蒸気に
添加されている水酸化ナトリウムが濃縮され，
残留応力が高い溶接部でアルカリ腐食割れ
が発生したことによると考えられる（震災前に
同発電所５号機に同じ現象によるアルカリ腐
食割れが発生している）。
　以上より、今回発生した配管割れはアルカリ
腐食割れが原因であり、地震による影響はな
いと判断する。

無 - - - 当該配管部の修理（交換）を予定。

Ｔ１０５ -

目視点検の結果、給水加熱器ベント系
オイルスナッバのタ-ンバックルに曲が
りが確認された。

-
本事象は、上下方向の地震力によりターン
バックル部が変形したものと判断した。

オイルスナッバ本体にはオイル
漏れ等の事象はなかったもの
の、配管とを連結するターン
バックル部が上下方向に変形し
ていることから、配管支持機能
へ影響があったものと判断し
た。

否 要 本オイルスナッバの交換を実施

Ｔ１０7 -

目視点検の結果、給水加熱器ベント系
オイルスナッバのタ-ンバックルに曲が
りが確認された。

-
本事象は、上下方向の地震力によりターン
バックル部が変形したものと判断した。

オイルスナッバ本体にはオイル
漏れ等の事象はなかったもの
の、配管とを連結するターン
バックル部が上下方向に変形し
ていることから、配管支持機能
へ影響があったものと判断し
た。

否 要 本オイルスナッバの交換を実施

Ｔ１０9 -

目視点検の結果、給水加熱器ベント系
オイルスナッバのタ-ンバックルに曲が
りが確認された。

-
本事象は、上下方向の地震力によりターン
バックル部が変形したものと判断した。

オイルスナッバ本体にはオイル
漏れ等の事象はなかったもの
の、配管とを連結するターン
バックル部が上下方向に変形し
ていることから、配管支持機能
へ影響があったものと判断し
た。

否 要 本オイルスナッバの交換を実施

T186 -

目視点検の結果、給水加熱器ベント系
オイルスナッバのタ-ンバックルに曲が
りが確認された。

-
本事象は、上下方向の地震力によりターン
バックル部が変形したものと判断した。

オイルスナッバ本体にはオイル
漏れ等の事象はなかったもの
の、配管とを連結するターン
バックル部が上下方向に変形し
ていることから、配管支持機能
へ影響があったものと判断し
た。

否 要 本オイルスナッバの交換を実施

主配管
（レストレント）

RE-MS-
T001

- -
目視点検の結果、レストレント脚部に溶
接部割れが確認された。

-
破面調査の結果，運転疲労によるものと判断
でき、地震による影響でないことを確認した。

無 - - - 脚部の補修を実施する。

1 -
低速走行試験を実施した結果、メカニカ
ルスナッバにスティック（固着）が確認さ
れた。

-
分解点検を実施した結果、原因は部品（ボー
ルネジ）の固着であり、地震による破損ではな
かった。

- - - -

3 -
低速走行試験を実施した結果、メカニカ
ルスナッバにスティック（固着）が確認さ
れた。

-
分解点検を実施した結果、原因は部品（ボー
ルネジ）の固着であり、地震による破損ではな
かった。

- - - -

主配管２
（メカニカルスナッバ）

SNM-MS-
T034

1 -
低速走行試験を実施した結果、メカニカ
ルスナッバにスティック（固着）が確認さ
れた。

-
分解点検を実施した結果、原因は部品（ボー
ルネジ）の固着であり、地震による破損ではな
かった。

無 - - - -

主配管１
（メカニカルスナッバ）

無

有

SNM-MS-
T033

給水加熱器ドレンベ
ント系の管
（オイルスナッバ）

ＳＮＯ-ＨＶ給水加熱器ドレ
ンベント系

主蒸気配管

(21)配管
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表-6.2.1 設備点検で異常が確認された設備に関する総合評価一覧表(10/15)

損傷原因
地震影響
の有無

構造強度・機能維持
への影響

判定

健全性評価（追加評価）
機器名称 地震応答解析結果機器番号 種類

原子炉安
全上重要
な設備

設備点検結果
対応策

設備区分
損傷原因の検討

備考

基本点検における目視点検で整流板
に浮き上り及び変形を確認した。

-

地震前の第8回定検点検結果では変形は確
認されておらず、地震後点検時に変形が確認
され、その箇所はA,B,C全てのコーナー部に発
生していることから、本事象は地震によるター
ビンと復水器の揺れの違いから整流板が下部
ホルダーと干渉し、曲げ加工（コーナのＲ加
工）で剛性が高いコーナー部が塑性変形した
事象であると判断した。

有

整流板は伸縮継手に直接蒸気
が当たるのを防ぐために保護用
で取付けられており、本事象の
浮き上がり、変形は直接機能に
は影響するものでないと判断し
た。

良 不要 念のため、損傷整流板について新製交換した。

基本点検における目視点検で水室フラ
ンジ部漏えい痕及び海側水室フランジ
蓋パッキンのはみ出し・千切れが確認
された。

-

フランジボルトズレ跡部に錆が確認されてお
り、運転振動により締付力が若干低下し、パッ
キンが徐々にはみ出し、劣化・硬化し千切れ
たもので、経年劣化が原因で地震の影響によ
るものではないと判断した。

- - - 復水器水室内面に目張り補修を実施中。

基本点検における目視点検で、水室フ
ランジ部ボルトナットのズレ跡が確認さ
れた。

-

フランジボルトズレ跡部に錆が確認されてお
り、運転振動により締付力が若干低下したも
のであり、経年劣化が原因で地震の影響によ
るものではないと判断した。

- - -
ズレ量の大きい箇所のボルト・ナットについて、抜取りＶＴを行い異常
のないことを確認した。また、ボルト全数のトルク締めを実施した。

基本点検における目視点検で整流板
に浮き上り及び変形を確認した。

-

地震前の第8回定検点検結果では変形は確
認されておらず、地震後点検時に変形が確認
され、その箇所はA,B,C全てのコーナー部に発
生していることから、本事象は地震によるター
ビンと復水器の揺れの違いから整流板が下部
ホルダーと干渉し、曲げ加工（コーナのＲ加
工）で剛性が高いコーナー部が塑性変形した
事象であると判断した。

有

整流板は伸縮継手に直接蒸気
が当たるのを防ぐために保護用
で取付けられており、本事象の
浮き上がり、変形は直接機能に
は影響するものでないと判断し
た。

良 不要 念のため、損傷整流板について新製交換した。

基本点検における目視点検で水室フラ
ンジ部漏えい痕及び海側水室フランジ
蓋パッキンのはみ出し・千切れが確認
された。

-

フランジボルトズレ跡部に錆が確認されてお
り、運転振動により締付力が若干低下し、パッ
キンが徐々にはみ出し、劣化・硬化し千切れ
たもので、経年劣化が原因で地震の影響によ
るものではないと判断した。

- - - 復水器水室内面に目張り補修を実施中。

基本点検における目視点検で、水室フ
ランジ部ボルトナットのズレ跡が確認さ
れた。

-

フランジボルトズレ跡部に錆が確認されてお
り、運転振動により締付力が若干低下し、パッ
キンが徐々にはみ出し、劣化・硬化し千切れ
たもので、経年劣化が原因で地震の影響によ
るものではないと判断した。

- - -
ズレ量の大きい箇所のボルト・ナットについて、抜取りＶＴを行い異常
のないことを確認した。また、ボルト全数のトルク締めを実施した。

基本点検における目視点検で整流板
に浮き上り及び変形を確認した。

-

地震前の第8回定検点検結果では変形は確
認されておらず、地震後点検時に変形が確認
され、その箇所はA,B,C全てのコーナー部に発
生していることから、本事象は地震によるター
ビンと復水器の揺れの違いから整流板が下部
ホルダーと干渉し、曲げ加工（コーナのＲ加
工）で剛性が高いコーナー部が塑性変形した
事象であると判断した。

有

整流板は伸縮継手に直接蒸気
が当たるのを防ぐために保護用
で取付けられており、本事象の
浮き上がり、変形は直接機能に
は影響するものでないと判断し
た。

良 不要 念のため、損傷整流板について新製交換した。

基本点検における目視点検で水室フラ
ンジ部漏えい痕及び海側水室フランジ
蓋パッキンのはみ出し・千切れが確認
された。

-

フランジボルトズレ跡部に錆が確認されてお
り、運転振動により締付力が若干低下し、パッ
キンが徐々にはみ出し、劣化・硬化し千切れ
たもので、経年劣化が原因で地震の影響によ
るものではないと判断した。

無 - - - 復水器水室内面に目張り補修を実施中。

A

B

-

-

無

無

-

復水器

復水器C

N61-B001

C

復水器B

復水器A
（24）復水器、給水加熱器、湿分分離加熱器
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表-6.2.1 設備点検で異常が確認された設備に関する総合評価一覧表(11/15)

損傷原因
地震影響
の有無

構造強度・機能維持
への影響

判定

健全性評価（追加評価）
機器名称 地震応答解析結果機器番号 種類

原子炉安
全上重要
な設備

設備点検結果
対応策

設備区分
損傷原因の検討

備考

基本点検における目視点検で、水室フ
ランジ部ボルトナットのズレ跡が確認さ
れた。

-

フランジボルトズレ跡部に錆が確認されてお
り、運転振動により締付力が若干低下したも
のであり、経年劣化が原因で地震の影響によ
るものではないと判断した。

- - -
ズレ量の大きい箇所のボルト・ナットについて、抜取りＶＴを行い異常
のないことを確認した。また、ボルト全数のトルク締めを実施した。

予め計画する追加点検として浸透探傷
検査を実施した結果、器内混合ドレン
配管のサポート溶接部近傍に損傷が確
認された。

-

損傷部位を切り出し破面観察を実施した結
果、破面の極一部を除き腐食生成物が確認さ
れていることから、損傷に至った原因は地震
の影響ではなく運転中の疲労による損傷と判
断した。

- - -
損傷サポートについて新製交換実施中

A クラス3

予め計画する追加点検として浸透探傷
試験により溶接部の指示模様や目視
点検による溶接部の傷が確認された。

-

確認された指示模様は円形指示模様であるこ
と、傷については内部構造物の取付溶接溶接
部であり地震発生以前にも同様な箇所に傷が
確認されていることから経年的な事象であり
地震の影響によるものではないと判断した。

無 - - -
当該部の補修や傷の除去を行った。

B クラス3

予め計画する追加点検として浸透探傷
試験により溶接部の指示模様や目視
点検による溶接部の傷が確認された。

-

確認された指示模様は円形指示模様であるこ
と、傷については内部構造物の取付溶接溶接
部であり地震発生以前にも同様な箇所に傷が
確認されていることから経年的な事象であり
地震の影響によるものではないと判断した。

無 - - -
当該部の補修や傷の除去を行った。

給復水系 第１給水加熱器A N21-B001 A -

第1給水加熱器（A)基礎・グラウト部に
き裂が確認された。

-

確認されたひびは、形状、発生場所から判断
すると地震時に想定されるコンクリート部の損
傷パターンとは大きく異なるものである。コンク
リートの乾燥収縮に起因したひび割れである
と判断できるが、地震の影響は否定できな
い。

有

グラウトは構造強度に影響を
及ぼさない部材（設計上はグ
ラウトは考慮していない）であ
り、基本点検にて確認された
ひびは剥落に至るような形状
ではないこと及び基礎ボルト
の打診試験、超音波探傷試験
結果に異常は無かったことか
ら、構造強度に影響はないと
判断した。

良 不要
構造強度に影響はないと判断したが、念のため、今後グラウト部の補
修を実施する。

復水器 C -

無

N35-B001湿分分離加熱器蒸気タービンに
附属する熱交換
器

復水器C N61-B001
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表-6.2.1 設備点検で異常が確認された設備に関する総合評価一覧表(12/15)

損傷原因
地震影響
の有無

構造強度・機能維持
への影響

判定

健全性評価（追加評価）
機器名称 地震応答解析結果機器番号 種類

原子炉安
全上重要
な設備

設備点検結果
対応策

設備区分
損傷原因の検討

備考

予め計画する追加点検として目視点検
を実施した結果、放圧管より油漏れが
確認された。 -

揺れにより放圧装置が動作し放圧弁から漏油
したものであり、地震の影響によるものと判断
した。

変圧器本体を保護する為の動
作であり機器の損傷ではないこ
とから、機械性能等には影響な
いと判断した。

良 不要
地震による影響であり、機能維持には影響が無いと判断したが、正規
の状態にて復旧するため、放圧板および安全ピンの交換を実施した。

予め計画する追加点検として分解点検
を実施した結果、巻線部の絶縁物の一
部にズレが確認された。

-
本来，等間隔に配置されている絶縁物に揺れ
が原因と考えられるズレが生じていることか
ら、地震の影響によるものと判断した。

絶縁物の配列ズレであり、巻線
にズレは無いことから、巻線距
離に変化は無く絶縁性能等に
影響無いと判断した。

良 不要
地震による影響であり、機能維持には影響が無いと判断したが、正規
の状態にて復旧するため、絶縁物を元の位置に修復した。

低起動変圧器 低起動変圧器 Ｓ１２-ＬＳＴ
Ｒ

６ＳＢ -

基本点検における目視点検にて、放圧
管より油漏れが確認された。

-

揺れにより放圧装置が動作し放圧弁から漏油
したものであり、地震の影響によるものと判断
した。

有

変圧器本体を保護する為の動
作であり機器の損傷ではないこ
とから、機械性能等には影響な
いと判断した。

良 不要
地震による影響であり、機能維持には影響が無いと判断したが、正規
の状態にて復旧するため、放圧装置の交換を実施した。

6A -

予め計画する追加点検として分解点検
を実施した結果、巻線部の絶縁物の一
部にズレが確認された。

-
本来，等間隔に配置されている絶縁物に揺れ
が原因と考えられるズレが生じていることか
ら、地震の影響によるものと判断した。

有

絶縁物の配列ズレであり、巻線
にズレは無いことから、巻線距
離に変化は無く絶縁性能等に
影響無いと判断した。

良 不要
地震による影響であり、機能維持には影響が無いと判断したが、正規
の状態にて復旧するため、絶縁物を元の位置に修復した。

6B -

予め計画する追加点検として分解点検
を実施した結果、巻線部の絶縁物の一
部にズレが確認された。

-
本来，等間隔に配置されている絶縁物に揺れ
が原因と考えられるズレが生じていることか
ら、地震の影響によるものと判断した。

有

絶縁物の配列ズレであり、巻線
にズレは無いことから、巻線距
離に変化は無く絶縁性能等に
影響無いと判断した。

良 不要
地震による影響であり、機能維持には影響が無いと判断したが、正規
の状態にて復旧するため、絶縁物を元の位置に修復した。

基本点検における目視点検にて、油
面計指示の固着を確認した。

-

地震の前後で指示に著しい変化はなく、ま
た計器に外観上の損傷もないことから経年
劣化によるものと考えられるが、地震の影
響を完全には否定できないと判断した。

有

補助ボイラー変圧器（Ｃ）本体に
漏油・油面の変動は確認されな
かったため、変圧器の機能に影
響はないと判断した。

- 油面計の交換を実施した。

基本点検における目視点検にて、本
体下部に発錆を確認した。 -

経年による発錆であり、地震の影響による
ものではないと判断した。 無 - -

変圧器下部板の肉厚測定の結果，強度上問題ない厚さが残って
いることを確認した。

低起動変圧器
（保護継電装置
の種類）

低起動変圧器温度高
検出装置(警報用）

26 AD -

基本点検における機能確認試験にて、
接点の動作不良が確認された。

-

経年劣化により温度指示計のカムとマイクロ
スイッチとのクリアランスが増加し接点の動作
不良に至ったことが原因で，地震の影響によ
るものではないと判断した。

無 - - - 温度検出装置の交換を実施した。

起動領域モニタ 起動領域モニタ C51-Z601 G ○

基本点検における目視点検にてコネク
タ接続ケ-ブルにゆるみが確認された。 良

過去の点検における取り外し・取付に伴う経
年劣化が原因で，地震の影響によるものでは
ないと判断した。

無 - - - コネクタの交換を実施した。

出力領域モニタ 平均出力領域モニタ
（検出器）

C51-LPRM - ○

基本点検における目視点検にてＬＰＲ
Ｍ検出器信号コネクタ２個（ケーブル
側）にゆるみが確認された。
（対象はロケーション№36-37A／60-
45C）

未
過去の点検における取り外し・取付に伴う経
年劣化が原因で，地震の影響によるものでは
ないと判断した。

無 - - - コネクタの交換を実施した。

所内変圧器 所内変圧器

（29）計器、継電器、調整器、検出器、変換器

-

R11-HTR

補助ボイラ用変圧器 P62-J004 Ｃ

-主変圧器 Ｓ１１-ＭＴＲ
（26）変圧器

-

有

主変圧器
（中性点接地含）

変圧器
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表-6.2.1 設備点検で異常が確認された設備に関する総合評価一覧表(13/15)

損傷原因
地震影響
の有無

構造強度・機能維持
への影響

判定

健全性評価（追加評価）
機器名称 地震応答解析結果機器番号 種類

原子炉安
全上重要
な設備

設備点検結果
対応策

設備区分
損傷原因の検討

備考

D23-RE005 A ○

基本点検における目視点検にて格納
容器内雰囲気放射線モニタ検出器(ドラ
イウェル）の高圧電源用コネクタの芯線
抜けを確認した。

良
過去の点検における取り外し・取付に伴う経
年劣化が原因で，地震の影響によるものでは
ないと判断した。

無 - - - コネクタの交換を実施した。

D23-RE005 B ○

基本点検における目視点検にて格納
容器内雰囲気放射線モニタ検出器(ドラ
イウェル)の高圧電源用コネクタの芯線
抜けを確認した。

良
過去の点検における取り外し・取付に伴う経
年劣化が原因で，地震の影響によるものでは
ないと判断した。

無 - - - コネクタの交換を実施した。

気体廃棄物処理系設
備ｴﾘｱ排気放射線ﾓﾆ
ﾀ

D11-RE111 A -

基本点検における機能確認において気
体廃棄物処理系設備ｴﾘｱ排気放射線ﾓ
ﾆﾀＡの検出器の校正機能の確認を実
施したところ、校正回路における模擬信
号の上昇時間が他の検出器と比べて
長い状態であった。検出器校正回路を
点検した結果、回路の校正パルスを生
成している素子の故障を確認した。

-
外観上及び他の素子に異常が無いことから、
経年的な故障であり、地震の影響によるもの
では無いと判断した。

無 - - - 当該検出器については修理を実施した。

排気筒放射線モニタ
（ＩＣ）

D11-RE043 B -

基本点検における目視点検にて排気
筒放射線モニタ検出器の信号用コネク
タピン（プリアンプ側）に芯線抜けを確
認した。

-
過去の点検における取り外し・取付に伴う経
年劣化が原因で，地震の影響によるものでは
ないと判断した。

無 - - - コネクタの交換を実施した。

R/B　3F　南東側ｴﾘｱ D21-RE008 - -

基本点検における機能確認にてエリア
モニタ検出器の校正機能の確認を実施
したところ、校正回路における模擬信号
の上昇時間が他の検出器と比べて長
い状態である。検出器校正回路を点検
した結果、回路の校正パルスを生成し
ている素子の故障を確認した。

-
外観上及び他の素子に異常が無いことから、
経年的な故障であり、地震の影響によるもの
では無いと判断した。

無 - - - 当該検出器については交換を実施した。

R/B　2F　南東側ｴﾘｱ D21-RE010 - -

基本点検における機能確認にてエリア
モニタ検出器の校正機能の確認を実施
したところ、校正回路における模擬信号
の上昇時間が他の検出器と比べて長
い状態である。

-
外観上損傷が無いこと及び、過去にも同様の
故障を経験しており、地震の影響ではなく、経
年劣化であると判断した。

無 - - -
当該検出器については交換を実施した。

ディ-ゼル発電機
用6.9kV遮断器
（保護継電装置
の種類）

発電機比率差動 R43-87DC - ○

機能：Ｄ／Ｇ（Ｃ）保護継電器８７ＤＧＣ／
Ｒの 小動作値の管理値逸脱を確認し
た。

良
原因は経年劣化による可変抵抗器抵抗値増
加によるものと考えられ，地震の影響によるも
のではないと判断した。

無 - - -
当該抵抗器を新品と交換して動作試験を実施したところ，管理値内で
動作することを確認した。

エリアモニタリン
グ設備
（原子炉建屋放
射線モニタ）

格納容器（Ｄ／Ｗ）内
雰囲気放射線モニタ

プロセスモニタリ
ング設備
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表-6.2.1 設備点検で異常が確認された設備に関する総合評価一覧表(14/15)

損傷原因
地震影響
の有無

構造強度・機能維持
への影響

判定

健全性評価（追加評価）
機器名称 地震応答解析結果機器番号 種類

原子炉安
全上重要
な設備

設備点検結果
対応策

設備区分
損傷原因の検討

備考

計装用圧縮空気
系

計装用圧縮空気系除
湿装置除湿塔

P52-A004 - -

漏えい試験のため起動した際、「除湿
塔出口圧力　低」警報が発生し、トリッ
プする事象が発生した。

-

漏えい試験のバウンダリとなる弁（P52-AO-
F021B，P52-AO-F022B）において異物がかみ
こみシートパスが発生したことにより、圧力が
低下し警報が発生したものと考えられた。バ
ウンダリ弁の分解点検を実施後、漏えい試験
を実施し、除湿塔に漏えいのないことを確認し
た。

無 - - -

所内母線負荷用
６．９ｋＶ遮断器

６．９ｋＶ
メタクラ６Ａ-１

Ｍ／Ｃ６Ａ-
１

- -

基本点検における目視点検にて、５Ｂ
ユニット真空遮断器のシャフト支えブッ
シュのずれを確認した。

-

劣化によりシャフトとブッシュ間の摺動性が低
下したこと，またブッシュとメインシャフト支え
間の寸法公差が許容値内ではあるが少な
かったことにより，開閉動作を繰返すうちに
シャフト支えブッシュがズレたものと推定した。
同一電源盤に取り付けられている他の遮断器
に異常はみられないことから、地震の影響に
よるものではないと判断した。

無 - - -
真空遮断器操作機構部を分解し，メインシャフト支え及びシャフト支え
ブッシュの交換を実施し，遮断器の開閉動作機能に異常のないことを
確認した。

圧力制御 主タ-ビンEHC盤 H12-P685 - -
基本点検における目視点検にて主タ-
ビンＥＨＣ盤の内扉開放用ストッパ-が
盤外に落ちていたため取付けようとした
ところ、ストッパ-が収納出来なかった。
ストッパーを確認したところ、変形が確
認された。

-
地震発生時、点検作業のため当該ストッパ-を
使用し内扉開放中だったことから、地震の影
響により変形したと判断した。

有

盤扉開放用ストッパーの変形で
あり盤の機能には影響がなかっ
たことから，問題ないものと判
断した。

良 不要 ストッパーの修正を行なった。

安全保護系 安全保護系盤 H11-661-4 - ○
基本点検における機能点検（エラーロ
グ採取）のために安全保護系盤（H11-
P661-4） ユニット内の基板に保守ツー
ルを接続したが、インターフェース不良
によりエラーログ採取が出来なかった。
基板の点検を実施した結果、インター
フェース用部品の故障を確認した。

良
多重化されている他の基板に異常のないこと
及び過去にも類似の故障を経験していること
から、地震の影響ではなく、経年劣化であると
判断した。

無 - - - 基板の交換を行なった。

原子炉冷却材再
循環ポンプ電源
装置

原子炉冷却材再循環
ポンプ可変周波数電
源装置（Ｆ）

C81-P002 Ｆ -

アイソレータの単体試験にて判定基準
逸脱が確認された。

-

過去の点検で確認されたアイソレータ不適合
と同じ事象であり、部品の経年劣化が原因
で，地震の影響によるものではないと判断し
た。

無 - - - アイソレータの交換を実施した。

C ○

動作確認試験において過電流継電器
の動作不良が確認された。

未

同一電源盤に取り付けられている他の継電器
に異常は見られず，過去に他号機の同型継
電器でも動作不良による交換を行っているた
め、経年劣化が原因で地震の影響によるもの
ではないと判断した。

無 - - - 継電器の交換を実施した。

D ○

電流計の誤差の管理値逸脱が確認さ
れたた。

未
電流計の誤差の管理値逸脱は過去にも発生
しており、経年劣化が原因で地震の影響によ
るものではないと判断した。

無 - - - 電流計の交換を実施した。

直流125V充電器盤
6C･6D予備

R42-P011 - -

動作試験において過電流継電器の動
作不良が確認された。

-

同一電源盤に取り付けられている他の継電器
に異常は見られず、過去に他号機の同型継
電器でも動作不良による交換を行っているた
め、経年劣化が原因で地震の影響によるもの
ではないと判断した

無 - - - 継電器の交換を実施した。

直流250V充電器盤 R42-P007 - -

継電器取り付けフックの破損が確認さ
れた。

-

同一電源盤に取り付けられている他の継電器
のフックに異常は見られなかった。また、同様
の事象は過去に他の継電器でも確認されてい
ることより、フックの破損は地震発生前からの
経年劣化によるものと判断した。

無 - - - フックはソケットの一部分であるため、ソケット一式の交換を実施した。

変圧器 補助ボイラ（４Ｃ）電気
盤

H21-P472 C -

盤扉ストッパー金具等に変形が確認さ
れた。 -

地震前には扉の開閉操作は支障なく行えたこ
とから、地震の影響によるものと判断した。

有

盤扉ストッパー金具の変形であ
り盤の機能には影響がなかった
ことから，問題ないものと判断し
た。

良 不要
盤扉の修理を実施し復旧した。

バイタル交流電
源設備

バイタル交流電源装
置

R46-P002B B ○
地震後のパトロ-ルにおいて、盤内に吊
り下げられていた乾燥剤の袋が破れ内
容物の一部が盤内に散乱しているのを
確認した。

未
地震の影響により制御盤内の機器と接触し破
れたものと思われる。

有
清掃して機能確認を実施したと
ころ異常がなかったことから，問
題ないと判断した。

良 不要 散乱物を清掃後、絶縁抵抗を測定し、問題ないことを確認した。

蓄電池及び充電
器

直流125V充電器盤

（38）制御盤、電源盤

R42-P002

（35）除湿塔
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表-6.2.1 設備点検で異常が確認された設備に関する総合評価一覧表(15/15)

損傷原因
地震影響
の有無

構造強度・機能維持
への影響

判定

健全性評価（追加評価）
機器名称 地震応答解析結果機器番号 種類

原子炉安
全上重要
な設備

設備点検結果
対応策

設備区分
損傷原因の検討

備考

目視点検において、水面計ユニオン部
より漏えい跡を確認した。

-
ユニオン部の経年劣化による漏えいであり、
地震の影響ではないと判断した。

- - -
修理後運転確認を行い漏えいがないことを確認した。
健全性確認を行い異常ないことを確認した。

目視点検において、フード開閉機グラン
ド部からの蒸気リークを確認した。

-
グランドパッキンの経年劣化による漏えいであ
り、地震の影響ではないと判断した。

- - -
グランドパッキン交換を行い漏えいがないことを確認した。
健全性確認を行い異常ないことを確認した。

目視点検において、缶体側給水ライン
フランジ部からのリークを確認した。

-
フランジガスケットの経年劣化による漏えいで
あり、地震の影響ではないと判断した。

- - -
ガスケット交換を行い漏えいがないことを確認した。
健全性確認を行い異常ないことを確認した。

機能確認において、給水流量計の動作
に異常が確認された。

-
地震後の運転は異常なく、今回起動時に生じ
たことから地震の影響ではないと判断した。

- - -
当該流量計を修理後再度運転試験を行い異常のないことを確認し
た。

フィルタ-装置内部床面に、軽微な発錆
及び塗装の剥離を確認した。

良
塗膜の部分的な劣化による錆の発生であり地
震の影響によるものではないと判断した。

- - 塗膜の劣化によるもので発錆箇所は補修塗装を実施した。

端子箱取付ボルトの一部に緩みが認め
られた。

良
ボルトに伸び等の異常が認められないこと及
び端子箱に損傷がないことから地震の影響に
よるものではなく，締め付け不良と推定した。

- - 再締め付けを実施した。

無

（43）ボイラ
C -

非常用ガス処理
系

T22-D002主配管３（非常用ガス
処理系フィルタ装置）

P62-D001

無

- ○
（44）特殊フィルタ

補助ボイラ
（４Ｃ）

胴
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6.2.4 品質

設備健

て適

（JEAC411

具体的な

（1） 設備 際し，当社の品質マネジメントシス

テム文書である「保守管理基本マニュアル」および「設計管理基本マニュア

ル」等に

いて」ならびに点検・評価計画書等を作成し，点検・評価を行った。 

（2）

基づき実

（3 いて確認された不適合事象に対し

て，「不適合管理及び是正処置・予防処置基本マニュアル」に基づき管理を実

施した。 

（4） 点検・評価結果の記録等の管理については，「文書及び記録管理基本マニ

ュアル」に基づき行っている。 

（5） 地震応答解析の実施においては，「許認可解析の検証マニュアル」に基づ

き実施した。 

    

（6） さら

係る活動

下のとお

イ. 

地震の影響の有無判断を実施する目視点検員の力量について，設備

保証 

全性に係る点検・評価の計画および実施にあたっては，保安規定におい

用している「原子力発電所における安全のための品質保証規程」

1-2003）に基づき品質保証活動を行った。 

活動は以下のとおりである。 

健全性に係る点検・評価の実施に

基づき技術検討書「新潟県中越沖地震後の詳細点検の実施方針につ

 点検・評価に係る業務の調達においては，「調達管理基本マニュアル」に

施した。 

） 設備健全性に係る点検・評価の実施にお

に，(1)～(5)に加えて，設備所管グループによる点検・評価の実施に

が適切に行われていることを社内品質安全部門および社外機関が以

り確認した。 

 

① 点検者の力量確認 

目視点検要員 
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所管グループにより以下の項目が確認され適切な力量管理が行われて

いることを品質安全部門および社外機関が抜き取りにより確認した。 

（イ）日本非破壊検査協会規格 NDIS 3413「非破壊試験技術者の視力及び色

覚の試験方法」にて準用される，日本工業規格 JIS Z 2305「非破壊試

験－技術者の資格及び認証」にて非破壊試験員に要求される近方視

力の確認が行われていること。 

（ロ）当該設備または機器点検の経験年数が３年以上であること。 

経験年数が３年未満の場合は，目視点検に関する教育を行い，結果が

ープに報告されていること。 

ロ

     地震の影響の有無判断を実施する非破壊試験員の力量について，設備

所管グループにより以下の項目が確認され適切な力量管理が行われて

いることを品質安全部門および社外機関が抜き取りにより確認した。 

（イ）放射線透過試験，超音波探傷試験，磁粉探傷試験，浸透探傷試験，

渦流探傷試験など資格を必要とする非破壊試験を実施する場合には，

原則として日本工業規格 JIS Z2305「非破壊試験－技術者の資格及び

認証」に定める非破壊試験技術者資格 NDT レベル 2 以上もしくは日

本非破壊検査協会認定資格 NDI 2 種以上の資格を有する者，または

その者が所属する社内認定制度の NDT レベル 2 以上もしくは NDI 2

種相当以上の資格を有する者がこれにあたっていること。 

    

② 点検実施状況の確認 

現場確認または記録確認を品質安全部門および社外機関が抜き取りに

より以下のとおり実施し，点検実施状況の確認を行った。 

設備所管グル

（ハ）「各機器について想定される損傷及び損傷に対する点検方法」を確認

した者が従事していること。 

. 非破壊試験（目視点検を除く）要員 
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イ. 施行要領書確認 

（イ）施行要領書がメーカ設計者によるレビューを受け，設備所管グループ

が審査・承認していることを確認した。 

（ロ）施行要領書に必要な事項が定められていることを確認した。 

       

ロ. 現場確認 

（イ）力量を有する点検者が，施行要領書に基づき点検・評価しているこ

とを，設備所管グループと異なる独立した立場で現場確認を行った。 

 

ハ

イ）メーカ設計者によるレビューおよび設備所管グループによる審査・

. 点検記録確認 

（

承認後，点検記録の確認を行った。 

（ロ）点検記録が施行要領書および現場の点検・評価に基づいて作成され

ていることを確認した。 

（ハ）点検記録の保管については，「文書及び記録管理基本マニュアル」に

従っていることを確認した。 
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6.3 

常

れらは機器に重大な損傷を

もたらしたものでなく，かつ原子炉安全を阻害する可能性のある事象ではなか

った。これらの損傷について具体的な機器および事象は以下のとおりである。 

 動的機器内部構造物の接触事象（4 機器） 

 主タービン（高圧，低圧(A) (B)(C)）の内部構造物の接触・損傷等 

 部品等のずれ，こすれ，損傷等（5 機器） 

 原子炉建屋天井クレーン（1 機器） 

・走行伝動用継手の破損（ユニバーサルジョイント） 

 給水加熱器ドレンベント系（4 機器） 

・オイルスナッバ ターンバックル曲がり 

これらの損傷については，部品の取替，補修，手入れ等により原形に復旧す

る。 

なお，上記 40 機器に確認された経年的な劣化事象についても，通常の保全作

業で実施しているような部品の取替，補修，手入れにより復旧している。 

 

評価のまとめ 

柏崎刈羽原子力発電所 6号機は，本地震後の設備健全性評価を行うにあたり，

原子炉施設保安規定に基づき定めた特別な保全計画に従い，機器レベルにおけ

る点検・評価を実施してきた。 

点検対象である約 1540 機器に設備点検を実施した結果，地震の影響による異

※3 を 43 機器に確認した。また，40 機器に通常の点検時にみられる経年的な

劣化事象を確認したが，地震の影響によるものでないと判断した。 

※3：本報告書では設備点検により確認した損傷，不具合等を「異常」と定義しており，こ

こでは評価した結果，構造強度，機能に影響の無かったものも含めて「異常」と称した。 

 

地震の影響による事象を確認した 43 機器のうち，9 機器に構造強度や機能維

持に影響を与えると考えられる異常を確認した。こ
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析については，構造強度評価件および動的機能維持評価件を終了

管の支持構造物（メカニカルスナッバ）を除いた全

下回っていることを確認した。また，原子炉隔離

時

なう可能性のある機器が抽出された場

合，解析ならびに設備点検の結果を踏まえて総合評価を行い，モックアップ試

取替，補修，手入れ等の要否判断を行うことにより対応

ながら，原子炉安全上重要な機器については，

設

 

６号機において確認された地震による損傷では，７号機では確認されていな

い，原子炉建屋天井クレーンのユニバーサルジョイントが破損に至る事象や，

オイルスナッバターンバックルの曲がり事象が確認された。これらの原因は，

上下方向の地震加速度が大きかったことにより発生したものであった。６号機

では上下の 大応答加速度が 488gal であり，７号機の 355gal と比較すると 1.5

倍程度大きい影響から，６号機のみ損傷に至ったものと考えられる。 

その他については，７号機の損傷状況と大きな違いは確認されていない。 

 

今回の特別な保全計画における設備点検で得られた「基礎部の軽微なひび」

および「支持構造物の軽微な異常」等の知見については，当社の品質マネジメ

ントシステムにおける保全プログラムへの反映等を実施する。 

地震応答解

し，原子炉隔離時冷却系配

ての対象設備で評価基準値を

冷却系配管の支持構造物（メカニカルスナッバ）については，追加点検の結

果より異常が確認されなかったことから健全性に問題はないと考えられる。 

本点検・評価においては，健全性を損

験や追加評価，または

することを計画していた。しかし

備点検において地震による重要な異常がなかったこと，ならびに地震応答解

析では許容応力状態ⅢAS 等の評価基準値を超えているものはなかったことから，

上記の対応を伴わず設備の健全性が確認できた。 



7.  後の予定 

ルの設備点検 

でに 動試験および漏えい試験等の点検項目に

条件が整 。また，得られた知見等については他

 

7

器については，

系統健全性を

及びその評価を

今

7.1 機器レベ

7.1.1 設備点検の着実な実施 

今回の報告ま 実施していない作

ついては， い次第，点検を行う

号機の点検にも反映を実施していく。 

.2 系統健全性の確認 

7.2.1 系統レベルでの点検・評価 

技術基準で機器の組み合わせによって系統機能を要求される機

点検・評価計画書に基づき，系統レベルでの点検･評価を実施し，

評価していく。また，系統試験前に必要な基本点検と追加点検

実施し，設備の健全性を確認するものとする。 
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8.  添付資料 

添付資料 1  各機種の点検方法 

添付資料 2  各機種の点検結果 

添付資料 3 追加点検結果一覧表 

添付資料 4 柏崎刈羽原子力発電所第 6 号機 新潟県中越沖地震後の設

備健全性に係る総合評価 

添付資料 5 目視点検困難で代替点検を実施した箇所 

添付資料 6-1-1   コンクリートの微細なひび割れ確認事象について 

添付資料 6-1-2   支持構造物で確認された事象の概要について 

添付資料 6-2-1   主タービンに確認された事象の概要について 

添付資料 6-2-2   主発電機に確認された事象の概要について 

添付資料 6-2-3   主変圧器で確認された事象の概要について 

添付資料 7     疲労評価における繰返し回数の算出について（追而） 

添付資料 8     制御棒駆動機構で確認された事象について 

添付資料 9  原子炉建屋クレーンで確認された事象について 

添付資料 10 補助蒸気配管で確認された事象について 

添付資料 11 原子炉隔離時冷却系の弁に確認された事象について 

添付資料 12    塑性ひずみ測定結果（硬さ測定結果） 

添付資料 13 配管減肉測定結果 
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9.  参考資料 

参 資

 

 

考 料１  軽油タンクと移送ラインの点検結果について 
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